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　本報告書は、アジア・太平洋地域における科学技術・イノベーション政策、研究開発動向、および関連する経済・社会状況について調査・分析

を行う調査研究の一環としてまとめたものとなります。政策立案者、関連研究者、およびアジア・太平洋地域との連携にご関心の高い方々等へ広

くご活用いただきたく、APRCホームページおよびポータルサイトにおいて公表しておりますので、詳細は下記ホームページをご覧ください。

（APRCホームページ）

https://www.jst.go.jp/aprc/index.html　

（調査報告書）

https://spap.jst.go.jp/investigation/report.html　



i

JST アジア・太平洋総合研究センター　 　APRC-FY2022-RR-01

調査報告書　　アジア・太平洋主要国・地域の量子技術動向

はじめに……………………………………………………………………………………………1

1 論文・特許情報から見たアジア・太平洋の量子研究開発動向 ………………………3

 1.1 論文・特許データベースと量子研究の分類 ……………………………………3

 1.2 論文情報から見た量子研究動向 …………………………………………………5

 1.3 特許情報から見た量子技術動向 …………………………………………………9

 1.4 各国・地域動向で注目する組織と研究者 ………………………………………9

2 中国の量子技術動向 …………………………………………………………………… 11

 2.1 量子技術政策の動向 …………………………………………………………… 11

 2.2 研究開発動向 …………………………………………………………………… 13

 2.3 注目研究機関・大学 …………………………………………………………… 22

 2.4 注目企業 ………………………………………………………………………… 27

 2.5 注目研究者 ……………………………………………………………………… 33

 2.6 国際協力・国際共同研究 ……………………………………………………… 34

 2.7 量子イノベーションエコシステム …………………………………………… 37

3 インドの量子技術動向 ………………………………………………………………… 38

 3.1 量子技術政策の動向 …………………………………………………………… 38

 3.2 研究開発動向 …………………………………………………………………… 42

 3.3 注目研究機関・大学 …………………………………………………………… 47

 3.4 注目企業 ………………………………………………………………………… 50

 3.5 注目研究者 ……………………………………………………………………… 52

 3.6 国際協力・国際共同研究 ……………………………………………………… 53

 3.7 量子イノベーションエコシステム …………………………………………… 56

目 次



ii

JST アジア・太平洋総合研究センター　 　APRC-FY2022-RR-01

調査報告書　　アジア・太平洋主要国・地域の量子技術動向

4 オーストラリアの量子技術動向 ……………………………………………………… 57

 4.1 量子技術政策の動向 …………………………………………………………… 57

 4.2 研究開発動向 …………………………………………………………………… 59

 4.3 注目研究機関・大学 …………………………………………………………… 61

 4.4 注目企業 ………………………………………………………………………… 67

 4.5 注目研究者 ……………………………………………………………………… 71

 4.6 国際協力・国際共同研究 ……………………………………………………… 72

 4.7 量子イノベーションエコシステム …………………………………………… 74

5 韓国の量子技術動向 …………………………………………………………………… 75

 5.1 量子技術政策の動向 …………………………………………………………… 75

 5.2 研究開発動向 …………………………………………………………………… 77

 5.3 注目研究機関・大学 …………………………………………………………… 80

 5.4 注目企業 ………………………………………………………………………… 85

 5.5 注目研究者 ……………………………………………………………………… 87

 5.6 国際協力・国際共同研究 ……………………………………………………… 89

 5.7 量子イノベーションエコシステム …………………………………………… 91

6 シンガポールの量子技術動向 ………………………………………………………… 92

 6.1 量子技術政策の動向 …………………………………………………………… 92

 6.2 研究開発動向 …………………………………………………………………… 93

 6.3 注目研究機関・大学 …………………………………………………………… 97

 6.4 注目企業 ………………………………………………………………………… 99

 6.5 注目研究者 …………………………………………………………………… 102



iii

JST アジア・太平洋総合研究センター　 　APRC-FY2022-RR-01

調査報告書　　アジア・太平洋主要国・地域の量子技術動向

 6.6 国際協力・国際共同研究 …………………………………………………… 103

 6.7 量子イノベーションエコシステム ………………………………………… 105

7 台湾の量子技術動向 ………………………………………………………………… 106

 7.1 量子技術政策の動向 ………………………………………………………… 106

 7.2 量子技術の研究開発動向 …………………………………………………… 109

 7.3 注目研究機関・大学 ………………………………………………………… 113

 7.4 注目企業 ……………………………………………………………………… 116

 7.5 注目研究者 …………………………………………………………………… 118

 7.6 国際協力・国際共同研究 …………………………………………………… 119

 7.7 量子イノベーションエコシステム ………………………………………… 121

調査企画・執筆者…………………………………………………………………………… 122



1

JST アジア・太平洋総合研究センター　 　APRC-FY2022-RR-01

調査報告書　　アジア・太平洋主要国・地域の量子技術動向

はじめに

量子コンピュータや量子暗号通信、量子計測・センシングといった「量子技術」が注目されている。量子

技術は産業、情報セキュリティ、国防、金融などに大きな影響を及ぼすため、欧米先進国や日本、中国など

は相次いで量子技術開発を重点化し、世界的な研究開発競争が展開されている。

国立研究開発法人科学技術振興機構（JST）は、このような量子技術の内外の動向を把握するため、研究

開発戦略センター（CRDS）を中心に情報収集・調査分析を行っている
1

。2021 年度の CRDS 調査報告書『論

文・特許マップで見る量子技術の国際動向』
2

は、そのような取り組みによる成果の 1 つであり、同報告書の

中でアジア・太平洋総合研究センター（APRC）は、急展開する中国の量子技術動向を追った。

中国の動向を調査する中で明らかになってきたのは、量子技術の研究開発におけるアジア・太平洋地域の

重要性の高まりである。量子技術分野の論文数の平均伸び率トップはインドであり、2 位中国を台湾、韓国、

シンガポールが追いかけている。量子論文の地域別シェアは欧州が最大であり 4 割を占めるが、現在 3 割を

占めるアジア・太平洋地域が急追している。先進国に遅れをとってはいるものの、アジア・太平洋の主要国・

地域の政策当局は近年、量子技術振興のための取り組みを強化している。欧米と親和性の高い研究コミュニ

ティを持つオーストラリアは、以前から量子技術の研究レベルの高いことで知られている。

本報告書は、着実に重要性を増しつつあるアジア・太平洋主要国・地域、すなわち、中国、インド、オー

ストラリア、韓国、シンガポール、台湾の 6 カ国・地域の量子技術動向を把握することを目的としている。

そのため、各国・地域の量子技術政策動向と研究開発動向、および主要な組織（研究機関・大学・企業）と

有力研究者について、オープンソースから収集した情報を整理・分析した。研究開発における国際協力の重

要性に鑑み、各国・地域における海外との連携事例についても情報収集に努めた。

2022 年のノーベル物理学賞は、量子情報科学の開拓に貢献した 3 人の研究者に贈られた。受賞者の 1 人

であるオーストリア人研究者は、中国で「量子の父」と呼ばれる指導的研究者の恩師としても著名である。

量子情報科学を中心とした社会的注目の高まりも相まって、量子技術分野の国際競争は一層加速していくと

見られる。本報告書は、アジア・太平洋地域における量子技術分野の国際競争の一端を明らかにするもので

ある。

1	 科学技術振興機構	研究開発戦略センター「特集　量子技術」（2022 年 5 月）
2	 科学技術振興機構	研究開発戦略センター『論⽂・特許マップで⾒る量子技術の国際動向』（2022 年３月）

https://www.jst.go.jp/crds/column/kaisetsu/column69.html
https://www.jst.go.jp/crds/report/CRDS-FY2021-RR-08.html
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1  論文・特許情報から見たアジア・太平洋の 
量子研究開発動向

本章では、各国・地域の分析に先立つ共通認識として、学術誌などの論文情報と公開の特許情報から見

たアジア・太平洋地域の量子研究開発動向を概観する。CRDS の 2021 年度調査報告書（以下、CRDS 報告

書）
1

で用いたデータに基づいて、量子技術の全体的な動向と分野別動向を把握し、各国の量子技術動向分析

で注目すべき組織や研究者の手掛かりを得る。

1.1 論文・特許データベースと量子研究の分類

1.1.1 本報告書で用いる論文・特許データ

1990 年から 2021 年までに全世界で発表された量子技術関係の論文は、147853 件であった。また同時期に

全世界で発行された特許は、27067 件であった。

論文データは、エルゼビア社が提供する世界最大級の学術論文データベース Scopus を、特許データは、

LexisNexis 社が提供し 96 カ国の特許情報を収録する、世界最大級の特許データベース TotalPatent を使用

している。いずれも 1990 年以降 2021 年までに発表・発行された情報であり、特許の発行国・機関はアメリ

カ、欧州、WIPO、中国、日本、韓国、ドイツ、フランス、イギリス、カナダである。

1.1.2 量子研究の主要 4分野と研究開発課題

本調査で想定している量子科学技術の 4 研究分野、「量子コンピューティング・シミュレータ」「量子通信・

コミュニケーション」「量子材料」「量子基盤技術（量子計測・量子センシング）」の各々の検索条件におい

て頻出する研究開発課題を図表 1-1 に掲げた。更なる詳細は、CRDS 報告書の表 3-1、および CRDS 戦略プ

ロポーザル『量子 2.0』を参照されたい
2

。

（1）量子コンピューティング・シミュレータ

量子コンピュータとは、「量子重ね合わせ」や「量子もつれ」といった量子力学の現象（量子状態）を利

用して並列計算を実行し、従来型のコンピュータと比べ遥かに短時間で解の導出を実現するコンピュータで

ある。現時点では、量子状態を充分に制御することが困難であり、誤り耐性量子コンピュータ実現にむけた

構造全体の強化が主な研究テーマとなっている。実機の開発では、量子ビット（Qbit）方式およびイオント

ラップ方式を構成要素としたものなど、複数の方式で開発競争が繰り広げられている。

また量子シミュレータ（量子シミュレーション）とは、極低温下で冷却原子を用いて制御性の高い量子力

学的な振る舞いの強相関系を人工的に組み立て、模擬実験を用いてその性質を理解するものである。

1	 科学技術振興機構	研究開発戦略センター『論⽂・特許マップで⾒る量子技術の国際動向』2022 年３月。
2	 科学技術振興機構	研究開発戦略センター	戦略プロポーザル『量子 2.0――量子科学技術が切り拓く新たな地平』2020 年 1 月。

https://www.jst.go.jp/crds/pdf/2021/RR/CRDS-FY2021-RR-08.pdf
https://www.jst.go.jp/crds/report/CRDS-FY2019-SP-03.html
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図表 1-1　量子研究の主要 4分野における検索条件と研究開発課題

注：Web of Science にキーワードを指定して検索し、Incites Benchmarking の “Citation Topics, level Micro” の下で、
2015-2021年の「Web of Science Documents」を指定して抽出した。

（2）量子通信・コミュニケーション

量子状態を用いることで、従来の通信方法では実現できないプライバシーや安全性を確保するのが量子通

信技術である。

量子暗号鍵配送（QKD: Quantum Key Distribution）は 1984 年の BB84 プロトコルの提案に始まり、精力

的な研究により 2010 年頃までに理論的基礎が確立され、装置の不完全性があっても成立する安全性理論も

開拓された。一方で、暗号鍵の伝送距離や速度には限界がある。例えば、BB84 プロトコルでの光ファイバ

を用いた場合の現性能としては、距離は光子が届く距離に制限を受けるため約 100 km、そのときの速度は

約 1kbps である。さらなる距離や速度の延伸・向上にむけた研究開発が続けられており、小型衛星を用い

た広域通信の基礎実験も進められている。また鍵提供プラットフォームの研究開発も進められている。

離れたノード間の量子もつれの形成は量子通信の長距離化に必須の技術である。その実現の鍵を握るのは

隣接しているノード間の量子もつれを離れたノード間の量子もつれに変換する「量子中継技術」である。

また、量子コンピュータや量子センサなどの量子情報処理機器をノードとして、量子データをやりとりす

る「量子インターネット」の検討も進められている。暗号鍵の安全な配送に加えて、クラウド量子コンピュー

タへの安全なアクセス、分散型の量子計算の実現、光格子時計の同期、量子センサーネットワークの構築な

ど、様々な応用が期待されている。
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（3）量子基盤技術（量子計測・量子センシング）

科学技術の基盤である計測・センシングの限界を、温度や磁場といった環境変化に脆弱であるという量子

状態の特性を逆手にとって制御することで、環境の敏感な計測・センシングを試みる技術である。ジャイロ

スコープ（航法応用）、光格子時計、量子センサ（脳磁計測、心磁計測、細胞内計測、タンパク質構造解析

などのバイオセンサーから金属の欠陥検出まで様々な分野への応用）の研究開発が進められている。また、

光あるいは物質の量子もつれを利用した計測技術（量子もつれセンシング）も開発が進んでおり、代表例に

は「量子もつれ顕微鏡」があり、量子光干渉断層計（量子 OCT）というイメージング応用も知られている。

スタートアップも多数立ち上がり、産業化の観点でも今後徐々に市場が確立されていくと見られる。

（4）量子材料

物性物理学、量子情報、化学・材料工学などの多分野にわたる概念として「量子材料」が注目されている。

もとは固体物理学における新奇な量子現象や量子相などを強調するために導入されたが、現在では、新物質

やその上で実現される量子状態が量子情報の研究の舞台として提供されたり、その逆の、量子情報の概念や

手法を用いて物質における量子多体系のふるまいを理解したりと、相互に行き来できる学際的な分野へと変

化しつつある。

1.2 論文情報から見た量子研究動向

1.2.1 量子技術に関する全世界の論文分析

1.1.1 で述べた通り、量子研究論文は、1990 ～ 2021 年に全世界で 147853 件出版されている。うち各地域
3

の割合を見ると、アジア・太平洋地域は 63659 件（33％）、北米は 44018 件（22％）、欧州は 80113 件（41％）

となっている
4

（図表 1-2）。このように、累積の出版論文数が一番多いのは欧州だが、近年、アジア・太平洋

地域で論文数の著しい伸びが伺える（図表 1-3）。とりわけ、最近 10 年間（2011 ～ 2021 年）での論文数平

均伸び率を見ると、アジア・太平洋地域では 11％で、欧州、北米、全世界のそれよりも高くなっている（図

表 1-4）。このうち、中国が論文数でアジア・太平洋地域に占める割合は 27987 件（約 44％）である。

3	 地域区分は外務省の示している基準に拠った。
4	 なおここで論文数は整数法で示しているが、各割合は別途分数法で算出したものである。

図表 1-2　世界に占める各地域の論文数シェア

出典：APRC作成 出典：APRC作成

図表 1-3　論文数の各地域の経年推移

https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/index.html
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図表 1-4　主要地域の論文数の平均伸び率（2011～ 2021年）

出典：APRC作成

続いて全世界と同様に、アジア・太平洋地域内の主要国・地域で発表される論文数の内訳を見たい。各国

地域の論文数は図表 1-5 の通りである。アジア・太平洋地域で、日本以外に量子技術の論文を多く出してい

るのは、多い順に、中国、インド、オーストラリア、韓国、シンガポール、台湾である。日本を含むこの 7

カ国・地域でアジア・太平洋地域の総論文数（63659 件）の 9 割超（59969 件）を占めている。このような

結果から、アジア・太平洋地域では、論文数上位 6 カ国・地域（中国、インド、オーストラリア、韓国、シ

ンガポール、台湾）の動向を検討することが重要と推定される。

図表 1-5　アジア・太平洋地域主要国・地域の論文数

出典：APRC作成

各国で 2011 ～ 2021 年に出版された論文数を見ると、図表 1-6 から、中国が群を抜いて大きいものの、イ

ンドの論文数も韓国とオーストラリアを凌いで多くなっていることが分かる。また各国の最近 10 年間の論

文数平均伸び率で見ると、図表 1-7 から、中国、インドの伸び率が特に高いことが分かる。他方で、日本を

アジア・太平洋の主要国・地域と比べた場合、論文数は中国に次いで 2 位に位置するものの、論文数伸び率

は他国と比べて低かった。
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1.2.2 分野別の分析

本節では、1.1.2 で述べた 4 研究分野に沿って、2011 年から 2021 年の論文数の各国・地域論文総数に占め

る割合を示す（図表 1-8）。中国、インド、韓国、シンガポール、台湾では、「量子材料」の論文数割合が最

も高くなっている。一方で、オーストラリアは「量子基盤技術（計測・センシング）」の論文数割合が最も高い。

図表 1-8　国・地域別、技術区分別の論文数

出典：APRC作成

続いて、同じ 4 分類に基づいて論文出版数の 5 カ年毎の変化を見た（図表 1-9）。どの国・地域も直近 5 カ

年では「量子材料」の論文数の伸びが著しく、インドは「量子コンピューティング・シミュレータ」、オー

ストラリア、シンガポール、中国は「量子基盤技術」で著しい伸びが見て取れる。

図表 1-6　6カ国・地域と日本の論文数経年推移

出典：APRC作成 出典：APRC作成

図表 1-7　論文数の平均伸び率
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図表 1-9　論文の技術区分別出版数の 5カ年毎の変化

出典：APRC作成
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1.3 特許情報から見た量子技術動向

1.1 で述べた通り、量子技術に関する特許の公開数は、1990 年から 2021 年の間に全世界で 27067 件となっ

ている。この総数で各地域の割合を見ると、アジア・太平洋地域は 9026 件（63％）、北米は 3656 件（26％）、

欧州は 1612 件（11％）となっており、総数ではアジア・太平洋地域が圧倒的に多い（図表 1-10）。とりわ

け、最近 10 年間（2011 ～ 2021 年）での特許出願数の経年推移を見ると、北米でも一定の伸びが見られるが、

アジア・太平洋地域では、2016 年以後に一層急激な伸びが見られる（図表 1-11）。

1.4 各国・地域動向で注目する組織と研究者

本節では、対象 6 カ国・地域の研究機関・大学、企業、研究者動向を論文情報と特許情報から概観する。

1.4.1 注目研究機関・大学

論文著者の所属する研究機関に着目してその所属国・地域で見ると、論文発表数の多い世界トップ 100 に

は、中国の研究機関が 25 ランクインしており、全体の 56％を占める（図表 1-12）。少数ではあるが、シンガポー

ル国立大学（NUS）とインド工科大学（IIT）も量子技術分野の論文を多く出版している。対象国・地域のうち、

台湾のみが世界トップ 100 に入らなかった。

図表 1-12　6カ国・地域と日本のトップ研究機関（世界トップ 100以内）

出典：APRC作成

図表 1-10　世界に占める地域別の特許出願数シェア

出典：APRC作成

図表 1-11　地域別に見た特許出願数の経年推移
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1.4.2 注目企業

一方、特許の出願人で見ると、世界トップ 100 を占めたのは、ほぼ中国と日本の企業であった（図表

1-13）。韓国のサムスン電子（Samsung Electronics）は第16位に位置したが、台湾は台湾積体電路製造（TSMC）

の 1 社のみで、シンガポール、オーストラリア、インドからは上位進出がなかった。

図表 1-13　世界トップ 100特許出願人の国・地域別内訳

出典：APRC作成

1.4.3 注目研究者

注目研究者は、論文・特許情報を念頭に置きつつ、政府や拠点的な研究機関における要職、国際的な知名

度などを総合的に加味して国・地域ごとに 5 名を選んだ。図表 1-14 に、世界で論文数上位の研究者 500 名

を選び出し、国・地域（最新所属組織国）の人数分布を示した。今回の調査対象とした国・地域は全て上位

500 名に入っていることが分かる。

図表 1-14　論文数順上位 500研究者の国・地域別分布

出典：APRC作成
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2 中国の量子技術動向

中国における量子研究は 1990 年代後半から本格化し、2006 年頃からは様々な国家計画の中でも重点的に

位置付けられてきた。自然科学研究基金をはじめとするファンディングの額もこの時期から急増し、2016

年頃からは、量子科学実験衛星の打上げや量子コンピュータの開発など、技術開発においても常に世界の動

向を牽引してきた。研究開発費や論文発表数も圧倒的であり、米国や欧州と並んで世界の量子研究の最先端

を走り続けている。

2.1 量子技術政策の動向

中国における量子技術に関する研究は、「国家ハイテク研究開発計画 (863 計画 )」
1

や「国家重点基礎研究

開発計画 (973 計画 )」
2

などの資金援助を受けながら進んできた。1998 年に中国国家自然科学基金 (NSFC) が

北京で開催した量子情報科学フォーラムを契機に、中国科学技術大学 (USTC)、山西大学、中国科学院物

理学研究所などの大学や研究機関が量子情報分野の実験研究を皮切りに開始されたと、中国科学技術大学

(USTC) の張強 ( 张强、ZHANG Qiang)
3

は述べている。また、1999 年には、80 年代前半から量子光学の研究

を始めていた USTC の郭光灿 (GUO Guangcan) が、中国科学院 (CAS) に量子情報専門の研究室を開設した。

2001 年には、オーストリアで学位を 1999 年に取得し、のちに“中国量子の父”と呼ばれる潘建偉 ( 潘建伟、

PAN Jianwei) が留学先より帰国し、若くして USTC に量子物理・量子情報研究室を開設した。よって、こ

の頃から中国における量子技術に関する研究が本格化したと考えられる。

2006 年には国務院が、科学技術イノベーション政策の長期的な基本方針である「国家中長期科学技術発

展規画綱要 (2006 〜 2020 年 )」を発表し、推進すべき重大研究 4 領域の一つとして初めて「量子制御」を指

定した
4

。「綱要」は「2020 年までに中国を世界トップレベルの科学技術力を持つイノベーション型国家とする」

という目標を掲げ、研究開発投資の拡充や重点分野の強化を図るとしている。具体的には、量子に関わる研

究を短期間に技術突破できる可能性のある項目、戦略製品、基盤技術、工学に係る国家戦略の空白領域を埋

める、次世代のハイテク産業の基礎となる技術から中国の国際競争力を顕著に高める世界トップレベル技術

に引き上げるとしている
5

。

中国政府は第 12 次 5 カ年計画 (2011~2015 年 )
6

期から、量子情報の急速な発展と安全な通信への影響の可

能性を考慮し、支援を強化しはじめた。2015 年に発表された「中国製造 2025」
7

においては、次世代情報技

術産業の優先事項として、量子コンピューティング開発の積極推進が盛り込まれた。また、2016 年を計画

1	 中华人民共和国科学技术部	(1986)「国家高技术研究发展计划（863 计划）」
2	 中华人民共和国科学技术部	(1997)「国家重点基础研究发展计划（973 计划）」
3	 	Zhang,	Q.,	Xu,	F.,	Li,	L.,	Liu,	N.	and	Pan,	J.	(2019)	Quantum information research in China. Quantum	Science	and	Technology,	
Volume	4,	No.4,	040503

4	 国务院(2006)「国家中長期科学技術発展規画綱要 (2006-2020 年 )( 国家中长期科学和技术发展规划纲要 (2006-2020 年 )) 」『国务院』	
5	 岡山純子 (2008)「中国の科学技術政策と知的財産戦略」『日本大学知財ジャーナル』, Volume 1, pp.53-60.	
6	 国务院「中华人民共和国国民经济和社会发展第十二个五年规划纲要」2011 年 3 月 16 日
7	 国务院「国务院关于印发《中国制造 2025》的通知」国发（2015）28 号、2015 年 5 月 8 日

http://www.most.gov.cn/ztzl/swkjjh/kjjhjj/200610/t20061021_36375.html
http://www.most.gov.cn/ztzl/swkjjh/kjjhjj/200610/t20061021_36373.html
https://iopscience.iop.org/article/10.1088/2058-9565/ab4bea
http://www.gov.cn/gongbao/content/2006/content_240244.htm
https://www.publication.law.nihon-u.ac.jp/property/property_1.html
http://www.hprc.org.cn/wxzl/wxysl/wnjj/diyigewnjh_1/201103/t20110316_4001874.html
http://www.gov.cn/zhengce/content/2015-05/19/content_9784.htm
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初年度とする第 13 次 5 カ年計画 (2016~2020 年 )
8

においても、量子技術に明確な焦点があてられている。さ

らに同年、第 13 次 5 カ年計画を受けて策定された「135 国家科学技術イノベーション」
9

において、戦略的

先見性をもち取組むべき科学的課題として「量子制御と量子情報」が、新しく展開する大型科学技術プロジェ

クトとして「量子通信と量子コンピューティング」が、科学技術イノベーション 2030 の主要プロジェクト

として「量子通信と量子コンピュータ」が示されている。また、「国家イノベーション駆動型発展戦略要綱

(2016~2030 年 )」
10

においても同様に、科学技術イノベーション開発の新たなダイナミクスの把握として「量

子異常ホール効果や量子通信」が、新世代の情報技術開発として「クラウドコンピューティング、量子コン

ピューティング」が、産業変革をリードする革新的技術の開発として「量子情報」が、航空・宇宙の探査・

開発・利用技術の開発として「量子ナビゲーション」が取り上げられている。さらに、第 14 次 5 カ年計画

(2021~2025 年 )
11

においては、社会主義近代化の全面的建設の新たな道程の開始およびイノベーション駆動発

展の堅持および発展の新たな優位性の全面的形成として「量子情報」が、デジタル化発展の加速およびデジ

タル中国の建設として「量子コンピュータ」や「量子通信」が重点化されており、国防と軍隊の近代化の加

速および富国と強軍の統一の実現として、量子科学技術等の発展を目指すと明記されている。

これに加え、習近平政権が進める軍民融合戦略において、量子技術は重点強化対象の一つとなっている。

2017 年 8 月の「第 13 次 5 カ年科学技術研究開発軍民融合特別プロジェクト計画」によると、衛星 ( 広域通信 )

を含む量子通信とコンピューティングがプロジェクトに含まれており、先進国防科学技術産業システム、軍

人養成システム、軍事安全社会化システム、国防動員システムの構築が強力に推進するとしている
12

。続い

て山東省の「新旧動力エネルギー転換推進計画」
13

に従った「山東省量子技術革新発展計画」
14

は量子技術イノ

ベーションの発展を加速する計画であり、この中には「量子情報技術を中心とした軍民の科学技術成果の双

方向の転換と応用、軍民の革新資源の共同構築と共有を推進」すると明言している。また、山東省の省都で

ある済南市においても、「山東省重点研究計画 ( 軍民科学技術融合 )」
15

が発出されており、量子技術のみなら

ず明確に科学技術における軍民融合を明示している。

また、上記の政策と連動した財政的支援には、1998 年から 2006 年は NSFC により 0.1 億米ドル ( 約 14 億

円、1 米ドル =140 円 ) 規模の助成があり、2006 年から 2010 年には科学技術部 (MOST、以後科技部とす

る )、NSFC および中国科学院（CAS）より 1.5 億米ドル ( 約 210 億円 ) が、2011 年から 2015 年までは科

技部、NSFC、CAS および国家発展改革委員会より 4.9 億米ドル ( 約 686 億円 ) が助成され、2016 年から

2019 年においては 3.4 億米ドル ( 約 476 億円 ) が科技部より助成されていた
16

。なお中国の量子技術に関す

る予算を、Kania and Costello(2018)
17

は数十億米ドル、Brennen et al.,(2021)
18

も 10 億米ドル規模、Kung and 

8	 国务院「中华人民共和国国民经济和社会发展第十三个五年规划纲要」2016 年 3 月 17 日
9	 国务院「国务院关于印发“十三五”国家科技创新规划的通知」国发（2016）43 号、2016 年 7 月 28 日
10	注 9 に同じ。
11	「中华人民共和国国民经济和社会发展第十四个五年规划和 2035 年远景目标纲要」2021 年 3 月 13 日
12	科技部 ; 中央军委科学技术委员「“十三五”科技军民融合发展专项规划」国科发资（2017）85 号
13	山東省人民政府「山東省人民政府关于印发山东省新旧动能转换重大工程实施规划的通知」鲁政发（2018）7 号
14	山東省科技厅「山東省量子技术创新发展规划（2018-2025 年）」16p.	
15	山東省人民政府ウェブサイトより。最終確認日：2022 年 8 月 31 日。2022 年 12 月 20 日時点ではアクセスできなくなっている。
16	注 3 および科技部より。
17	 	Kania,	E.B.,	and	Costello,	J.	(2018)	Quantum Hegemony? China’s Ambitions and the Challenge to U.S. Innovation Leadership, 	

Center	for	a	New	American	Security,	46p.	
18	 	Brennen,	G.,	Devitt,	S.,	Roberson,	T.,	and	Roh,	P.	(2021)	An Australian strategy for the quantum revolution, 	Policy	Brief	Report	

No.	43,	Australian	Strategic	Policy	Institute,	33p.	

http://www.gov.cn/xinwen/2016-03/17/content_5054992.htm
http://www.gov.cn/zhengce/content/2016-08/08/content_5098072.htm
http://www.gov.cn/xinwen/2021-03/13/content_5592681.htm
https://www.most.gov.cn/xxgk/xinxifenlei/fdzdgknr/qtwj/qtwj2017/201708/t20170824_134588.html
http://www.shandong.gov.cn/art/2018/2/22/art_2267_18179.html
http://kjt.shandong.gov.cn/uploadfiles/ueditor/file/20180305/1520236983429049573.pdf
http://search.shandong.gov.cn/guide?innerCode=1005780&regionCode=370000000000
https://www.cnas.org/publications/reports/quantum-hegemony
https://www.aspi.org.au/report/australian-strategy-quantum-revolution
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Fancy(2021)
19

は国家研究所の建設も含めた予算として 5 年間で 153 億米ドル ( 約 2 兆 1420 億円 )、Parker et 

al.,(2022)
20

らは年間 8400 万米ドル ( 約 117 億 6000 万円 ) から 30 億米ドル ( 約 4200 億円 ) 近くと推測しており、

いずれの著者も中国政府が発表している数字とは大きく異なっている。

最後に、各地方政府による動向の一部を示す。2021 年に人材資源・社会保障部は、専門技術人材の知識

更新事業 2021 年度上級研修のテーマ募集についての通知を発出したことで
21

、安徽省は高いレベルの科学技

術の自立と自己改善として、量子分野の理論研究と最先端研究に総額 20 億 2000 万元 ( 約 410 億円、1 人民

元 =20.3 円 ) を投資し
22

、新世代の「合肥量子都市ネットワーク」の構築を開始するとしている。また、詳細

なプロジェクト数や予算の記載はないものの、量子技術に関する政策動向として、天津市
23

、河北省
24

、黒竜

江省
25

、山西省
26

、広西壮族自治区
27

においても量子技術に関するプロジェクトを推進すると明記した文書を発

出している。なお、2022 年に河南省が、量子通信に関する研究プロジェクト 1 件に対して 1150 万元 ( 約 2

億 3350 万円 ) の予算を投じている
28、29

。

2.2 研究開発動向

2.2.1 量子技術による主要プロジェクト

第 1 章の論文・特許分析によると、中国における論文数 (27987 件 ) は、アジア・太平洋地域の総数 (63659 件 )

のうち 44% を占めている。また、2016 年頃から顕著な増加をみせており、平均伸び率では 24% とインドに

続いて 2 位であり、依然高い水準を保っている。特許出願数 ( 約 6000 件 ) は、アジア・太平洋地域の総数 ( 約

9000 件 ) のうち 66% を占め、かつアメリカ ( 約 3600 件 ) を大きく引き離して首位にある
30

。このように、中

国の量子研究の規模は世界でも最大級とみることができる。

本節では 2000 年代以降の研究開発動向、特に主要な研究プロジェクトについて紹介する。USTC の張強

によると、2006 年から 2010 年までの第 11 次 5 カ年計画の期間中、量子情報に焦点を当てた大規模な研究

プロジェクトがいくつか開始されたという
31

。例えば、科技部は「量子制御」国家プロジェクトを発表し、

19	 Kung,	J.,	and	M.	Fancy	(2021)	A Quantum Revolution: Report on Global Policies for Quantum Technology,	Toronto,	ON:	CIFAR,	56p.	
20	 	Parker,	E.,	Gonzales,	D.,	Kochhar,	A.K.,	Litterer,	S.,	O'Connor,	K.,	Schmid,	J.,	Scholl,	K.,	Silberglitt,	R.,	Chang,	J.,	Eusebi,	C.A.,	

and	Harold,	S.W.	(2022)	An Assessment of the U.S. and Chinese Industrial Bases in Quantum Technology, 	Santa	Monica,	CA:	

RAND	Corporation,	124p.	
21	人力资源和社会保障部「关于征集专业技术人才知识更新工程 2021 年高级研修项目选题的通知」人社厅函（2021）2 号	
22	 	安徽省人民政府「我省奋力打造具有重要影响力科技创新策源地」最終確認日：2022 年 8 月 31 日。2022 年 12 月 20 日時点ではア

クセスできなくなっている。
23	天津市人民政府「天津市人民政府办公厅关于印发天津市智慧城市建设“十四五”规划的通知」津政办发（2021）52 号	
24	 	河北省人民政府「河北省人民政府办公厅关于印发河北省建设全国产业转型升级试验区“十四五”规划的通知」冀政办字（2021）143 号。

最終確認日：2022 年 8 月 31 日。2022 年 12 月 20 日時点ではアクセスできなくなっている。
25	黑龙江省人民政府「黑龙江省人民政府关于印发黑龙江省中长期科学和技术发展规划（2021-2035 年）的通知」黑政发（2021）11号
26	山西省人民政府「山西省人民政府关于印发山西省“十四五”未来产业发展规划的通知」晋政发（2021）16 号	
27	 	广西壮族自治区商务厅「广西壮族自治区人民政府办公厅关于印发广西大众创业万众创新三年行动计划（2021-2023 年）的通知」

桂政办发（2021）10 号
28	河南省人民政府「河南省人民政府办公厅关于印发河南省加快传统产业提质发展行动方案等三个方案的通知」豫政办（2022）4 号
29	河南省科学技术厅ウェブサイトより。	
30	 	国立研究開発法人科学技術振興機構	研究開発戦略センター (2022)『論文・特許マップで見る量子技術の国際動向』CRDS-FY2021-

RR-08,	97p.（特に 31	～	32	ページを参照）
31	注 3 に同じ。

https://cifar.ca/cifarnews/2021/04/07/a-quantum-revolution-report-on-global-policies-for-quantum-technology/
https://www.rand.org/pubs/research_reports/RRA869-1.html
http://www.mohrss.gov.cn/SYrlzyhshbzb/rencairenshi/zcwj/zhuanyejishurenyuan/202101/t20210113_407593.html
https://www.ah.gov.cn/zwyw/ztzl/tdgzlfzdysdgjz/zxycx/554088621.html
https://www.tj.gov.cn/zwgk/szfwj/tjsrmzfbgt/202112/t20211231_5768063.html
http://info.hebei.gov.cn/hbszfxxgk/6898876/7026469/7026511/7026506/7033293/index.html
https://zwgk.hlj.gov.cn/zwgk/publicInfo/detail?id=450161
http://www.shanxi.gov.cn/zfxxgk/zfxxgkzl/fdzdgknr/lzyj/szfwj/202205/t20220513_5976511.shtml
http://swt.gxzf.gov.cn/zfxxgk/fdzdgknr/zcyjd/gxzc/t8041132.shtml
https://www.henan.gov.cn/2022/01-21/2386186.html
https://kjt.henan.gov.cn/
https://www.jst.go.jp/crds/report/CRDS-FY2021-RR-08.html
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NSFC は「単一量子状態の検出と相互作用」主要研究プロジェクトを立ち上げた。CAS は「長距離量子通

信」と「宇宙規模での量子実験のキーテクノロジー研究および検証」プロジェクトを開始し、当時の総支援

額は約 1 億 5000 万米ドル ( 約 210 億円 ) であった。科技部は量子情報の急速な発展と安全な通信への影響

の可能性を考慮し、国家重点プロジェクトである「量子制御」の支援を継続し、NSFC は、「量子計測」に

関する大型研究プロジェクトと「国家重点科学研究機器・装置開発」に関するプロジェクトを発表した。ま

た、CAS は、かつての宇宙量子プロジェクトに基づいた「宇宙規模における量子実験」、「量子システムの

コヒーレント制御」、「原子システムにおける計量物理学」といった戦略的先導科学技術プロジェクトを開始

した。また、国家発展改革委員会 (NDRC) は量子鍵配送 (QKD) の産業応用を発展させるため、安徽省、山

東省、CAS とともに「北京 - 上海量子安全通信バックボーン」プロジェクトを開始し、2011 年から 2015 年

の間の資金調達総額は 4 億 9000 万米ドル ( 約 686 億円 ) と推定されている。

2010 年 1 月には、科技部主導による量子研究における初の国家重点科学研究プログラムとして「量子状

態に基づく量子情報研究」プロジェクトが、山西省の省都である太原市において正式にスタートした
32

。そ

こには、政府側から山西省政府副省長、科学技術部副部長、山西省科学技術部部長と副検事が、研究機関側

からは南京大学、華東師範大学、復旦大学、山西大学のプロジェクト専門委員会メンバー、主担当者および

関連学術チームが参加していた
33、34

。また、2009 年の国家重点科学研究計画では、「量子制御研究」分野で 6

件のプロジェクトがあり、「光分野の量子状態に基づく量子情報研究」プロジェクトだけは、地方機関が主

導する研究プロジェクトであった。

2014 年に潘らのグループは、量子暗号鍵配送システムの安全な通信距離を更新し、2016 年には世界初と

なる量子科学実験衛星「墨子号」を用いた量子もつれ光子の配送および量子テレポーテーション実験を成功

させた
35

。2017 年には世界初となる宇宙・地上一体型の広域量子通信ネットワークとなる「京滬幹線」
36

を構

築するなど、量子通信分野における中国の研究開発力は一歩抜きんでている。また、2021 年に USTC は、

プログラム可能な 66 量子ビット超伝導量子コンピュータのプロトタイプ「祖沖之 2 号」の構築に成功した。

ランダム量子回路サンプリングの計算速度は当時の世界最速のスーパーコンピュータの 1000 万倍以上とも

いわれ、次世代情報革命の鍵とされる量子超越性を 2 つの物理系（超伝導量子の系と光量子の系）をもって

実験実証したと主張している
37

。

2021 年には、CAS 精密測量科学・技術創新研究院の馬芒 ( 馮芒、FENG Mang)
38

が、量子情報の読み取り

速度が量子系のエントロピーの変化で決まることおよび量子精密測定技術や量子操作効率の向上に必要なエ

ネルギー消費に関する原理を証明した。これが、量子操作の速度と精度を同時に高める方法の発見に繋がり、

量子コンピュータの開発に新たな道筋を示したと評価されている
39、40、41

。

32	科技部 (2010)「国家重大科学研究计划“基于光场量子态的量子信息研究”项目正式启动」
33	注 30 に同じ。
34	王海、彭堃墀、谢常德 ,	张宽收 ,	郜江瑞 ,韦联福	(2014)	基于光场量子态的量子信息研究 .	科技纵览 (11),	3.
35	中国科学院	(2016)「揭秘全球首颗量子卫星」。
36	中国科学院「京沪干线」。
37	中国科学院 (2021)「“祖冲之二号”实现量子计算优越性」。
38	「冯芒」中国科学院大学
39	中国科学院精密测量科学与技术创新研究院 (2021)「精密测量院等演示非循环非绝热的几何量子逻辑门」。
40	 	Yan,	L.-L.,	Zhang,	J.-W.,	Yun,	M.-R.,	Li,	J.-C.,	Ding,	G.-Y.,	Wei,	J.-F.,	Bu,	J.-T.,	Wang,	B.,	Chen,	L.,	Su,	S.-L.,	Zhou,	F.,	Jia,	Y.,	Liang,	E.-J.,	

and	Feng,	M.	(2022)	Experimental Verification of Dissipation-Time Uncertainty Relation.	Physical	Review	Letters, 	Volume	128,	
050603.	

41	 	Wei,	J.-F.,	Guo,	F.-Q.,	Wang,	D.-Y.,	Jia,	Y.,	Yan,	L.-L.,	Feng,	M.,	and	Su,	S.-L.	 (2022)	Fast multiqubit Rydberg geometric fan-out 

gates with optimal control technology.	Physical	Review	A,	Volume	105,	Issue	4,	042404.	

http://www.most.gov.cn/kjbgz/201001/t20100127_75706.html
https://xueshu.baidu.com/usercenter/paper/show?paperid=ee93d3d6d471d73a5a41dd68f516405e
https://www.cas.cn/zt/kjzt/lzwx/bjzl/201608/t20160816_4571331.shtml
https://www.cas.cn/cm/201709/t20170930_4616571.shtml
https://www.cas.cn/cm/202110/t20211027_4811306.shtml?from=timeline
https://people.ucas.ac.cn/~mangfeng1968
https://www.cas.cn/syky/202107/t20210723_4799667.shtml
https://link.aps.org/doi/10.1103/PhysRevLett.128.050603
https://link.aps.org/doi/10.1103/PhysRevA.105.042404
https://link.aps.org/doi/10.1103/PhysRevA.105.042404
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2022 年には USTC の郭光灿 (GUO Guangcan) 院士の研究室員である李傳鋒 ( 李传锋、LI Chuanfeng) と周

宗権 ( 周宗权、ZHOU Zongquan) が、量子ネットワークにおける集積型量子記憶の適用を大きく前進させ

た
42

。この研究は光子の偏光自由度を集積型量子ストレージの分野に応用し、偏光符号化に基づく量子ネッ

トワークを構築するための基礎を提供するものであり、偏光の自由度は、集積型デバイスのノイズ抑制に有

効なフィルタリングの自由度を提供し、集積型量子ストレージの実用化にとって重要であると述べている
43

。

2022 年には更に、量子通信分野で幾つかの顕著な成果がみられ、以下で報告順に紹介する。2022 年 5 月、

USTC の潘建偉院士らは、「墨子号」を利用して、地球上の 1200km 離れた 2 つの地点の間において、量子

状態の遠隔転送に成功した。これまで、量子もつれの距離と質はチャンネルや量子デコヒーレンス等による

影響を受けるため、テレポーテーションの距離の限界をいかに打破するかが、世界の量子通信研究の中心的

な問題の一つとなっていた
44

。2022 年 7 月、世界初の量子マイクロ・ナノ衛星「済南 1 号」が、「利建 1 号」キャ

リアロケットに搭載され、打上げに成功した。本衛星の開発の成功により、世界で初めてマイクロ・ナノ衛

星と小型化された地上局との間のリアルタイムの衛星地上量子鍵配送を実現することができると述べた。本

プロジェクトは合肥に拠点を有する研究所および、中国科学技術大学、済南量子技術研究所、中国科学院マ

イクロ衛星イノベーション研究所、上海工業物理学研究所等の共同研究である
45

。潘建偉院士らは、杭州科

学技術大学高等研究院の王建宇らと共同で 2016 年 9 月に打上げられた「天宫二号」と 4 つの衛星地上局で

コンパクトな量子鍵を渡し、宇宙と地上の量子安全通信ネットワークの実験的実証を実現したと報告した。

天宫二号の適度に傾斜した軌道により、1 つの地上局を一晩で複数回通過できるために生成できる鍵の数が

増加することで、グローバルな量子通信ネットワークを作成するための最も有望な手段の 1 つになりうると

報告している
46

。2021 年 8 月に正式に始まった中国最大規模の量子都市域ネットワーク ( 合肥量子都市域ネッ

トワーク ) が 9 月に正式に開通したと、21 世纪经济报道が報じた。量子鍵配送ネットワークの光ファイバー

の全長は 1147km であり、8 つのコアサイトと 159 のアクセスサイトが含まれている。市・区 2 級の党・政

府機関に量子安全アクセスサービスとデータ伝送暗号化サービスを提供でき、電子政務のセキュリティ保護

水準を全面的に高めとし、将来的には、合肥市は合肥量子都市圏ネットワークに基づく豊富な量子セキュリ

ティ・アプリケーション製品をさらに展開、調査および開発を進めるとしている
47

。

さらに、USTC の沈奇 (SHEN Qi) らは、世界で初めて 100km 級の自由空間における高精度の時間・周波

数転送実験を行なったところ、時間転送の安定度がフェムト秒レベルに達し、周波数転送の安定度が従来は

E-19 レベルであったものの、4E-19( 時計による誤差が約 1000 億年で 1 秒以下 ) を上回り、現在の最高精度

の光学時計の時間転送の要求に応えることを可能とした報告をおこなった
48

。USTC の杜江峰 (Du Jiangfeng)

らは、トポロジカル相転移の量子シミュレーションの進歩、ハイスピンイオントラップシステム制御技術の

42	中国科学院量子信息与量子科技创新研究院 (2022)「中国科大实现光子偏振态的可集成固态量子存储」。
43	 	Jin,M.	Ma,Y.-Z.,	Zhou,	Z.-Q.,	Li,	C.-F.,	Guo,	G.-C.	(2022)	A faithful solid-state spin-wave quantum memory for polarization qubits.	

Science	Bulletin ,	Volume	67,	Issue	7,	pp.676-678.	
44	中国科学技术大学	(2022):	“墨子号”实现 1200 公里地表量子态传输 ,	中国科学技术大学 .	
45	济南量子技术研究院	(2022):	世界首颗量子微纳卫星“济南一号”成功发射入轨 ,	济南量子技术研究院 .
46	中国科学院 (2022):	“量子星座”研究首次披露 “天宫二号”曾立大功 ,	中国科学院 .	
47	 21 世纪经济报道 (2022):	合肥量子城域网开通 ,	21 世纪经济报道 .	
48	 	Shen,	Qi.,	Guan,	Jian-Yu.,	Ren,	Ji-Gang.,	Zeng,	Ting.,	Hou,	Lei.,	Li,	Min.,	Cao,	Yuan.,	Han,	Jin-Jian.,	Lian,	Meng-Zhe.,	Chen,	Yan-

Wei.,	Peng,	Xin-Xin.,	Wang,	Shao-Mao.,	Zhu,	Dan-Yang.,	Shi,	Xi-Ping.,	Wang,	Zheng-Guo.,	Li,	Ye.,	Liu,	Wei-Yue.,	Pan,	Ge-Sheng.,	

Wang,	Yong.,	Li,	Zhao-Hui.,	Wu,	Jin-Cai.,	Zhang,	Yan-Yan.,	Chen,	Fa-Xi.,	Lu,	Chao-Yang.,	Liao,	Sheng-Kai.,	Yin,	Juan.,	Jia,	Jian-Jun.,	

Peng,	Cheng-Zhi.,	Jiang,	Hai-Feng.,	Zhang,	Qiang.,	Pan,	Jian-Wei(2022):	Free-space	dissemination	of	time	and	frequency	with	10

− 19	instability	over	113	km,	Nature,	Volume	610,	pp.661-666.	DOI:	10.1038/s41586-022-05228-5

http://quantumcas.ac.cn/2022/0506/c20525a553716/page.htm
https://doi.org/10.1016/j.scib.2022.01.019
http://news.ustc.edu.cn/info/1056/79145.htm
https://www.jiqt.org/index/index/show/action/policy/id/231
https://www.cas.cn/cm/202208/t20220824_4845378.shtml
http://www.21jingji.com/article/20220829/herald/0fc16f7ef7d2d13893469793748e9d14.html


16

JST アジア・太平洋総合研究センター　 　APRC-FY2022-RR-01

調査報告書　　アジア・太平洋主要国・地域の量子技術動向

開発により、三重縮退トポロジカルモノポールの量子シミュレーションを実現し、トポロジカル電荷の異

なるモノポール間の相転移が観測の観測中にスピンテンソルを実証したと報告した
49

。なお、Physics World

は 2022 年のブレークスルー・オブ・ザ・イヤー・トップ 10 の一つに、ZHAO Bo, PAN Jianwei および

USTC、中国科学院を挙げた
50

。

同年、USTC の張浩然 ( 张浩然、ZHANG Haoran) らは、位相量子状態とタイムスタンプ量子状態を用い

た量子通信における新システムを構築し、これまでの量子直接通信の最長距離である 18km を大きく超え、

世界最長距離となる 100km の量子直接通信の実現に成功した
51

。

近年、中国では大学学部以下の課程でも量子技術の教育が始まっている。以下に具体例を 2 つ紹介する。

2021 年、清華大学において量子情報に関する学部生向けのコースが正式に設立され、チューリング賞受

賞の学者である姚期智 (Andrew Chi-Chih Yao) が主任教授に就任した。これは清華大学初の量子情報分野の

学部における人材育成プログラムである。なお、姚が設立した革新的なトップ人材を育成するプロジェクト

としては、コンピュータサイエンスの実験クラス、人工知能クラスに次いで 3 番目のものであり、学生の育

成にも大きく寄与している
52

。また、2022 年 5 月 22 日には、深圳国際量子研究院と深圳市格致中学の戦略

的協力枠組み協定の調印式と、学士号銘板の除幕式、量子計算センターの開所式が行われた
53

。この提携は、

「デジタル龍華、アーバン・コア」の発展戦略を全面的に実施し、教育の質の高い発展を促進する試みであり、

学生の先端技術産業に対する理解、科学技術に対する強い関心を育成し、量子技術によって学生の未来を支

援し得るとしている。

2.2.2 ファンディング

中国における科学技術研究開発に対するファンディングは、主に下記の 3 つに分類される。

① 中央政府が拠出する競争的研究資金 : 国家自然科学基金 (NSFC)
54

、国家重点研究計画 ( 科技部 )
55

が挙げ

られ、共にトップダウンおよびボトムアップによる研究プログラムがある。なお、中央政府による科学

技術計画は国家ハイテク研究開発計画 (863 計画 )、国家重点基礎研究開発計画 (973 計画 )、国家科学技

術支援計画、国際科学技術協力・交流特別プロジェクト、国家発展改革委員会と工業情報化部等といっ

たものがあったが、財政資金の使用効率をより一層高めることを目的に、国務院により国家自然科学基

金、国家科学技術重大特別プロジェクト、国家重点研究開発計画、技術革新導入特別プロジェクト ( 基金 )、

基地・人材特別プロジェクトの 5 種類に統合された
56

。

49	 	Zhang,	M.,	Yuan,	X.,	Li,	Y.,	Luo,	X.,	Liu,	C.,	Zhu,	M.,	Qin,	X.,	Zhang,	C.,	Lin,	Y.,	Du,	J.,	(2022):	Observation	of	Spin-Tensor	Induced	

Topological	Phase	Transitions	of	Triply	Degenerate	Points	with	a	Trapped	Ion,	Phys.	Rev.	Lett.	129,	250501
50	 https://physicsworld.com/a/physics-world-reveals-its-top-10-breakthroughs-of-the-year-for-2022/
51	 	Zhang,	H.,	Sun,	Z.,	Qi,	R.,	Yin,	L.,	Long,	G.,	Lu,	J.(2022)	Realization of quantum secure direct communication over 100 km fiber 

with time-bin and phase quantum states.	Light:	Science	&	Applications, 	Volume	11,	No.83.
52	清华大学 (2021)「清华大学成立量子信息班 姚期智院士领衔」
53	深圳量子科学与工程研究院 (2022)「量子研究院与格致中学签订战略合作框架协议，建设大湾区第一个高中量子计算中心」
54	国家自然科学基金委员会ウェブサイトより。	
55	中华人民共和国科学技术部ウェブサイトより。	
56	国务院 (2014)	「国务院印发关于深化中央财政科技计划（专项、基金等）管理改革方案的通知」国发（2014）64 号	

https://doi.org/10.1038/s41377-022-00769-w
https://doi.org/10.1038/s41377-022-00769-w
https://www.tsinghua.edu.cn/info/1176/84421.htm
https://siqse.sustech.edu.cn/Zh/Index/view/mid/18/id/1219
https://www.nsfc.gov.cn/
https://service.most.gov.cn/
http://www.gov.cn/zhengce/content/2015-01/12/content_9383.htm
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② 教育部による資金提供 : 大学の資金は基本的に教育部から配分される。重点大学等に指定されると多く

の資金が配分される。また、中国科学院等の機関については、各機関の傘下の研究機関等内部的な競争

的研究資金がある。

③ 地方政府が拠出する競争的研究資金 : 省や市といった地方政府は中央政府による大きな政策に基づき、

大学、研究機関および企業等へ競争的研究資金を提供している。

また、論文調査から得られた結果として、主要なファンディングは NSFC によるものが多く、続いて教育部、

科技部や地方政府によるものが大きいことを確認した ( 図表 2-1)。

図表 2-1　中国の論文に対する主要ファンディング機関の割合

出典 : Web of Science (2010-2021のデータより )

まず、ここでは NSFC に着目し、キーワードを”量子”として各プログラムにおける採択数等について整

理した ( 図表 2-2)。重大研究計画は国の発展戦略に基づいて特定の研究領域を長期にわたり支援するもので

あり、重大項目および重点項目も、ほぼ中央政府によるトップダウン型のプロジェクトである。一方で、面

上項目 ( 一般プログラム ) や青年科学基金項目はボトムアップ型のプロジェクトである。ちなみに、青年科

学基金項目は大学院生による申請も多い。
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図表 2-2　NSFCにより採択されたプロジェクトと全体予算の推移 (1997-2021年 )

2010 年頃より、全体的に採択数が急増していることが図表 2-2、図表 2-3 よりわかる。図表 2-3 は図表 2-2

を図化したものであり、NSFC 全体の予算の推移を追記している。
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図表 2-3量子研究に関する国家重点研究計画の一覧

出典 :科技部「量子規制・量子情報重点研究開発プロジェクトの紹介」、科塔学術等

以下に、2017 年から 2020 年までに採択されたプロジェクトの一覧を示す ( 図表 2-4 〜図表 2-7)。

図表 2-4　2017年に採択された国家重点研究計画の一覧

出典 : 科技部 ハイレベル技術研究発展センター

https://www.sciping.com/
http://www.htrdc.com/gjszx/
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図表 2-5　2018年に採択された国家重点研究計画の一覧

出典 : 科技部 ハイレベル技術研究発展センター

図表 2-6　2019年に採択された国家重点研究計画の一覧

出典 : 科技部 ハイレベル技術研究発展センター

http://www.htrdc.com/gjszx/
http://www.htrdc.com/gjszx/
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図表 2-7　2020年に採択された国家重点研究計画の一覧

出典 : 科技部 ハイレベル技術研究発展センター

いずれの年も、CAS や 2.6 に後述する国際共同研究を実施している機関において、多く採択されているこ

とがわかる。詳細にみると、中国科学技術大学は 3 割ほどの予算を獲得しており、中国科学院物理研究所、

南京大学がそれぞれ 1 割ほどの予算を取得している。また、中国科学院系列をまとめると、6 割以上を取得

しており、南京大学、清華大学、北京大学、山西大学と続いている ( 但し、2020 年に採択されたプロジェク

トの予算はデータがないので含めていない )。採択数では、中国科学技術大学、南京大学、中国科学院物理

研究所と続いており、中国科学院系列をまとめると、4 割強を占めている。

http://www.htrdc.com/gjszx/
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2.3 注目研究機関・大学

注目研究機関および大学について、以下および図表 2-8 に一例を示す
57

。

図表 2-8　注目研究機関・大学

2.3.1  中国科学技術大学量子物理・量子情報研究部 (Division of Quantum Physics and 
Quantum Information, USTC)

2.2 で示したように、郭や潘を中心として研究が進められており、量子科学実験衛星「墨子号」の打上げ

にも関与する、中国における量子研究を世界レベルで牽引する機関である。2001 年に CAS が、USTC の潘

の研究室等に重点実験室の位置づけを与えて設立した。完全な空中統合広域量子通信システムを構築し、国

防・国政分野で幅広い汎用性を牽引することを戦略的目標に掲げており、量子科学実験衛星である「墨子号」

の打上げに関しては、他研究機関の研究者を主任・チーム長に加え、実験に関わる研究活動の組織化と調整

を進めている。「量子力学」、「光ファイバーに基づく大都市間量子通信」、「衛星ベースの広域量子通信」、「量

子ストレージと量子リレー」、「光量子コンピューティング」、「超伝導量子コンピューティング」、「超低温原

子量子の基本原理」を主要な研究分野としている。

なお、研究室設立時からの投稿論文数とトップ 10 の投稿先を、下記に示す ( 図表 2-9、図表 2-10)。1997

年にはNature(IF: 49.96) で発表されるなど、毎年必ず多くの論文を公表している。これまでの総数は 644

であり、2010 年頃より大きく増加している。これは、2006 年に発出された中長期計画や、図表 2-3 に示

すように、中国における科学技術に対する予算の増加も影響していることも考えられる。Physical Review 
Letters(IF: 9.185) のみならず、Science(IF: 47.73) にも多く論文が発表されており、量子力学の世界において

少なからずインパクトを与えているとみられる。

57	詳細は国立研究開発法人科学技術振興機構	研究開発戦略センター (2022) の 5.3 を参照願う。

https://quantum.ustc.edu.cn/web/
https://quantum.ustc.edu.cn/web/
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図表 2-9　研究室設立時からの論文の投稿数

出典 :论文发表

図表 2-10　研究室設立時からの論文の投稿先トップ 10

2.3.2  中国科学技術大学量子材料・光子技術実験室 (Quantum Materials and Photonic 
Technology Laboratory, USTC)

USTC の量子機能材料研究グループを前身として陸亜林
58

( 陆亚林、LU Yalin) によって 2016 年正式に設立

された。高度な光学および電子分光特性評価技術により、マルチパラメータ複合量子機能材料を用いて、量

子情報プロセス、エネルギー、環境の科学的フロンティアに対峙し、主要な量子の作成を実現、デバイス機

能への機能性材料デモンストレーションのブレークスルーを目指している。科技部の承認で設置された研究

センターや CAS から USTC に委託された業務の実施機関でもあり、後述の「量子情報・量子科学技術イノ

ベーション研究院」のほかに「マイクロスケール物質科学国家研究センター」や「ハイエンド科学技術安徽

省実験室プラットフォーム」からも業務を委託されている。

58	「陆亚林  中国科学技术大学杰出讲席教授」

http://apst.ustc.edu.cn/index.php
http://yllu.ustc.edu.cn/
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2.3.3  中国科学院量子情報・量子科学技術イノベーション研究院 (CAS Center for 
Excellence in Quantum Information and Quantum Physics)

中国科技部が USTC に委託し、「国家実験室」の設置を先行探索中の機関である。2016 年 8 月に安徽省と CAS

によって「量子情報科学国家実験室建設連合会議」が設立され、包括的なイノベーション協力協定が締結され

た。そののち「量子協同イノベーションセンター」と「量子情報・量子科学技術センター・オブ・エクセレンス」

の統合により、2017 年 7 月、合肥研究拠点の中核施設として安徽省と CAS によって設立された。中国全土の大

学、研究機関、関連企業の革新的要素と有利な資源の有効活用、USTC との中国科学技術の共同構築を目的とし

ている。「量子通信研究部」「量子コンピューティング研究部」「量子精密計測研究部」「エンジニアリングサポー

ト部」の 4 つの研究ユニットが設置されており、CAS 上海技術物理研究所、半導体研究所、光電子技術研究所、

物理研究所、上海マイクロシステム情報技術研究所、マイクロ衛星イノベーション研究所、武漢物理数学研究所、

中国科学院大学、CAS 国家情報通信センターなど、CAS 外の共同イノベーションユニットには北京大学、清華

大学、復旦大学、上海交通大学、南京大学、国防技術大学、浙江大学、北京航空航天大学、華東師範大学、北京

計算科学研究センター、その他高等教育機関や研究機関の関連チームなどと共同研究を実施している。

2.3.4 中国科学院量子情報重点実験室 (CAS Key Laboratory of Quantum Information)

量子情報研究の重要な人材育成拠点の 1 つである。1983 年設立の「中国科学院量子光学研究組」を前身

とし、99 年そのサポートで「中国科学技術大学量子通信及量子計算開放実験室」に改組。2001 年に科学院

の承認下で「中国科学院中国科学技術大学量子信息重点実験室」、05 年には「中国科学院量子信息重点実験室」

と改名され、量子通信と量子コンピューティングの理論的・実験的研究に長年携わり、革新的な科学研究結

果を出し続けている。USTC が管理するため所在地は安徽省合肥市キャンパス中に位置するが、行政的には

CAS の所属となっており、「固体量子コンピューティング」、「量子もつれネットワーク」、「量子統合光学チッ

プ」、「新しい量子暗号プロトコルおよび実用的量子デバイスの開発」、「量子理論」を研究の主体としている。

2005 年には世界初の、実際の通信光路を介し 125km の単一ベクトルサブ鍵配送を実現し、2009 年には世界

初の量子政府ネットワークを呉湖に建設した。2011 年には 8 光子の量子もつれを発生させることに成功し、

同年に光子偏光状態を 99.9% の忠実度で固体量子記憶することに初めて成功した。また、2013 年には光子

軌道角運動量の量子メモリを冷却原子研究ユニットで初めて実現した。

2.3.5 中国科学院大学カブリ理論物理研究所 (Kavli Institute for Theoretical Sciences)

2006 年に CAS と米国のカブリ財団 (Kavli Foundation) からの基金および中国科学院大学 (UCAS) の共同支援

を受け設置された機関であり、世界に 20 あるカブリ研究所の 1 つとして、中国の理論物理学研究の促進と、物

理学および関連する学際分野の国際プログラムの開催に重要な役割を果たしている。はじめは CAS の理論物

理研究所 (ITP) と連携し、中国カブリ理論物理研究所 (KITPC: Kavli Institute for Theoretical Physics, China) と

して設立されたが、改組等を経て今に至る。第一研究室、第二研究室、KITS、理論物理学フロンティア重点研

究室、の 4 つの機関を有しており、理論科学における国際的な拠点としての地位を確立することをミッション

としている。また、理論物理学とそれに関連する学際的な科学に従事しており、ポストドクトラル・フェローシッ

プ、ビジタープログラム、アウトリーチ・プログラム、準会員制度など様々な学術プログラムを実施している。

http://www.quantumcas.ac.cn/
http://www.quantumcas.ac.cn/
http://lqcc.ustc.edu.cn/
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2.3.6  清華大学量子情報センター (Tsinghua University Center for Quantum Information)

姚期智が中心となり 2011 年 1 月 6 日に設立され、中国における量子情報の教育と研究のための世界的な

プラットフォームを構築することを目的としている。清華大学学際情報学研究院の下に位置しており、「量

子コンピューティングと制御理論」、「量子計算機と実験」、「量子デバイスと量子通信」を主要な研究対象とし、

国家重点基礎研究発展計画の「完全量子ネットワーク」、教育部の「清華量子情報センター建設プロジェクト」、

科技部の「量子コンピューティング重点研究開発プロジェクト」等といった主要国家プロジェクトにも取組

んでいる。

2.3.7  清華大学学際情報学研究院 (Institute for Interdisciplinary Information Sciences, 
Tsinghua University)

中国初の学際情報学研究に特化した研究・教育ユニットである。上述の清華大学量子情報センターと同

様に姚期智が中心となって 2011 年 1 月に設立された。中国における世界最高水準の学際情報学研究機関を

構築し、国際競争力のある革新的人材を育成することを目的としている。「量子光学」、「量子通信」、「超伝

導量子コンピューティング」、「実践的な量子情報研究」、「量子人工知能」、「トポロジカル物性物理学」を

主要な研究テーマとし、2005 年設立の「清華学堂コンピュータ科学実験教室」と 2019 年設立の「清華学

堂人工知能教室」および 2021 年設立の「清華学堂量子情報教室」は、それぞれコンピュータ科学と人工知

能および量子情報分野の人材育成拠点としての地位を確立している。また、研究教育部局としてはほかに、

CQI( 量子情報センター ) と IFTI( インテリジェント・フィンテック研究所 ) が、産学連携部局としては清

華大学 – 南京大学学際知能共同研究センター、清華大学・西安大学学際情報学共同研究センター、清華大学 - 

Ant デジタル・フィンテック金融共同研究室、清華大学・西安大学学際金融工学共同研究センターがある。

なお、本研究院が設立されたと同時に、上述の清華大学量子情報センターも正式に開設され、姚は学際情報

学研究院を率い、量子情報学分野においてさまざまな重要国家プロジェクトを担い、量子情報センターを量

子コンピューティングおよび量子ネットワークの重要先端研究基地に押し上げた。なお、2020 年 7 月時点で、

清華大学姚班の卒業生は 407 人を数え、うち 355 人は研究の道に残り、52 人は大手計算機企業に入社して

いる
59

。

2.3.8 北京量子情報科学研究院 (Beijing Academy of Quantum Information Sciences)

研究院の院長、南方科学技術大学の学長でもあり院士でもある薛其坤 (XUE Qikun) が設立に関わった機関

である。2017 年 12 月 24 日に首都北京を代表する量子研究拠点として、北京市が清華大学、北京大学、CAS

など、北京市内の複数のトップ学術機関と共同で設立した新しいタイプの研究開発機関である。世界におけ

る量子物理学と量子情報科学技術の最前線に立ち、量子情報技術分野における国家の戦略的ニーズに応える

ために、量子物質科学、量子コンピューティング、量子コミュニケーション、量子材料・デバイス、量子精

密測定などの分野における北京の既存のリソースを統合し、量子情報科学技術の包括的な実験・研究開発プ

ラットフォームを構築、世界中から優れた科学技術者とその革新的チームを集めるとしている。5 つの研究

部 ( 量子物性科学研究部、量子材料・デバイス研究部、量子計算研究部、量子通信研究部、量子精密測定研

59	澎湃 (2021)「清华成立量子信息班：姚期智任首席教授，今年首届招生 20 人」

https://cqi.tsinghua.edu.cn/en/
https://iiis.tsinghua.edu.cn/
https://iiis.tsinghua.edu.cn/
http://www.baqis.ac.cn/
https://www.thepaper.cn/newsDetail_forward_12820994
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究部 ) と、各研究部を支援する 2 つのプラットフォーム ( ナノ加工プラットフォーム、総合測量試験プラット

フォーム )、および量子工学研究部から構成されており、「量子状態」「量子計算」「量子通信」「量子材料・デ

バイス」「量子精密測定」の 5 つの主要研究分野と、これらの研究を支援するための 2 つの実験プラットフォー

ムに注力している。大学や国の研究機関のみならず、百度等の民間企業とも人的交流などを図っている。

2.3.9  北京大学量子材料科学センター (International Center for Quantum Materials, 
Peking University)

2010 年に物性物理学と量子材料科学のフロンティア問題を研究するために設立された。基礎研究のため

の学術基盤を築き、量子科学に基づく高度技術開発を促進するため、最先端の実験施設の導入など世界水準

の技術を取り入れることで、国際的な影響力を持つ研究チームを育成することを目指している。「低温およ

び量子輸送実験」、「スピントロニクスと低次元磁性実験」、「高分解能分光実験」、「AMO 実験と精密測定」、

「理論的な物性物理学」、「計算物理学」の 6 部門で編成されており、17 の実験研究所と、物理特性測定のた

めの公的支援研究所、ナノ微細加工の公的実験プラットフォーム、ヘリウムセンターを有している。

2.3.10  深圳量子科学工学研究院 (南方科学技術大学 )(Shenzhen Institute for Quantum 
Science and Engineering)

北京量子情報科学研究院の院長でもある薛其坤 (XUE Qikun) が学長であり、量子材料研究の第一人者で

ある俞大鹏を中心に、量子情報技術の研究と人材育成に注力している。2017 年初頭に発表された国家重点

発展戦略で示された量子技術を扱う「十大基礎研究機関」の最初の 3 つとして、2018 年 1 月に南方科学技

術大学内に設置された。施設設備の委託を南方科学技術大学に、意思決定は深圳市の基礎研究機関理事会に

あり、研究院院長は両者を統括する立場にあり、「量子材料」「量子精密測定」「量子コンピューティング」「量

子工学」の 4 つに重点を置いている。

2.3.11 済南量子技術研究院 (Jinan Institute of Quantum Technology)

2011 年 5 月に設立された済南量子技術研究院は、山東省済南市管轄の機関である。主に量子科学の基礎

と応用の基礎研究を行っている。量子科学研究成果の転換の技術支援を行い、量子科学技術の公共研究開発

プラットフォームの構築と量子機密通信テストネットワークの構築を組織し、省内の量子科学技術人材の紹

介を担当している。また同研究所は、国家量子計算・測定標準化技術委員会の事務局を引き受けており、省

ポスドクイノベーション実践基地、省科学教育基地、省新型研究開発機関に認定されている。CAS および

中国工程院の院士 15 名を含む学術委員会を設置し、国や自治体の有力学者、優秀な若手学者、合計 113 名

の人材を有している。量子通信分野で世界記録を樹立するなど、国家、省、市の大型研究プロジェクトを数

多く手がけ、100 以上の国家特許を申請し、Nature、Physical Review Letters などの国際的に有名な学術

誌に 150 以上の論文を発表している。

https://icqm.pku.edu.cn/
https://icqm.pku.edu.cn/
https://siqse.sustech.edu.cn/
https://siqse.sustech.edu.cn/
http://www.jiqt.org/
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2.4 注目企業

中国の量子研究関連企業は、2021 年時点で 46 程度であり
60

、各企業の情報は 2022 年 5 月 30 日時点のもの

である
61

。その内訳は、量子通信 (19)、量子計算 (14)、量子測量 (3)、暗号鍵通信 (7)、その他 (3) である。2002

年に設立された国家電網有限公司は中国政府が直接管掌する電力会社である一方で、設立当初より量子研究

を進めていたようである。CAS と関係を有する企業も多く、当初は北京・山東省・安徽省で設立されたが、

2015 年以降急激に増加し、その他地域においても増加してきた。図表 2-11 に、スタートアップや、CAS と

関係を有するなど、注目度の高い企業の一例を示す
62

。

図表 2-11　注目企業の所在地

60	光子盒研究院 (2021)「国内量子科技公司全览 (2021 更新版 )」。
61	国立研究開発法人科学技術振興機構	研究開発戦略センター (2022) の 5.4 および 5.5 より引用している。
62	 	注 22 に同じ。なお「有限公司」は「有限责任公司」の略書で、上場を許されていない会社である。「股份有限公司」は日本の株

式会社と同じ、上場を許される会社である。このため「有限公司」と「有限责任公司」は「有限公司」、「股份有限公司」は「株

式会社」とした。

https://mp.weixin.qq.com/s/d3r06Yj5HqkSdHqP0ZcPsQ
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2.4.1  浙江神州量子通信技術有限公司 (Zhejiang Shenzhou Quantum Communication 
Technology Co., Ltd.) 

馬雲 ( 马云、JACK Ma) の「達摩研究所」が量子技術に注目していた 2015 年以前より、量子通信の第一号

銘柄の座を持つなど、歴史のある会社であった。しかし、業績の悪化等により杭州敦義投資組合による買収な

どを経て、現在の体制となっている
63

。業務内容として、量子通信のバックボーン、ウェブサイトの構築・運営、

付加価値通信事業、量子通信技術、一般量子技術、情報システム技術の技術開発、技術サービス、技術相談、

技術成果の移転、ネットワーク通信セキュリティのソフトウェア・ハードウェア製品の開発、コンピュータシ

ステムインテグレーションサービス、量子通信エンジニアリングの構築・総合請負、量子通信、古典通信、ネッ

トワークセキュリティのハードウェア・ソフトウェアシステムの販売、電子製品の販売、工業デザインがある。

2.4.2 安徽問天量子科技株式会社 (Anhui Qasky Quantum Technology Co. Ltd.)

郭光灿院士 ( 中国科学技術大学 ) を研究開発リーダーとし、現在、アカデミックワークステーション、安

徽省の量子安全工学技術研究センター、蕪湖と合肥の 2 つの研究開発センター、量子情報イノベーションプ

ラットフォームを構築しており、180 人以上の従業員を擁している。その中には、アカデミックワークステー

ションの学術担当者 1 人、蕪湖と合肥の研究開発センターの 90 人以上の研究開発スタッフ、2 人のポスドク、

6 人の博士号取得者、34 人の修士号取得者以上の人材が含まれている。

2.4.3 国家電網有限公司 (State Grid Corporation of China)

中央政府直轄の完全国有企業である。2021 年には、Fortune Global 500 の第 2 位に選ばれた。過去 20 年間、

世界で最も長く安全なメガグリッドの記録を打ち立て続け、数々の超高圧送電プロジェクトを建設し、送電

容量では世界最強の電力網、新エネルギーの送電網接続では最大規模の送電網となった。フィリピン、ブラ

63	「中国量子通信技术国际领先 预计普及性应用还需 5 年」毎日経済新聞、2017 年 10 月 17 日。

https://tst23661452.yellowurl.cn/
https://tst23661452.yellowurl.cn/
http://www.qasky.com/
http://www.sgcc.com.cn/
http://www.sgcc.com.cn/
https://www.163.com/tech/article/D0UCLF8Q00097U7S.html
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ジル、ポルトガル、オーストラリア、イタリア、ギリシャ、オマーン、チリ、中国・香港など 9 つの国と地

域で基幹エネルギーネットワークへの投資と運営を行っており、国務院国有資産監督管理委員会の業績評価

では 17 年連続で A ランク、国際的な 3 大格付機関であるスタンダード & プアーズ、ムーディーズ、フィッ

チの 3 社からは 9 年連続で国家ソブリン格付けを受けている。

2.4.4 アリクラウド計算有限公司 (Alibaba Cloud Computing)

世界最大の e コマース企業の 1 つである Alibaba Group に属している。また、エコシステム内の売り手や

その他のサードパーティに包括的なクラウドコンピューティングサービスを提供している。2015 年 7 月 30

日に中国科学院との量子分野における共同研究に関する署名を発表した。新しい研究所は、古典的なコン

ピューティングアルゴリズム、アーキテクチャ、クラウドコンピューティングにおける技術的利点と、量子

コンピューティングとシミュレーション、および量子人工知能における CAS の利点を組み合わせて、次世

代の超高速を探索するといったことを目的としている。

2.4.5 科大国盾量子技術有限公司 (QuantumCTek) 
64

商業化された量子情報技術 (QIT) の中国のパイオニアかつリーダーであり、QIT 対応の ICT セキュリティ

製品およびサービスの世界最大のメーカーおよびプロバイダーの 1 つになっている。国盾量子は、継続的な

イノベーションと量子科学およびテクノロジーのオープンコラボレーションに基づいて、テレコムインフラ

ストラクチャ、エンタープライズネットワーク、クラウドコンピューティング、およびビッグデータテクノ

ロジーとサービスにおける量子セキュアソリューションの競争力のある QIT ポートフォリオの提供に取り

組んでいる。国盾量子のソリューション、製品、およびサービスは、政府、金融、エネルギー業界などで使

用されており、多数のユーザーに長期的な量子安全性を保証している。これまでに 1000 を超える量子セキュ

ア製品が製造され、6000km を超える通信リンクを保護している。

64	 	中国人民解放軍の量子コンピュータへの取組みを支援しているとして、米国商務省は 2021 年 11 月 24 日付で公表のエンティティ

リストに同社を登録した。

http://www.aliyun.com/
http://www.quantum-info.com/English/
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2.4.6  山東量子科学技術研究院有限公司 (Shandong Institute of Quantum Science and 
Technology Co., Ltd)

山東省政府と中国科学技術大学の間の戦略的協力に基づいた機関である。自社開発の量子セキュア通信シ

ステムおよび光電子デバイスシリーズ製品は、政府、金融、政治の分野で広く使用されており、法律および

情報セキュリティのニーズが高い電気、運輸、その他の業界にまで展開されている。現在、山東省企業アカ

デミックワークステーションと州工学技術研究センターを設立し、「ハイテク企業」、「ソフトウェア企業」、

CMMI L4、品質管理システム、情報システム統合、サービスの 3 レベルの資格に合格している。多数の国

家「863」計画、主要な州レベルの科学研究プロジェクト、州レベルの戦略的新興産業プロジェクト、およ

び州レベルの科学技術革新プラットフォームの構築に着手しており、独立した知的財産権を持つ技術や製品

の数は、国内業界で一番多い。

関係機関
中華人民共和国科学技術省、中国科学技術大学、山東省科学技術部、山東情報通信技術研究所、済南量子

技術大学、科学技術大学国盾量子技術株式会社

2.4.7  合肥本源量子計算科技有限公司 (Hefei Origin Quantum Computing Technology 
Co., Ltd )

中国における量子コンピューティングのリーディングカンパニーであり、合肥ハイテクゾーンに本社を置

き、北京、上海、成都、深圳に支社がある。合肥本源量子計算科技有限公司の技術は、中国科学院量子情報

重点実験室を起源とし、量子コンピュータの研究開発、普及、応用に焦点を当て、量子コンピュータのフル

スタック、各種ソフトウェア、ハードウェア製品の開発に注力し、中国の技術指標をリードしており、400

件以上の知的財産権の成果を上げている。2020 年 9 月、量子コンピューティングの科学研究から工学実装

までの第一目標を完成し、国内の独立制御可能な超伝導量子コンピューティングクラウドプラットフォーム

をリリースし、量子コンピューティング産業実装の目標に向かって進んでいる。

関係者
郭光灿、郭国平、張輝 ( 张辉、ZHANG Hui)、孔偉成 ( 孔伟成、KONG Weicheng)、趙勇傑 ( 赵勇杰、

ZHAO Yongjie)、贾志竜 ( 贾志龙、JIA Zhilong)、陳昭昀 ( 陈昭昀、CHEN Zhaoyun)

http://www.quantum-sd.com/
http://www.originqc.com.cn/
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2.4.8 百度量子計算研究所 (Baidu Institute of Quantum Computing)

量子コンピューティングの時代に備えて、量子技術の準備、量子人材の育成、新たな量子ビジネスの開

拓を広範囲に展開し、量子人工知能の世界的な研究機関を構築するとともに、量子コンピューティングを

Baidu のコア技術やビジネスと継続的に統合し、量子技術のイノベーションビジネスを模索している。百度

量子計算研究所は、現在、百度研究院 (Baidu Research Institute) の一部となっており、量子 AI、量子アル

ゴリズム、量子アーキテクチャを中心に、量子ソフトウェアや情報技術の応用に注力している。百度の量子

プラットフォームは、包括的な量子インフラのサービスを提供するように設計されており、大学 / 研究機関

との連携、トップカンファレンスの開催 / スポンサー、関連産業の強化などを通じて、量子コンピューティ

ング分野の発展と繁栄に貢献し、「Quantum for All」というビジョンの実現を目指している。

2022 年 8 月 25 日に開催された量子開発者会議において、同社は 10 量子ビットのプロセッサを搭載した

同社初の超伝導量子コンピュータ「乾始 (Qianshi)」と世界初のオールプラットフォーム量子ソフトウェア

およびハードウェアソリューション「量羲 (Lianxi)」を公開した
65

。外部ユーザーの利用も可能としており、

既に 36 量子ビットの量子チップの設計を進めていると発表した。また、その会議において潘建偉は、「量子

コンピュータの実用化・産業化にはまだ長い道のりがあり、政府、産学、研究、利用の各方面の積極的な参

加と密接な協力が必要である」と述べた。

2.4.9  中国電子科学技術集団公司 第 14研究所 (14th Research Institute’s Intelligent 
Sensing Technology Key Laboratory, China Electronics Technology Group 
Corporation’s)

66

中央政府が直接管理する重要な国有基幹企業であり、国内の軍用電子機器・ネットワーク情報事業に大き

く関与しており、国家戦略科学技術の集団ともいわれている。電子・情報分野の科学技術革新システムが比

較的充実している CETC は、軍事用電子機器やネットワーク情報の分野で圧倒的な地位を占めており、科

学技術の自立と向上を支援し、国防の近代化を促進し、デジタル経済の発展を加速させ、国民の生活に貢献

するという重要な責任を担っている。現在、47 の国立研究機関と 11 の上場企業を含む 500 以上の企業・機関、

11 万人の研究者を含む 20 万人以上の従業員、35 の国家重点研究室、研究センター、イノベーションセンター

がある。長年にわたり Fortune Global 500 に掲載されており、2020 年には 381 位にランクインしている。
65 百度量子計算研究所、CCTV( 北京で量子開発者会議を開催 ) などを参照。

66	第 14 研究所のHPにアクセスすることができなくなり、中国電子科技集団公司の紹介となっている (2022 年 5 月 30 日確認 )。

https://quantum.baidu.com/
http://www.cetc.com.cn/zgdz-kj/_300931/_300939/445284/index.html
https://quantum.baidu.com/
http://news.cctv.com/2022/08/26/VIDEC45vEe9qjqTtfDcWROlE220826.shtml


32

JST アジア・太平洋総合研究センター　 　APRC-FY2022-RR-01

調査報告書　　アジア・太平洋主要国・地域の量子技術動向

2.4.10 国开启科量子技術 (北京 )有限公司 (QUDOOR / Qike Quantum)

量子情報技術分野における技術チームの 20 年にわたる優れた技術の蓄積と豊富な製品経験を活かして、

量子通信機器の製造と量子コンピュータのフルスタック開発に注力している。また、量子コンピュータ、量

子通信のコア技術の蓄積と製品開発能力を併せ持つ中国初の革新的技術企業となっている。

启科量子は量子コンピュータの分野で、2020 年に分散型イオントラップ量子コンピュータの研究開発を

開始した。また、イオントラップチップ、精密レーザーシステム、量子ビット光電計測制御システム、高速

電子タイミング制御システム、量子プログラミング言語、量子クラウド、量子アルゴリズムライブラリ、量

子アプリケーションなどの各種システムの研究開発も進めており、2021 年に中国初のイオントラップ量子

コンピュータ AbaQ-1 を立ち上げ、2023 年に完成予定の量子ボリューム 1 億以上であり、100 量子ビットの

分散型イオントラップ量子コンピュータの基礎を固めるとともに、中国国内の保険、証券、新薬研究開発、

暗号・復号などの分野のトップ企業との協力関係を構築し、産業応用の深い束ね方を実現し、市場のエコロ

ジーを構築している。

なお現在、100 件以上のコア特許を申請・取得しており、年内には 150 件に達する見込みである。また、

非特許のコア技術も多数保有しており、10 件の国家標準や業界標準、国家標準の研究作業を行っている。

最後に、量子コンピューティング分野で存在感を示すベンチャー企業として、上述の本源量子 (Origin 

Quantum) と启科量子 (Qudoor) に加え、量旋科技 (SpinQ) と云稻量子 (Yuntao Quantum) が挙げられる。図

表 2-13 に 4 社の概要をまとめた。

http://www.qudoor.cn
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図表 2-13　中国の量子コンピュータスタートアップ

出典 :科学技術振興機構 研究開発戦略センター (CRDS)作成

2.5 注目研究者

本節では、第 1 章における論文・特許データを基に、中国の量子研究コミュニティにおけるポジション等

を勘案し、注目研究者として 5 名選出し、簡単なプロフィールを紹介する。

2.5.1 潘建偉 (潘建伟、PAN Jianwei)

中国科学技術大学 量子物理・量子情報研究部部長・教授、中国科学院量子情報・量子科学技術イノベー

ション研究院理事長・院長、中国科学院院士。実験物理学博士 ( ウィーン大学 )。主に量子光学、量子情報、

量子力学の基本的な問題の検証に関する研究に従事し、「中国量子の父」と呼ばれる。量子通信、量子コン

ピュータ、多光子もつれ操作などの研究で成果を上げ、中国のみならず量子情報実験研究を最も急速な発

展に導いた国際的先駆者の一人である。1999 年に発表された潘らの量子不可視化に関する研究は、レント

ゲンの X 線発見やアインシュタインの相対性理論確立と並んで、イギリスの雑誌Nature の「物理学におけ

る世紀の名論文 21 選」に選ばれ、Nature の「今年の重大科学事件」、Science の「今年の科学的進歩トップ

10」、英米物理学会の「今年の物理学上の重大進歩」、「中国における今年の科学的進歩トップ 10」に選ばれた。

2001 年にオーストリアより帰国し、USTC に量子物理・量子情報の研究室を設立し、中国科学院より重点

実験室の指定を受けた。2015 年より USTC 常務副学長を、2016 年より中国科学院量子情報・量子科学技術

イノベーション研究院理事長・院長に就任している。2012 年と 2014 年に潘らは世界最大の量子通信ネット

ワーク「合肥市量子通信実験実証ネットワーク」と「済南量子通信実験ネットワーク」を構築し、大容量都

市量子通信ネットワーク技術の成熟を示したことで、CAS による量子情報および量子科学技術のフロンティ

http://quantum.ustc.edu.cn/web/index.php/node/32
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アにおける卓越性センターの設立に関わった。これまでの功績により、中国政府より国家自然科学一等賞、

軍科学技術進歩一等賞、未来科学賞物質科学賞、香港科学技術財団優秀科学者賞、和霊李財団科学技術功績

賞、中国科学院優秀科学技術賞を受賞している。

2.5.2 薛其坤 (XUE Qikun)

北京量子情報科学研究院院長、南方科技大学学長、中国科学院院士。1994 年に中国科学院物理研究所で

博士号を取得。国際的に有名な実験物理学者であり、2012 年末に磁気トポロジカル絶縁体膜を用いて世界

で初めて量子異常ホール効果を発見した。

2.5.3 郭光灿 (GUO Guangcan)

中国科学院量子情報重点実験室室長、教授、中国科学院院士。1980 年代から量子光学の研究に着手し、

中国における量子通信・量子コンピューティングの理論と実践を拓いた第一人者。2.5.2 で紹介した安徽問

天量子科技株式会社の研究開発チーム長であり、当実験室の技術を起源とする合肥本源量子計算科技有限公

司 (2.5.7 参照 ) においても研究開発グループの一員を務めている、なお、両社の株主でもある。

2.5.4 郭国平 (GUO Guoping)

中国科学院量子情報重点実験室副室長、教授、マイクロエレクトロニクス学部副学部長。物理学博士 (2005

年、中国科学技術大学 )。実践的な量子コンピュータの開発と応用。郭光灿の研究室の卒業生
67

。青年基金「万

人計画」リーダー、長江学者特聘教授。合肥本源量子計算科学技術有限責任公司の研究開発グループの一員

であり、同社の株主でもある。

2.5.5 俞大鹏 (YU Dapeng)

南方科技大学教授、量子科学工学研究所所長、中国科学院院士。固体物理学博士 (1993 年、パリ南大学、

パリ第 11 大学 )。量子材料研究を牽引する第一人者である。約 2 億元の研究費が投じられた「深圳量子科学

工学研究所」の創設に携わり、2018 年 1 月、600 平方メートルの国際第一級の量子デバイスおよび量子チッ

プ処理センターを同市に設立、量子コンピューティングの研究に従事している。

2.6 国際協力・国際共同研究

科技部や他の政府機関が主導するような量子分野における国際協力事例は特定できなかったが、研究者同

士による国際協力や国際共同研究はよくみられる。なにより、中国における量子研究の国際共同研究となる

と、米国において計算と通信の基礎理論を構築した清華大学学際情報学研究院院長の姚や、量子通信の実験

をウィーン大学でおこなっていた USTC の潘がすぐにも連想される。姚は 2010 年から清華大学の高等研究

院 (CATSU) の教授になるまで米国で研究をしていた。また、2015 年にアメリカ市民権を放棄し、中華人民

67	中国科学院 (2022)「郭国平：做量子领域的“孤勇者”」

https://www.tsinghua.edu.cn/info/1167/93879.htm
http://lqcc.ustc.edu.cn/index/info/118
http://lqcc.ustc.edu.cn/qt/people/gpguo.html
https://faculty.sustech.edu.cn/yudp/　：　https:/siqse.sustech.edu.cn/Zh/Index/page/mid/5
https://www.cas.cn/xzfc/202205/t20220505_4833597.shtml
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共和国籍を取得した一方で、米国科学アカデミーの会員、アメリカ芸術科学アカデミーのフェロー、アメリ

カ科学振興協会のフェローなども務めているため、国際共同研究は継続していることが推察される。潘は

USTC の助教となった一年後の 1996 年に、オーストリアにあるインスブルック大学のアントン・ツァイリ

ンガー (Anton Zeilinger) の指導を受けた。ツァイリンガーは量子物理学者であり、米国のグリーンバーガー

(Daniel M. Greenberger)、ホーン (Michael A. Horne) とともに量子もつれの状態「グリーンバーガー = ホー

ン = ツァイリンガー状態」
68

についての論文を 1989 年に公表した量子科学研究の先駆者である。なにより、

複数光子の量子もつれの生成、それを用いたベルの不等式の破れの検証、そして量子情報科学を開拓し基礎

づけた業績により、2022 年のノーベル物理学賞を受賞した
69

。

本節では、研究者コミュニティにおける国際共同研究に着目することとし、以下で最近の国際共同研究事

例を紹介する。

●  2020 年 7 月、南京大学物理学部の王雷とコロンビア大学物理学部が共同で、二層構造遷移金属ダイカ

ルコゲナイド (WSe2) のねじれにおいて電子相関状態を発見し、スピン液体や強相関によって引き起こ

される絶縁状態の探索に新しい方向を拓いた
70、71

。

● 	2021 年 3 月に、USTC の潘、朱暁波 ( 朱晓波、ZHU Xiaobo)、陈ら、清華大学の馬雄峰 ( 马雄峰、MA 

Xiongfeng) らとオックスフォード大学等が、共同で超伝導量子ビットを用いた 5 量子ビット誤り訂正

符号の実験探索を実施した
72

。校正と対ゲートパラメータの最適化により、1 ビットゲートの平均忠実

度を 0.9993、2 ビットゲートの平均忠実度を 0.986 とした。また、1 量子ビット回転ゲートと 2 量子ビッ

ト制御フェーズゲートを使用するだけで、ロジック態のエンコーディングとデコーディングを実現さ

せた
73

。

● 	21 年 4 月、USTC の潘と张および南方科技大学の范靖 (FAN Jing) が、それぞれヨーク大学の Roger 

Colbeck、清華大学の马と共同で、異なる理論アプローチを用いて、国際舞台で初めてデバイス独立型

の量子乱数展開を達成し、デバイス独立型量子乱数の実用化への確固たる基礎を築いた
74、75、76

。

68	 	Greenberger,	D.M.,	Horne,	M.A.,	and	Zeilinger,	A.	(1989)	Going beyond Bell’s theorem.	In	Bell’s	Theorem,	Quantum	Theory,	
and	Conceptions	of	the	Universe, 	edited	by	M.	Kafatos	Dordrecht:	Kluwer	Academics,	pp.	73-76.

69	The Nobel Prize in Physics 2022	のサマリーより。
70	南京大学科学技术处 (2020)「物理学院王雷教授在双层转角过渡金属硫化物输运测量研究中取得重要进展」
71	 	Wang,	L.,	Shih,	E.M.,	Ghiotto,	A.,	Xian,	L.,	Rhodes,	D.A.,	Tan,	C.,	Claassen,	M.,	Kennes,	D.M.,	Bai,	Y.,	Kim,	B.,	Watanabe,	K.,	

Taniguchi,	T.,	Zhu,	X.,	Hone,	J.,	Rubio,	A.,	Pasupathy,	A.N.,	Dean,	C.R.(2020)	Correlated electronic phases in twisted bilayer 

transition metal dichalcogenides.	Nature	Materials, 	Volume	19,	pp.861-866.	
72	中国科学院 (2021)「【科技日报】中外科学家实现量子纠错“完美编码”」
73	 	Ming	G.,	Yuan,	X.,	Wang,	S.,	Wu,	Y.,	Zhao,	Y.,	Zha,	C.,	Li,	S.,	Zhang,	Z.,	Zhao,	Q.,	Liu,	Y.,	Liang,	F.,	Lin,	J.,	Xu,	Y.,	Deng,	H.,	Rong,	

H.,	Lu,	H.,	Benjamin,	S.C.,	Peng,	C.-Z.,	Ma,	X.,	Chen,	Y.-A.,	Zhu,	X.,	and	Pan,	J.-W.	(2021)	Experimental exploration of five-qubit 

quantum error-correcting code with superconducting qubits.	National	Science	Review,	Volume	9,	Issue	1,	nwab011
74	中国科学技术大学 (2021)「中国科大实现设备无关量子随机性扩展实验」
75	 	Liu,	W.-Z.,	Li,	M.-H.,	Ragy,	S.H.,	Zhao,	S.-R.,	Bai,	B.,	Liu,	Y.,	Brown,	P.,	Zhang,	J.,	Colbeck,	R.,	Fan,	J.,	Zhang,	Q.,	Pan,	J.-W.(2021)	

Device-independent randomness expansion against quantum side information.	Nature	Physics, 	Volume	17,	pp.448-451.
76	 	Li,	M.-H.,	Zhang,	X.,	Liu,	W.-Z.,	Zhao,	S.-R.,	Bai,	B.,	Liu,	Y.,	Zhao,	Q.,	Peng,	Y.,	Zhang,	J.,	Zhang,	Y.,	Munro,	W.-J.,	Ma,	X.,	Zhang,	

Q.,	Fan,	J.,	and	Pan,	J.-W.	 (2021)	Experimental Realization of Device-Independent Quantum Randomness Expansion.	Physical	
Review	Letters, 	Volume	126,	050603.	

https://arxiv.org/abs/0712.0921
https://www.nobelprize.org/prizes/physics/2022/summary/
https://scit.nju.edu.cn/67/98/c10927a485272/pagem.psp
https://www.cas.cn/cm/202103/t20210325_4782284.shtml
https://doi.org/10.1093/nsr/nwab011
https://doi.org/10.1093/nsr/nwab011
http://news.ustc.edu.cn/info/1055/74735.htm
https://doi.org/10.1038/s41567-020-01147-2
https://doi.org/10.1103/PhysRevLett.126.050503
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● 	21 年 9 月には、USTC の潘と張らが、マサチューセッツ工科大学の Frank Wilczek と共同で、済南量

子技術研究所で開発した周期分極ニオブ酸リチウム導波路を用いて色消し強度干渉計を製作し、シス

テムの高い空間分解能イメージング能力を検証することに成功した
77

。この技術は、天体観測、宇宙リモー

トセンシング、スペースデブリの検出などへの応用が期待されている
78

。

● 	21 年 11 月、CAS 微小磁気共鳴重点研究所の彭新华 (PENG Xinhua) らとドイツ・ヘルムホルツ研究所

の Dmitry Budker らは、新しい超高感度量子精密測定技術を開発した
79

。この新しい技術は暗黒物質の

実験的直接探索において、これまでの国際最高値を少なくとも 5 桁も上回り、宇宙天文学の境界を初

めて突破した
80

。

● 	21 年 12 月、北京大学物理学部の王剑威 (WANG Jianwei) が、ブリストル大学およびデンマーク工科大

学の研究者と共同で、リソース効率の高いフォトニックアーキテクチャを用いて量子誤り訂正符号化

を実装し、それによって量子アルゴリズムの性能を向上できることを示した
81、82

。また、アジア、北米、

ヨーロッパ、オーストラリアにおける光量子チップ分野の研究優先順位、資金援助や成果もまとめて

おり、光量子チップは、大規模集積光学技術と量子情報技術を完全に統合し、量子コンピューティング、

シミュレーション、通信、精密計測に新しい変化をもたらすと期待すると述べている
83

。

なお、2021 年 11 月には、USTC、韓中科学技術協力センター (KOSTEC) と高等科学院が、中国と韓国の

量子情報分野の交流を促進し、双方の国際研究協力プラットフォームの構築を促すために、「2021 中国 - 韓

国量子情報ワークショップ」を共催した。2021 年は中国と韓国が国交 30 周年を迎える年であり、両国で国

際協力のプラットフォームを構築する等、学生交流、人材交流、研究協力を促進し、革新と統合の新たな発

展を模索するとしている。

また、中国はパキスタンとの科学技術に関する協定を 1976 年に結んでおり、いまも継続されている。ま

た、2022 年 7 月には中国・パキスタン技術投資会議が行われ、その中でパキスタン技術特区庁 (STZA) のジャ

ヴェイド・イクバル (Javaid Iqbal) 氏は「パキスタンの人口的優位性は、中国のテクノロジー企業や研究機

関にとって独自の投資基盤となり、特に人工知能、クラウド、量子コンピュータ、半導体、モノとインター

ネット、スマート機器の設計・製造などの新興技術で、両国は共同研究開発により多大な利益を得られる」

と述べた
84

。また、中国共産党第 20 回全国代表大会においてモイン・ハク中国駐在パキスタン大使は、宇宙

77	中国科学技术大学量子物理与量子信息研究部 (2021)「中国科大完成基于颜色擦除强度干涉的高空间分辨成像」
78	 	Liu.,	L.-C.,	Qu,	L.-Y.,	Wu,	C.,	Cotler,	 J.,	Ma,	F.,	Zheng,	M.-Y.,	Xie,	X.-P.,	Chen,	Y.-A.,	Zhang,	Q.,	Wilczek,	F.,	Pan,	 J.-W.	 (2021)	

Improved Spatial Resolution Achieved by Chromatic Intensity Interferometry.	Physical	Review	Letters, 	Volume	127,	 Issue	10,	
103601.	

79	中国科学技术大学物理学院 (2021)「我院彭新华研究组在量子精密测量和暗物质探测领域同时取得重大进展」
80	 	Jiang	M.,	Su	H.,	Garcon,	A.,	Peng,	X.,	and	Budker	D.	(2021)	Search for axion-like dark matter with spin-based amplifiers.	Nature	
Physics, 	Volume	17,	pp.1402-1407.	

81	 	北京大学人工微结构和介观物理国家重点实验室 (2021)「王剑威研究员和龚旗煌院士课题组与合作者在光量子计算芯片研究中取得重

要进展」
82	 	Vigliar,	C.,	Paesani,	S.,	Ding,	Y.,	Adcock,	J.C.,	Wang,	J.,	Morley-Short,	S.,	Bacco,	D.,	Oxenløwe,	L.K.,	Thompson,	M.G.,	Rarity,	J.G.,	

Laing,	A.(2021)	Error-protected qubits in a silicon photonic chip.	Nature	Physics, 	Volume	17,	pp.1137-1143.	
83	 	Pelucchi,	E.,	Fagas,	G.,	Aharonovich,	Igor.,	Englund,	D.,	Figueroa,	Eden.,	Gong,	Q.,	Hannes,	H.,	Liu,	J.,	Lu,	C.Y.,	Matsuda,	N.,	Pan,	

J.-W.,	Schreck,	F.,	Sciarrino,	F.,	Silberhorn,	C.,	Wang,	J.,	and	Jöns,	K.D.	 (2022)	The potential and global outlook of integrated 

photonics for quantum technologies.	Nature	Reviews	Physics, 	Volume	4,	pp.194-208.
84	 	パキスタン技術特区庁ニュース「4500 社の中国テック系企業、STZA と在北京パキスタン大使館主催の中国・パキスタン技術投

資会議に参加」2022 年 7 月 20 日。

https://oic.ustc.edu.cn/?post_type=trust&p=12704
https://oic.ustc.edu.cn/?post_type=trust&p=12704
http://quantum.ustc.edu.cn/web/index.php/node/984
https://doi.org/10.1103/PhysRevLett.127.103601
https://physics.ustc.edu.cn/2021/1122/c3586a535598/page.htm
https://doi.org/10.1038/s41567-021-01392-z
https://skl-ammp.pku.edu.cn/info/1054/4182.htm
https://skl-ammp.pku.edu.cn/info/1054/4182.htm
https://doi.org/10.1038/s41567-021-01333-w
https://doi.org/10.1038/s42254-021-00398-z
https://doi.org/10.1038/s42254-021-00398-z
https://www.stza.gov.pk/2022/07/20/4500-chinese-tech-companies-attend-china-pakistan-technology-investment-conference-hosted-by-stza-and-pakistan-embassy-in-beijing/
https://www.stza.gov.pk/2022/07/20/4500-chinese-tech-companies-attend-china-pakistan-technology-investment-conference-hosted-by-stza-and-pakistan-embassy-in-beijing/
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技術や量子コンピューティングといった科学研究の成果から、「引き続き中国側と緊密に協力し、中国・パ

キスタン経済回廊の質の高い建設を加速することを楽しみにしている」と述べた
85

。さらに、シャバズ・シャ

リフ首相は环球时报 ( 環球時報 , Global Times) における寄稿で「中国の急速な技術進歩を評価し、量子コン

ピュータ、ロボット、人工知能、ビッグデータなどの新興・スマート技術において中国との協力を拡大する

用意がある」と述べていた
86

。

2.7 量子イノベーションエコシステム

これまで示した各機関や研究者および中国の政策の在り方を考慮すると、プロジェクトごとによっては異

なるものの、USTC と CAS を中心としたコミュニティが大きな影響力を有している。なにより、科学技術

に関する政策は国務院等といった中央政府が発出するものの、CAS は政策策定時において政策提言を実施

する機関でもあるため、CAS を中心とした構図が容易に想像できる。以上より、中国における量子イノベー

ションエコシステムは下記のようなものと推察される ( 図表 2-14)。

なお、各地方政府も大きな予算を出しているものの、中央政府発出の政策に従っており、大きな特色もみ

られないために、国家・市政府レベルのものは科技部、国家自然科学基金と合肥市に留めている。また、研

究機関や大学は多くあるため、2.3 に示したものに留めている。また、企業についても同様に、2.4 に示した

ものに留めている。

図表 2-14　中国の量子イノベーションエコシステム

出典：APRC 作成

85	新华社 (2022)	「“中共二十大将推动中国向着民族复兴迈出坚实步伐”——专访巴基斯坦驻华大使莫因・哈克」新华社 ,	
86	夏巴兹 ·谢里夫 (2022)「巴基斯坦总理谢里夫在《环球时报》撰文：巴中友谊——信任与爱始终不渝」环球时报 ,	

https://www.yidaiyilu.gov.cn/xwzx/hwxw/284605.htm
https://3w.huanqiu.com/a/de583b/4AH0XtHP11V
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3 インドの量子技術動向

インドの量子技術政策は 2017 年から始まった。科学技術庁による投資を中心に、インド宇宙研究機関、

国防研究開発機構、ラマン研究所やタタ基礎研究所といった公的研究機関と、インド科学教育研究大学プネ

校、インド理科大学院、インド工科大学マドラス校などの有力大学が研究開発を主導している。2019 年には、

政府が 5 年間で約 1300 億円を投じる国家ミッションを発表した。これにより、政府は米中に並ぶ巨額投資

により研究開発コミュニティを急速に拡大し「自立したインド」にむけた量子技術の国産化を目指す。

3.1 量子技術政策の動向

世界的な量子技術の開発競争において、インドは後発の参加者である。政策としての量子技術開発は、

2017 年、インド科学技術庁（DST: Department of Science and Technology）による量子応用科学技術プロ

グラム（QuEST: Quantum Enabled Science and Technology program）が始まりであった。米国・英国・

中国といった量子技術政策の先進国との競争に参加すべく、政府は 2019 年に量子技術開発を大型国家的ミッ

ションの 1 つと位置づけ、2020 年 -21 年度予算において米国、欧州、ロシアと並ぶ大規模な投資を発表した。

第 1 章で見た論文数の高い伸び率にも示されるように、インドは今まさに量子技術開発の拡大期にある。

インドはこれまで国家としての科学技術イノベーションに関する中・長期目標について、政策文書を 4 度

定めている。それぞれ「科学政策決議 1958（S&T policies, Scientific Policy Resolution, 1958）」、「技術政策

声明 1983（Technology Policy Statement, 1983）」、「科学技術政策 2003（Science and Technology Policy 

2003）」、「科学技術イノベーション政策 2013（STIP2013: Science, Technology and Innovation Policy 2013）」

である。しかし STIP2013 までは量子技術に関する言及はなく、現在策定中の次期政策文書「科学技術イノ

ベーション政策 2020（STIP2020: Science, Technology and Innovation Policy 2020）」
1

で初めて、2 カ所にお

いて言及されている。まず、量子技術は社会、経済、環境を変革する破壊的な新興技術であり、革新的な戦

略、開発、ガバナンス等が必要な分野として、量子 Internet of Things (IoT) がブロックチェーンや AI と共

に取り上げられている。また、ナレンドラ・モディ首相が掲げる「自立したインド（Atmanirbhar Bharat 

Abhiyaan）」という大目標に向けて、「大型国家的ミッション」により技術の自立と国産化を追求する分野

として、「量子フロンティア」が深海探査や AI と共に提言されている。前者の「量子 IoT」についての具

体的な施策は明らかになっていないが、 後者の「量子フロンティア」の大型国家的ミッションについては、

その具体的な施策が示されている。

大型国家的ミッションは、科学技術イノベーションに関する首相のアドバイザーである主任科学顧問（PSA: 

Principal Scientific Adviser）が組織する「首相の科学技術イノベーション諮問委員会」（PM-STIAC: Prime 

Minister’s Science and Technology Innovation Advisory Council）により、重要性が高く国家的に研究開発

を促進すべき９分野
2

について定められている
3

。そのうち、STIP2020 にも明示されている 4 分野、深海探査、

国家言語翻訳、AI、量子フロンティアは具体的な施策が承認されている。以下では、この量子分野の大型

国家的ミッションを中心にインド政府によるこれまでの量子技術研究開発に関する政策を概観する。

1	 DST,		“Science Technology Innovation Policy 2020”（2020 年 12 月ドラフト版）	。
2	 	国家言語翻訳、量子フロンティア、AI、国家生物多様性ミッション、電気自動車、人間の健康のためのバイオサイエンス、

Waste	to	Wealth、深海探査、AGNli	(Accelerating	Growth	of	New	India’s	Innovations)	の 9 分野。
3	 PSA室「首相の科学技術イノベーション諮問委員会」最終アクセス：2022 年 6 月 16 日。

https://dst.gov.in/sites/default/files/STIP_Doc_1.4_Dec2020.pdf
https://www.psa.gov.in/pm-stiac
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3.1.1 量子技術とその応用に関する国家ミッション（NMQTA）

先の 9 分野のうち「量子フロンティア」に関する大型国家的ミッションは“量子技術とその応用に関

する国家ミッション”（NMQTA: National Mission on Quantum Technologies and Applications）と呼ば

れており、ミッションを主導する機関は、DST の他、インド宇宙研究機関（ISRO: India Space Research 

Organisation）、原子力庁（DAE: Department of Atomic Energy）、国防研究開発機構（DRDO: Defence 

Research and Development Organisation）、 電 子 情 報 技 術 省（MEITY: Ministry of Electronics and 

Information Technology）が定められている。幅広い量子技術の開発と、量子技術研究領域におけるエクセ

レンスを目指したインフラ環境及び人材基盤の構築を目標に、2020 ～ 2021 年度予算として 5 年間で 800 億

ルピー（1376 億円、1 ルピー＝ 1.72 円）を割り当てることが 2020 年 2 月にインド政府より発表された。し

かしながら実際には、その後世界的な新型コロナの大流行もあり、当初想定された予算の支出の目処は立っ

ていない。

NMQTA の公式政策文書はなく、DST の下部組織である技術情報予測・評価協議会（TIFAC：

Technology Information Forecasting and Assessment Council）が、コンセプトノートドラフトを作成（2019

年 6 月 12 日版）している
4

。コンセプトノートドラフトに基づき NMQTA の概要を紹介する。

NMQTA がターゲットとする活動は以下の通りである。

①基礎研究・技術開発・実証

量子コンピュータと量子シミュレーション、量子材料と量子デバイス、量子通信、量子センサと量子計測

など、幅広い量子技術及び関連分野について基礎研究、技術開発・橋渡し研究といった研究開発を促進する。

特に、量子コンピュータ、量子通信（光ファイバー、自由空間）、量子鍵配送については実証を行う。また、

国家的優先事項に関連する技術、プロトタイプを開発し、関連するアプリケーションを実証する。

②量子技術開発センター（C-DOQ: Centre for Development of Quantum Technology）の創設

NMQTA ミッションの中核として C-DOQ を創設する。C-DOQ は全ての NMQTA の活動を管理する中核

拠点として機能し、全てのミッションはこのセンターを通じて実施する。技術開発、橋渡し研究、応用、運

用、商業化の 5 つの部門からなり、インド国内外の研究機関との連携や協力関係を構築するほか、政府、産

業界、業界団体、スタートアップエコシステム、規制団体等とも連携し、世界レベルの製品開発実現を目指す。

③人材育成

大学院生レベルから教員レベルまでの量子技術の先端分野における人材を育成する。インドのシンクタン

クであるオブザーバー研究財団（Observer Research Foundation）がインドの現状を、「量子コンピュータ

分野の研究者、業界関係者、学術関係者、起業家についても数百人程度しかおらず、中国や米国と比べる

と大きく遅れをとっている」と述べるように
5

、人材育成はインドの量子技術政策として重要な課題の 1 つ

である。NMQTA では、急速に成長する量子情報科学分野において高度な技術をもつ人材を確保するため、

人材育成として、開始から 5 ～ 7 年の間に、ソフトウェア、ハードウェアにまたがる約 25000 人の人材を育

成することが目標とされている。その内訳は図表 3-1 の通りである。

4	 TIFAC「DRAFT Concept Note National Mission on Quantum Technology & Applications (NM-QTA)」
5	 Observer	Research	Foundation「India’s race to quantum supremacy」2021 年 12 月 6 日。

https://tifac.org.in/images/nmqta/concept_note12.06.19.pdf
https://www.orfonline.org/expert-speak/indias-race-to-quantum-supremacy/
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図表 3-1　育成される人材の割合予想

出典： TIFAC

④国際協力

既存の DST の二国間協力の枠組みを利用して、国際共同研究を実施し、国際的なベストプラクティスを

インドに取り込む。20 件以上の国際共同研究の実施と、8 回以上の国際会議の開催、50 名以上の海外専門

家の参画を目指す。

⑤アントレプレナーシップ、イノベーションとスタートアップエコシステム開発

研究成果の応用において、特にベンチャー企業や中小企業（SMEs）を対象に、産業界を支援する。 DST

は技術開発庁と連携し、アントレプレナーシップに関するコンサルティング、教育、訓練等を通じて、量子

技術における起業家を育成する。12 件以上の産学連携プロジェクトの実施、100 件以上のアントレプレナー

シップコンサルティングの実施等を目指す。

NMQTA の予算に関して、現在計上されている 800 億ルピー（1376 億円）は DST により今後 5 年間で投

入される計画になっており、その具体的な配分割合については図表 3-2 の通りと予想されている。

図表 3-2　NMQTAの資金配分予想

出典 : TIFAC
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これら NMQTA の実施を通じて期待されている、より具体的な技術的目標は以下の通りである
6

。

　①国産量子コンピュータの開発

　　・2026 年までに 50 量子ビットの量子コンピュータを構築する

　②量子ソリューションの商業化

　　・量子シミュレータやセンサなど小規模なデバイスを発売する

　　・量子鍵配送システムをフィールド実装可能な製品へ適用する

　③長距離量子通信の確立

　　・人工衛星やファイバーを通じて数百 km に及ぶ量子鍵配送（QKD）、長距離量子通信を実現する

3.1.2 国家ミッション以前の主なファンディングプログラム

インドにおける量子関連プロジェクトの 92% は政府支援であり、残りの 8％は、スタートアップ・コミュ

ニティや独立非営利組織が運営している
7

。2020 年 2 月の NMQTA の立ち上げ以前にも、いくつかの量子

技術関連のプログラムにより支援されてきた。DST 配下のプログラムは以下の通り
8

。

（1） 量子応用情報科学技術プログラム（QuEST: Quantum Enabled Information Science and 

Technology) 

2017 年に立ち上がった量子技術に関する先駆的なプログラムであり、インドが 10 年以内に量子コンピュー

タと通信システムを作成するための技術的能力を備えることを目指し、コア量子技術の開発・実装と人材の

基盤構築に焦点を当てたプログラム。2019 年 1 月に IIT ハイデラバード校で開催された会合において、約

130 の提案から 51 のプロジェクトが採択された。採択されたプロジェクトのテーマは大きく次の 4 つに分

けることができる。

　①フォトニクスデバイスを用いた量子情報技術による量子通信システムの開発

　②ダイヤモンド NV センターと NMR による量子計算

　③イオントラップ・光格子デバイスによる量子情報技術

　④超伝導・量子ドットデバイスによる量子情報技術

当初は 3 年間にわたって 20 億ルピー（34.4 億円）を支出することが予定されていたが、配分額の縮小、

配分時期の遅延が発生し、2020-21 年度予算により DST が向こう 3 年間で 8 億ルピー（13.8 億円）を支出す

ることが決定した。これは当初の計画の 50% に満たない。

2022 年 4 月には、IIT ハイデラバード校の量子科学技術センター（CQST: Centre of Quantum Science 

and Technology）が主催した初の国内シンポジウムが、QuEST のナショナルコーディネータであるハリシュ

チャンドラ研究所（HRI: Harish-Chandra Research Institute）のアルン・K. パティ（Arun K. Pati）教授と、

QuEST のコーディネーターであるインド理科大学院（IISc; Indian Institute of Sciences）のアポルバ・パテ

ル（Apoorva Patel）教授によって開催された。

6	 AVASANT,	NASSCOM「The Quantum Revolution in India Betting Big on Quantum Supremacy」2022 年 2 月。
7	 注 [6] に同じ。
8	 DST以外にも、ISRO、MEITY、DRDOなどがファンディングを実施している。

https://community.nasscom.in/communities/it-services/quantum-revolution-india-betting-big-quantum-supremacy
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QuEST プログラムにおいて期待されている成果は以下の通りである
9

。

コア量子技術開発

　・8 量子ビット量子コンピュータ、量子通信（ファイバ、自由空間）、量子暗号の開発・実証

　・アプリケーションに特化した量子アルゴリズムの開発

　・量子情報システムに関する高度な数学的量子技術、アルゴリズム、理論の開発

人材育成

　・100 名程度の量子工学博士の育成。

　・ 量子システムを用いた高度なアルゴリズムやアプリケーション開発に関する学部生、大学院生の

2000 人規模の育成

なお、QuEST による成果が得られた場合、３年後には Phase ２として、DRDO、ISRO、DAE が共同で

30 億ルピー（51.6 億円）を出資することも当初計画されていたが、現状を見る限り実施は不透明であろう。

（2） 学際的サイバーフィジカルシステムに関する国家ミッション
10

（NM-ICPS: National Mission on 

Interdisciplinary Cyber Physical Systems）

サイバーフィジカルシステム（CPS）技術の基盤とシームレスなエコシステムの構築のため国内の大学

や研究機関に 25 のイノベーション・ハブを設置することを目的として、2018 年に開始したミッション。5

年間で 366 億ルピー（629.5 億円）が計上されている。次に示す革新的融合応用研究プログラム（TFAR: 

Technology Fusion & Applications Research Program）と同様に、量子技術研究支援に特化したプロ

グラムではないが、このプログラムによりインド科学教育研究大学（IISER: Indian Institute of Science 

Education and Research）プネ校に I-Hub 量子技術財団（I-HUB: I-Hub Quantum Technology Foundation）

という名の量子コンピュータ研究所が設置された。I-HUB は、量子コンピュータ、量子材料、原子時計、

量子暗号通信などの開発・応用をめざして IISER プネ校の物理学部門から 13 グループが参加し、国内外の

大学・研究所と連携を進める。技術開発だけでなく、技術移転やインキュベーション、人材育成を促進する。

（3） 革新的融合応用研究プログラム
11

（TFAR: Technology Fusion & Applications Research 

Program）

2020 年 1 月に開始した量子、IoT、サイバーセキュリティ、データサイエンスなどの新興技術の融合に向

けた研究を後押しするためのプログラム。研究者、学生を支援対象とし、プログラム全体で、3 年間で 25

億ルピー（43 億円）が投じられる予定となっている。

3.2 研究開発動向

第 1 章の論文・特許分析によれば、最近 10 年間にインドでは 5956 報の関連論文が出版され、中国、日本

に続いて 3 番目に多く、論文数平均伸び率は中国を超えてトップの 26％となっている。日本の伸び率が 2%

であることを考慮すると、冒頭に述べた通り、まさにインドは量子研究の拡大期にあり、アジアにおいて

中国に次ぐ存在になることが想像される。インドは分野別の論文数を見ると、「量子材料」（38％）、と「量

9	 注 [6] に同じ。
10	科学工学研究委員会「学際的サイバーフィジカルシステムに関する国家ミッション」最終アクセス：2022 年 6 月 16 日。
11	 DST	Technology「革新的融合応用研究プログラム」最終アクセス：2022 年 6 月 16 日。

https://nmicps.in/
https://dst.gov.in/sites/default/files/new-programme-to-research-technologies-under-single-platform-30dec19.pdf
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子コンピュータ」（31%）が多く、次いで「量子基盤技術」（22%）、「量子暗号・通信」（9%）となっており、

他の主要国・地域と比較すると「量子コンピュータ」への割合が高いことが特徴と言える。5 か年毎の論文

数変化を見ると、2010 年頃までは「量子材料」の割合が大きかったが、2011 年以降には「量子コンピュータ」

「量子暗号・通信」が伸び始め、2016 年以降は、いずれの分野においても著しく伸びていることがわかる。

つまり、量子技術政策が開始した 2017 年以前でも、本稿で挙げたような注目研究者をはじめとしてイン

ドの研究者は、独自に量子技術関連の研究開発を実施しており、2017 年以降の量子技術振興着手に伴い、

幅広い分野において量子技術研究が急速に拡大したと考えられる。

以降本節では、インドの量子技術政策が始まった 2017 年以降の主要な研究開発成果と動向を中心に紹

介する。研究開発実績の中心となる分野は、①量子コンピューティング、②量子通信と量子衛星、③量

子暗号である。量子コンピューティングについては電子情報技術省（MEITY: Ministry of Electronics & 

Information Technology）が、量子通信と量子衛星は ISRO が、量子暗号については DRDO が、それぞれ

研究開発をリードしており、DST はこれら全般を幅広く支援している。
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図表 3-3　量子コンピュータに関する主な研究成果と動向

実施時期 

主な機関
概要

2019 年 8 月
C-DAC

MEITY 配下の先端計算機開発センター（C-DAC: Center for Development of Advanced 
Computing）は仏 Atos 社と量子コンピューティング、人工知能、エクサスケールコンピュー
ティングのグローバルな発展のための協力協定を締結

12

。C-DAC に量子コンピューティング
体験センターを設立し、Atos 社が量子学習マシンの提供を含む量子教育を支援することと
なった。

2021 年 1 月
MEITY

量子コンピューティング主導の研究開発を加速するため、MEITY がアマゾン・ウェブ・
サービス（AWS）と共同で「量子コンピューティング応用ラボ」を設立

13

。クラウド上の
AWS の量子コンピュータ開発環境である「Amazon Braket」への無償アクセスを科学、研究、
学術、ベンチャー企業などのコミュニティに対して提供する。2021 年 3 月に開始した。

2021 年 3 月
IISER プネ校

NM-ICP に基づき、DST と IISER プネ校の 13 の研究グループが、量子技術開発のための
I-Hub 量子技術財団を設立。

2021 年 5 月
IBM

量子技術分野での人材育成のため、IBM がインドの主要大学や研究組織に同社の量子コ
ンピュータシステム（IBM Q）へのクラウドアクセスを提供すると発表

14

。量子教育（IBM 
Quantum Education）プログラムの一環。IBM がアクセスを許可するのは、IISER、IISc、
IIT、インド統計大学（ISI）、インド情報技術大学（IIIT）、タタ基礎研究所（TIFR: Tata 
Institute of Fundamental Research）、およびコルカタ大学。これらの施設では、IBM の量
子システム、量子ラーニングリソース、量子ツールに IBM クラウドを介してアクセスし、
Qiskit（量子コンピューティング用オープンソースフレームワーク）を使用して、量子コン
ピュータでの作業、プログラミングを体験できるようになる。

2021 年 7 月
DIAT/C-DAC

防衛省先端技術研究所（DIAT: Defence Institute of Advanced Technology）と C-DAC が、
量子コンピュータの共同開発に関する協定を締結。

2021 年 8 月
MEITY

MEITY が、インド初となる量子コンピュータシミュレーション（QSim）のツールキッ
トを発表

15

。研究者や学生が効率よく量子コンピューティングの研究を行えるようになる。
MEITY の支援を受けて、IBM のオープンソースフレームワークをベースに IISc、IIT ルー
ルキー校、C-DAC が共同で実施したプロジェクトの成果。Google や IBM など他のシミュ
レータと比べた特徴として、QSim は現実的なデバイスで起こりうる様々な種類のエラー
を含むシミュレーションが可能。

2021 年 9 月
IIT デリー校

IIT デリー校は、量子技術に関するセンター・オブ・エクセレンスを設立
16

。量子コンピュー
ティング、量子通信、量子センシングと計測、量子材料とデバイスに焦点を当てている。
新しい量子材料の設計・開発とともに、量子プロセッサや極低温コントローラ、半導体量
子ビットのモデリングや技術開発、CMOS や 2 次元材料に関する研究活動も実施している。

12	 ProjectQ ウェブサイト「India Races Toward Quantum Amid Kashmir Crisis」2020 年 4 月 7 日。
13	 NNA「MeitY が AWS と協力して量子コンピュータ研究施設を設置する計画」2021 年 1 月 21 日。
14	 INDIAai「IBM to make quantum computers accessible to leading institutions for research & training」2021 年 5 月 26 日。
15	 Science	Portal	Asia	and	Pacific「インド初の量子コンピュータシミュレーションのツールキット発表」	2021 年 10 月。
16	 IIT	Delhi「IIT Delhi Establishes Centre of Excellence (CoE) on Quantum Technologies」2021 年 9 月 27 日。

https://aws.amazon.com/jp/braket/
https://projectqsydney.com/india-races-toward-quantum-amid-kashmir-crisis/
https://www.nna.jp/news/2143305
https://indiaai.gov.in/news/ibm-to-make-quantum-computers-accessible-to-leading-institutions-for-research-training
https://spap.jst.go.jp/india/news/211002/topic_ni_04.html
https://home.iitd.ac.in/show.php?id=88&in_sections=News
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図表 3-4　量子通信・量子衛星に関する主な研究成果と動向

実施時期 

主な機関
概要

2021 年 3 月
ISRO

2021 年 3 月 19 日、ISRO がインドで初めて 300m 以上の自由空間量子通信を実証
17

。宇宙
応用センター（SAC）内の 2 つの建物の間で、QKD によるライブビデオ会議が行われた。
送信モジュールと受信モジュールの時間同期に ISRO が開発した衛星測位システムである
NAVIC（Navigation Indian Constellation）の受信機を使用し、光学アライメントに大型の
大口径望遠鏡の代わりにジンバル機構システムを使用するなど、この実証には多くの独自
技術が使われた。

2022 年 1 月
DOS

2022 年 1 月 27 日、宇宙開発局（DOS）が量子もつれを用いた 300m 自由空間での量子通
信とリアルタイム暗号アプリケーションの実証実験に成功

18

。アーメダバードにある DOS
の 2 つの主要研究所、SAC と物理研究所（PRL）が共同で、量子もつれを用いた 300m の
大気圧チャネルでのリアルタイム QKD、量子安全テキスト、画像送信、量子支援双方向ビ
デオ通話を実証。この実験は、アーメダバードの SAC において、300m 離れた 2 つの建物
間で実施された。 BBM92 プロトコルに基づく量子通信リンクの実験も行われた。

2022 年 2 月
DRDO

DRDO と IIT デリー校は、国内で初めて、100km 以上離れた２都市での QKD 実証に 
成功

19

。ウッタルプラデーシュ州のプラヤーグラージとヴィンディヤチャールを結ぶ 100km
以上離れた２都市において、商用の光ファイバーを用いて、QKD リンクの実証実験に成功。
この成功により、インドは軍用レベルの安全な鍵配送の固有技術を実証。

上記以外にも、衛星通信では、パルス光源に比べて連続した波長では同期が取りにくいため、テレポーテー

ションには珍しい 800 ～ 900nm の波長を持つ赤外線通信をラマン研究所が研究している。費用対効果の高

い光子の検出方法の展開を目指している。

17	 ISRO「ISRO makes breakthrough demonstration of free-space Quantum Key Distribution (QKD) over 300m」	2021 年 3 月 22 日。
18	 	ISRO「Department of Space demonstrates entanglement based quantum communication over 300m free space along with 

real time cryptographic applications」	2022 年 1 月 31 日。
19	 	インド政府プレス情報局「DRDO and IIT Delhi scientists demonstrate Quantum Key Distribution between two cities 100 kilometres 

apart」2022 年 2 月 23 日。

https://www.isro.gov.in/update/22-mar-2021/isro-makes-breakthrough-demonstration-of-free-space-quantum-key-distribution-qkd
https://www.isro.gov.in/update/31-jan-2022/department-of-space-demonstrates-entanglement-based-quantum-communication-over
https://www.isro.gov.in/update/31-jan-2022/department-of-space-demonstrates-entanglement-based-quantum-communication-over
https://pib.gov.in/PressReleasePage.aspx?PRID=1800648
https://pib.gov.in/PressReleasePage.aspx?PRID=1800648
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図表 3-5　量子暗号・量子鍵配送（QKD）等に関する主な研究成果と動向

実施時期 

主な機関
概要

2020 年 6 月
ラマン研究所

（RRI）

ラマン研究所（RRI: Raman Research Institute）は、エンドツーエンドの QKD シミュ
レーションツールキットである qkdSim を発表

20

。アーバシ・シンハ教授のチームがカルガ
リー大学（カナダ）と共同開発。このツールキットは、デバイスやプロセスにおけるさま
ざまな実験の不完全性が網羅されており、高い精度で実際の現象を再現することが可能。
ISRO が主導する衛星量子通信プロジェクトの成果の一部。

2020 年 12 月
DRDO

DRDO の量子技術のための若手科学者研究室（DYSL-QT: Young Scientist Laboratory 
for Quantum Technologies) が、量子乱数発生器（QRNG）を開発

21

。光ファイバー分岐
路を用いた QRNG であり、NIST による国際標準を 150kbs の速度で満たした。

2020 年 12 月
DRDO

DRDO が QKD 通信に成功
22

。DRDO の 2 つの研究所、防衛研究開発研究所（DRDL: 
Defence Research& Development Laboratory）と研究センター・イマラート（RCI:  
Research Centre Imarat）の間で試験を行い、QKD によるセキュアな通信を実証。QKD
技術はベンガルールの人工知能・ロボット研究所（CAIR: Centre for Artificial Intelligence 
& Robotics）と認知技術のための若手科学者研究室（DYSL-CT/DRDO Young Scientist 
Laboratories with Cognitive Technologies）というインドの 2 つの防衛関連研究所が開発。

2021 年 12 月
インド陸軍

国家安全保障会議事務局（NSCS）の支援を受けて、インド陸軍は、マディヤ・プラデー
シュ州マウの軍事工学研究所に量子コンピューティング研究所と AI センターを設立

23

。主
な推進分野は、量子鍵配送、量子通信、量子コンピューティング、耐量子計算機暗号。

2021 年 10 月
C-DOT

インド通信局の研究機関であるテレマティクス開発センター（C-DOT: Centre for 
Development of Telematics）は、量子通信ラボを開設し、標準的な光ファイバーで
100km 以上対応できる独自に開発した QKD ソリューションを公開

24

。

また、2021 年 7 月には、IIT ハイデラバード校が PSA などと共同でオンライン開催した国家量子科

学技術シンポジウムにて、非営利組織としてインド量子エコシステム技術評議会（QETCI： Quantum 

Ecosystems Technology Council of India）が発足した。QETCI は政府、学界、産業界、新興企業、投資家

にまたがる量子エコシステムのさまざまなメンバーを連携させ、インドにおける量子エコシステムを加速さ

せることを目的としている。2022 年 8 月には、PSA 室、IEEE、AWS、マイクロソフト社などとのパートナー

シップの下、量子エコシステムの開発、スキル開発や量子科学技術において人類が直面する課題の解決を目

指し、量子科学技術ハッカソン 2022 を立ち上げた。

20	 	インド政府プレス情報局「RRI comes up with simulation toolkit to ensure safety in secure quantum communication platforms」	

2020 年 6 月 30 日。
21	 	インド政府プレス情報局「DRDO Young Scientists Laboratory Develops Quantum based technology for Random Number Generation」

2020 年 12 月 29 日。
22	インド政府プレス情報局「Quantum Communication between two DRDO Laboratories」2020 年 12 月 9 日。
23	 INDIAai「Indian Army sets up quantum computing lab and AI centre in MP」2021 年 12 月 30 日。
24	 	インド政府プレス情報局「Secretary Telecom Shri K. Rajaraman visits C-DOT; Inaugurates futuristic Quantum Communication 

Lab Indigenously developed  Quantum Key Distribution (QKD) solution by C-DOT unveiled QKD) solution can support a 

distance of more than 100 kilometers on standard optical fiber Development of indigenous QKD solution is essential to 

address security threats of data  posed by rapid advancement in Quantum Computing」2021 年 10 月 10 日。

https://pib.gov.in/PressReleasePage.aspx?PRID=1635294
https://www.pib.gov.in/PressReleasePage.aspx?PRID=1684381
https://pib.gov.in/PressReleasePage.aspx?PRID=1679349
https://indiaai.gov.in/news/indian-army-sets-up-quantum-computing-lab-and-ai-centre-in-mp
https://pib.gov.in/PressReleaseIframePage.aspx?PRID=1762590
https://pib.gov.in/PressReleaseIframePage.aspx?PRID=1762590
https://pib.gov.in/PressReleaseIframePage.aspx?PRID=1762590
https://pib.gov.in/PressReleaseIframePage.aspx?PRID=1762590
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3.3 注目研究機関・大学

政府の支援により量子研究に必要な資金が投入される一方で、量子研究コミュニティも多様化してきてい

る。RRI の量子情報計算ラボ（QuIC: Quantum Information and Computing Lab）は単一光子、量子もつれ

光子など光量子技術にいち早く取り組んだ研究グループの 1 つである。このラボは量子通信、量子計算、量

子基礎、量子情報処理などにも力を入れている。チェンナイにある数理科学研究所と HRI は量子情報と量

子光学の理論研究に注力している。また IISc、IISER モハリ校、IIT ムンバイ校、IIT マドラス校などの研

究機関は、実験・理論の両面から研究を進めている。

ムンバイにあるTIFRやIISERプネ校は、量子ビットの実験的研究に力を入れている。特にTIFRには、ヴィ

ジャヤラガヴァン教授を中心とする超伝導量子ビットの実験グループがある。IISER プネ校には、NMR ベー

スの量子ビットやイオントラップシステムを研究する専門の実験グループがある。IISER プネ校にはインド

政府により量子技術の技術革新ハブ I-HUB が設置された。ここに挙げていない大学も含めて、現在では 40

～ 50 の大学が量子技術研究に取り組んでいる。

以下注目機関を機関名のアルファベット順に紹介する。

3.3.1 ハリシュチャンドラ研究所（HRI: Harish-Chandra Research Institute）

ウッタルプラデーシュ州アラハバードにある数学と理論物理学の研究を専門とする機関。研究所には、30

人以上の教員、80 人の大学院生、30 人のポスドクフェロー等が在籍。インド政府の原子力省（DAE）から

資金提供を受けている。物理学部門は、天体物理学、物性物理学、高エネルギー物理学、量子情報・計算、

および弦理論の 5 つのサブグループからなる。

特にインドにおいて論文数、被引用数上位に位置するアディディ・セン・デ、ウジワル・セン教授の量子情報・

計算（QIC: Quantum Information and Computation）グループは、量子アルゴリズム、量子通信、量子暗号、

量子もつれの理論など量子情報・計算に関する理論研究を行っている。最近では、量子多体系物理学と量子

情報の境界領域、また超低温ガス中や量子光学系での量子コンピュータにも取り組む。

また物性物理学グループでは、物性物理学における場の理論的手法、量子液体、重い電子系、メゾスコピッ

ク系、量子モンテカルロ法による電子構造およびスピントロニクスなどに関する研究を行っている。

3.3.2 インド理科大学院 （IISc: Indian Institute of Science）

ベンガル―ルにあるインド理科大学院（IISc）は、2018 年にインド政府より「卓越研究機関」（Institute 

of Eminence）と認められ、その支援により、2020 年 9 月に量子技術に関するイニシアティブを立ち上げた。

量子技術分野における研究所の専門知識を活用すると同時に、産業界や戦略的パートナーと積極的に関わり、

経済的利益や社会的インパクトをもたらす技術を創造することを目的として、学際的な「量子技術エクセレ

ンスセンター」（CEQT: Center for Excellence in Quantum Technology）を設立。多様な教授陣が一緒に働

いておりインド科学教育研究大学プネ校に続き、インドで２番目に大きな量子技術の研究開発グループで 

ある
25

。

25	 QKRISHI「Top Universities in Quantum Technologies in India」2021 年 9 月 27 日。

https://www.hri.res.in/
https://ceqt.iisc.ac.in/
https://qkrishi.com/blog/f/university-teams-working-on-quantum-technologies-in-india
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アポルバ・パテル（Apoorva Patel）教授が率いる CEQT は、理論・実験の両面から研究を実施している。

実験プログラムでは、超伝導量子ビットデバイス、量子通信用単一光子源および検出器、統合フォトニッ

ク量子ネットワーク、量子センサに重点を置く。実験プログラムをサポートする理論的な取り組みは、特

に量子アルゴリズムやシミュレーション、耐量子計算機暗号など。パテル博士のチームは、2021 年 8 月に

MEITY が立ち上げた量子コンピュータシミュレータツールキット「QSim」の開発でも重要な役割を果た

した。Nature Index では、インドの研究機関として国内 1 位に位置する。

3.3.3  インド科学教育研究大学プネ校（IISER Pune: Indian Institute of Science 
Education and Research, Pune）

インド科学教育研究大学プネ校（IISER プネ校）は、2006 年にプネに設立された研究集約型の教育研究機関。

5 年の修士コースと PhD コースがある。130 人以上の教員、130 名以上のスタッフ、1600 名以上の修士課程

以上の学生が在籍する。PhD コースは、生物学、化学、地球気候科学、人文社会学、数学、物理学からなる。

プネは古くから「インドのオックスフォード」と呼ばれる教育・研究の中心地であり、現在は IT 産業を中

心にめざましい発展を遂げ、多くの IT 関連企業の本部がある。

IISER プネ校は、量子情報、場の理論、量子材料、量子光学、量子制御、量子化学など、量子技術のさま

ざまな分野での研究が行われ、インド国内最大の量子技術関連の教授陣を擁する機関となっている
26

。量子

カオスや量子情報の理論グループのほか、NMR ベースの量子計算とイオントラップ型システムの両方を研

究する専門の実験グループがある。

IISER プネ校には、NM-ICPS プログラムに基づく DST からの支援を受けて、2021 年 4 月に I-Hub 量子技

術財団（I-HUB）が設立されている。I-HUB は IISER の非営利企業であり、物理学部の教授陣が中心となり、

日常的に利用できる量子コンピュータ、新規量子材料などの開発を目的としており、高度なコンピュータシ

ステムの開発や、精密センサ、全地球測位システム用ナビゲーション装置、地質学的マッピング、原子時計、

暗号通信、新材料など、より身近な用途への応用を目指している。IISER プネ校から 13 の研究グループが

参加し、国内 20 以上の研究機関や海外の大学や研究機関とのネットワークを構築する予定である。プロジェ

クトディレクターのウマカント・ラポルは 5 年以内に 10 ～ 30 量子ビットの量子コンピュータの開発を目指

すとしている。この拠点には 5 年間で 17 億ルピー（約 29.3 億円）が計上され、2021 年に約 8 億ルピー（約

13.8 億円）が支出されている。技術移転、インキュベーション、人材育成の支援も行っている
27

。

3.3.4 インド工科大学マドラス校（Indian Institute of Technology Madras）

IIT マドラス校は、量子技術に取り組む研究者がインドで 3 番目に多い機関
28

。物理学科と電気工学科にお

いて量子研究が活発である。物理学部門では、量子メモリやダイヤモンド NV-Center ベースの量子センサ

の構築に重点を置いた実験が行われている。一方、電気工学科では、光量子通信と量子計算アーキテクチャ

を扱うグループが、位相変調された微弱コヒーレントパルスを用いた QKD プロトコルの実証に成功し、セ

キュアな量子通信ネットワークの構成要素となることが期待されている。理論面では、量子誤り訂正、量子

26	注 [25] に同じ
27	 THE	TIMES	OF	INDIA「Quantum tech hub with 13 research groups at IISER」2021 年 4 月 17 日。
28	注 [25] に同じ。

https://www.iiserpune.ac.in/
https://www.iitm.ac.in/
https://timesofindia.indiatimes.com/city/pune/quantum-tech-hub-with-13-research-groups-at-iiser/articleshow/82108593.cms
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もつれ、量子カオス、量子計測など、量子コンピューティングと量子情報理論のさまざまな側面を網羅する

大規模な研究グループがある。物性理論や量子光学の研究も行っており、国内で最も多様性に富んだグルー

プの 1 つとなっている
29

。また、量子計算、量子情報理論、量子材料に特化したセンター・オブ・エクセレ

ンス（CQuICC: Centre for Quantum Information, Communication and Computing）も設立されている。

電気工学科のアニル・プロバカー（Anil Probhakar）教授は、後述する QKD のスタートアップ企業、

QNu Labs の創設者の１人である。

3.3.5 ラマン研究所（RRI: Raman Research Institute）

1948 年にノーベル物理学賞受賞者である C.V. ラマンによって設立された、ベンガルールにある研究所。

当初は C.V. ラマンが個人所有する研究所であったが、現在はインド科学技術省（DOST）から資金提供を

受けている。研究部門は、天文学と天体物理学、光物性物理学、ソフトマター物性物理学、理論物理学の 4

部門に分かれている。

2012 年に光物性物理学部門のアーバシ・シンハ教授により立ち上げられた量子情報・コンピューティン

グラボラトリー（QuIC）は光量子科学技術に特化した研究を行っており、量子もつれ状態にある単一光子

源の製造とその利用法を確立したインドで最初の研究室の 1 つである
30

。研究分野は、自由空間、ファイバー、

集積フォトニクスによる量子鍵配送（QKD）、量子テレポーテーション、デバイス独立型乱数生成などを含

む実験的セキュア量子通信、フォトニック量子コンピュータや量子もつれの静的・動的特性に関する研究な

どがある。2020 年、QuIC はインドで初めて自由空間 QKD プロトコルを開発した。また「qkdSim」と名付

けられた完全なエンドツーエンド・シミュレーション・ツールキットの開発も行っている
31

。同年、更にも

う 1 つの大きな成果として、量子干渉による新しい量子状態推定プロトコルを開発し、実験実証に成功して

いる
32

。

現在ラマン研究所が主導する重要なプロジェクトは３つある。インド宇宙研究機関（ISRO）と 2017 年に

開始した、インド初の衛星長距離量子通信に関するファンディングプロジェクトでは成果として、2021 年

3 月の ISRO による 300m 以上の自由空間における量子通信実証に先立ち、同年 2 月に 50 メートル離れた

2 つの構造物間の量子通信を QuIC が実証した。この実験では量子鍵配送技術も使用された。その他、DST

の QuEST プログラムによるファイバーでの量子通信に関するプロジェクト、インドとイタリアの 2 国間で

進められている、インドートレント先進研究プログラム（ITPAR: India-Trento Programme on Advanced 

Research）による統合光学システムに基づく量子鍵配送のプロジェクトが実施されている。

29	 DWHI	NEW	DELHI「INDIA: MAKING STRIDES IN THE SECOND QUANTUM REVOLUTION」最終アクセス：2022 年 8 月 1 日。
30	注 [29]に同じ。
31	 	R.	Chatterjee,	K.	Joarder,	S.	Chatterjee,	B.	C.	Sanders	and	U.	Sinha	(2020)	"qkdSim: An experimenter's simulation toolkit for QKD 

with imperfections, and its performance analysis with a demonstration of the B92 protocol using heralded photons,"	Physical	
Review	Applied	14,	024036.

32	 S.	N.	Sahoo,	S.	Chakraborti,	A.	K.	Pati,	and	U.	Sinha	(2020)	"Quantum State Interferography,"	Physical	Review	Letters	125,	123601.	

https://www.rri.res.in/
https://www.dwih-newdelhi.org/en/topics/quantum-computing/india-making-strides-in-the-second-quantum-revolution/
https://journals.aps.org/prapplied/abstract/10.1103/PhysRevApplied.14.024036
https://journals.aps.org/prapplied/abstract/10.1103/PhysRevApplied.14.024036
https://journals.aps.org/prl/abstract/10.1103/PhysRevLett.125.123601
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3.3.6 タタ基礎研究所（TIFR: TATA Institute of Fundamental Research）

TIFR は、DAE 傘下の国立研究センターであり、修士・博士号を授与する教育機関でもある。1945 年、ホミ・

バーバの構想のもと、サー・ドラブジ・タタ・トラストの支援を受けて設立
33

された。TIFR では、物理学、化学、

生物学、数学、コンピュータサイエンス、科学教育の分野で基礎研究が行われている。ムンバイのメインキャ

ンパスのほか、プネ、ベンガルール、ハイデラバードにもセンターがある。Nature Index では、インドの

研究機関として国内 3 位に位置する。

ヴィジャヤラガヴァン（R. Vijayaraghavan）博士が率いる量子計測・制御研究ラボ（QuMaC: Quantum 

Measurement and Control Laboratory）の主な研究分野は、量子誤り訂正、量子シミュレーション、新し

い量子ビットの設計、量子限定パラメトリック増幅器、量子の弱測定などが挙げられる。QuEST プログラ

ムからファンドを獲得し、超伝導回路を用いた量子プロセッサのスケールアップについての研究を実施して

いる。トランスモン量子ビットを研究しており、最近では 3 量子ビット全てがお互いに結合する量子プロセッ

サを開発し、その特性を明らかにした
34

。現在は、量子アルゴリズムの開発等に取り組むインドの大手 IT サー

ビス企業であるタタコンサルタンシーサービス社や DRDO と協力し、7 量子ビットのプロセッサ開発を目

指している
35

。NM-ICPS、DST から広範な資金援助を受けて、すでに人工原子のように振る舞う回路を確立

しており、こうした量子システムの構築と制御を目指している。

3.4 注目企業

インドにおいても、IBM や Microsoft などの世界的に有名なハイテク企業のほか、多くの企業やスター

トアップが量子コンピューティングのソフトウェアやハードウェア開発への参入を始めている。インド初

の量子コンピューティング・スタートアップである Qulabs、ベンガルール拠点の QpiAI tech、セキュア

な量子暗号製品に取り組む QNu Labs、チェンナイ拠点の Quantica Computacao、ビライ拠点の BosonQ、 

Automatski、 Taqbit Labs、コルカタ拠点の QRDLab など、複数の量子コンピュータ分野で研究、教育、コ

ンサルティングを推進する取り組みが進められており、インドには 15 以上のスタートアップが立ち上がっ

ていると言われている
36

。以下では特に注目すべき 5 社について詳述する。

3.4.1 QNu Labs

IIT マドラス校で創業された量子暗号製品に取り組むインド初のスタートアップ。IIT マドラス校のアニ

ル・プロバカー教授が 2016 年に創業し、テクニカルアドバイザーとして参画する。約 40 名のメンバーが所

属し、ベンガルールに拠点を置く。乱数発生器、量子鍵分配器、鍵管理のための量子セキュアプラットフォー

ムを提供している。銀行、通信、IT インフラ、防衛、OEM（相手先ブランド製造）などの業界を主なター

ゲットとし、IoT 機器、POS 機器、モバイル機器のセキュリティを確保するための量子技術を構築している。

15 社以上の顧客を持ち、2022 年の収益見込は 200 万米ドルである。

33	タタ基礎研究所「沿革とビジョン」最終アクセス：2022 年 6 月 10 日。
34	 	Tanay	Roy,	Sumeru	Hazra,	Suman	Kundu,	Madhavi	Chand,	Meghan	P.	Patankar,	and	R.	Vijay	“Programmable Superconducting 

Processor with Native Three-Qubit Gates,”	Physical	Review	Applied	14,	014072.	
35	 AnalyticsIndiaMagazine「India fast-tracks quantum research, joins han2d with Finland」2022 年 4 月 29 日。
36	注 [6] に同じ。

https://www.tifr.res.in/
https://www.qnulabs.com/
https://www.tifr.res.in/portal/history.php
https://journals.aps.org/prapplied/abstract/10.1103/PhysRevApplied.14.014072
https://journals.aps.org/prapplied/abstract/10.1103/PhysRevApplied.14.014072
https://analyticsindiamag.com/exclusive-india-fast-tracks-quantum-research-joins-hand-with-finland/
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3.4.2 QpiAI

CEO でもあり、英国コベントリー大学で機械学習、AI の博士号を持つナゲンドラ・ナガラジャ（Nagendra 

Nagaraja）が 2019 年に創業した。10 社以上の顧客を持ち、2022 年の収益見込は 200 万米ドルである。複数

の関連会社を持ち、量子技術関連の他、AI、ナノテクノロジー、超伝導、材料、超伝導モーター、固体電池

／量子電池など様々な分野で技術革新を進めている。QpiAI 社は AI モデリングプラットフォーム、AI と量

子のマーケットプレイス、AI を利用した量子モデリングプラットフォームを提供するほか、古典と量子の

ハイブリッド型の計算機チップを開発し、様々な最適化問題に対するソリューションを提供する。2021 年 5

月には IISc と共同での AI・量子の認証プログラムを開講。8000 人以上の登録があり、約 300 人の受講生が

いる。2022 年 4 月には、フィンランドを拠点としオックスフォード大学スピンアウトスタートアップである

QuantrolOx と 25 量子ビット量子コンビュータのテストベッド開発と、欧州、インド、アジア向け量子ソリュー

ションの提供に合意したばかりである
37

。加えて、フィンランドに新オフィスを開設する計画もある。

3.4.3 Qulabs.ai

インド初の量子コンピューティング・スタートアップである。2017 年に設立され、ハイデラバードとコ

ルカタ、ニュージャージーに拠点を持つほか、IIT ハイデラバード校、IIT コルカタ校、IIT ルールキー校

と共同研究ラボを持つ。量子機械学習、量子通信、量子計算、量子アルゴリズムとシミュレーションなどの

サービスを提供することを目指している。25 名の研究者が在籍し、IITs、ISI、IISc の科学者やエンジニア

からなる学際的なグループを擁する。また、このスタートアップは、新しい量子技術のトレーニング、開発、

橋渡しを提供する QuAcademy を設立している。

3.4.4 Automatski

ロサンゼルス、ニューヨーク、ロンドン、ベンガルールに拠点を持つ研究開発企業。複数の分野で研究を

行っており、量子コンピューティングもその 1 つである。2014 年にロンドンで創業され、2016 年にインド

に拠点を設置した。回路モデル量子計算、断熱量子計算、量子アニーリングなど様々な量子計算モデルに関

するソフトウェア及びシミュレータに関する研究を行う。2018 年には 10 万量子ビット以上の断熱的量子コ

ンピュータとアニーリング量子コンピュータをリリースした
38

。

3.4.5 BosonQ Psi

米ラトガース大学宇宙工学専攻出身のアビシェーク・チョープラー（Abhishek Chopra）とルト・ライン

スワラ（Rut Lineswala）により 2020 年 8 月にチャッティースガル州ビライに設立された。計算流体力学、

計算構造力学、計算熱伝導、複合領域最適化、計算空力音響学等向けの世界トップレベルの量子コンピュー

ティング・ソフトウェア・ソリューションを開発し、航空宇宙、自動車、発電、化学製造、ポリマー加工、

石油探査、医療研究、気象学、天体物理学といった分野への貢献を目指す。

37	 	Businesswireindia「QpiAI と QuantrolOx がインド初の 25 量子ビット量子コンピューティングのテストベッドと欧州およびイン

ド市場向け製品の共同開発に関する MoU に調印」2022 年 4 月 13 日。
38	Automatski	「QUANTUM COMPUTING」2022 年 6 月 13 日。

https://qpiai.tech/
https://www.qulabs.ai/
http://automatski.com/
https://www.bosonqpsi.com/
https://www.businesswireindia.com/qpiai-and-quantrolox-sign-a-mou-to-jointly-develop-india-s-first-25-qubit-quantum-computing-testbed-and-offerings-for-the-european-and-indian-markets-78291.html
https://www.businesswireindia.com/qpiai-and-quantrolox-sign-a-mou-to-jointly-develop-india-s-first-25-qubit-quantum-computing-testbed-and-offerings-for-the-european-and-indian-markets-78291.html
http://automatski.com/quantum-computing.html
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3.5 注目研究者

第 1 章で紹介した論文・特許データをベースに、インドの量子研究コミュニティにおけるポジションや研

究受賞歴等を加味して、注目研究者を選出した。

3.5.1 アーバシ・シンハ（Urbasi Sinha）

量子国家ミッションの提唱者。ケンブリッジ大学にて高温超伝導の研究で博士号を取得し、2007 年の加

ウォータールー大学の量子コンピューティング研究所のポスドクリサーチフェローを経て、2012 年にベン

ガルールにあるラマン研究所の光物性物理学部門の准教授として着任し、現在は教授として、光量子科学・

技術にインドで初めて取り組んだ、量子情報・コンピューティングラボ（QuIC）を率いる。トロント大学

の量子情報・量子コンピューティングセンターとウォータールー大学量子コンピューティング研究所の准教

授でもある。2017 年から 2019 年までホミ・バーバ・フェロー、2020 年以降はカナダのペリメーター研究所

でサイモンズ・エミー・ノーター・フェローを務めている。2019 年には Asian Scientist によるアジアのトッ

プ 100 研究者に選ばれた
39

。ISRO と共同で実施するインドで初めての衛星量子通信のプロジェクトを主導し

ている。現在の関心テーマは、実験的量子情報、量子コンピューティング、量子暗号の実験的研究、量子も

つれの研究、量子インターネットに向けた衛星を用いた量子鍵配送、単一光子源、偏光や他の新しい自由度

に基づくエンタングル光子源。

3.5.2 ラジャマニ・ヴィジャヤラガヴァン（Rajamani Vijayaraghavan）

タタ基礎研究所（TIFR） 物性物理・材料科学科 准教授であり量子計測・制御研究所（QuMaC）を率いる。

2008 年にイェール大学にて応用物理学博士号を取得。カリフォルニア大学バークレー校博士研究員を経て、

2012年よりTIFRの超伝導量子ビットの実験グループに在籍する。トランスモン量子ビットを研究しており、

最近では 3 量子ビットの量子プロセッサを開発し、その特性を明らかにした
40

。

3.5.3 ウマカント・ラポル（Umakant Rapol）

IISER プネ校准教授として原子物理学と量子光学のグループを率いる。超低温原子やイオンを用いた基

礎研究および量子技術の研究を行っている。現在は、量子センシング、量子シミュレーション、精密計測

のためのコヒーレント量子物質の利用を中心とした研究に取り組んでいる。2003 年にベンガルールの IISc

で博士号を取得後、パリの高等師範学校と独インスブルック大学で客員研究員として勤務。GE Research 

Bangalore で約 4 年間研究開発に従事した後、2009 年より現職。DST による NM-ICPS により IISER プネ

校に設立された非営利企業、I-Hub の所長でもある。

39	 Asian	Scientist「2019 Edition Of Asian Scientist 100 Announced」2019 年 3 月 4 日。
40	注 [34] に同じ。

https://www.rri.res.in/people/faculty/urbasi-sinha
https://www.tifr.res.in/~quantro/vijay/bio.htm
https://www.iiserpune.ac.in/research/department/physics/people/faculty/regular-faculty/umakant-d-rapol/324
https://www.asianscientist.com/2019/03/pr/asian-scientist-100-2019-edition/
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3.5.4 ウジワル・セン（Ujjwal Sen）

論文数・被引用数で上位に位置する有力な研究者。ハリシュチャンドラ研究所物理学部門量子情報計算グ

ループ教授。量子情報計算と多体物理学との境界部分を専門として、量子もつれ、量子情報、超低温ガスや

凝縮系、量子光学との相互作用による量子計算を研究する。物理学博士（ポーランド・グダニスク大学理論

物理学・天体物理学研究所）を取得後、2009 年 7 月より同研究所の物理学部門に従事。

3.5.5 アディティ・セン・デ（Aditi Sen De）

量子情報通信に関する研究により 2019 年、インドの優れた研究に贈られるシャンティ・スワラップ・バ

トナガー科学技術賞を物理学分野において女性で初めて受賞した研究者。論文数・被引用数でも上位に位置

する。当時量子もつれの理論に関する世界的な拠点であったポーランド・グダニスク大学にて、夫で同じ量

子情報計算グループ教授のウジワル・センと共に物理学を学び、2004 年に博士号を取得。ウジワル・セン

と共に 2009 年にハリシュチャンドラ研究所に移り、物理学部門教授として量子情報計算グループを発足。

量子情報と通信の理解、特に計算可能な量子もつれ測定と新しい密度行列再帰法の定式化に大きく貢献。関

心分野は量子チャネルの理論、量子暗号のセキュリティ、および量子相関の定量化。

3.6 国際協力・国際共同研究

インド量子技術政策においては、イノベーションを実現するための研究開発力の向上と、人材や研究開発

環境などインフラストラクチャの構築が大きな課題である。様々な施策を通じて人材育成を強力に進める一

方で、限られた研究コミュニティにおいて効果的に研究開発力を向上させるため、技術的に進んだ国々との

国際協力も積極的に進めている。各国との具体的な協力状況を時期の古い順に以下に示す。

（1）イタリア

DST がトレント大学と実施するインド - トレント先端研究プログラム（ITPAR: India-Trento Programme 

for Advanced Research）の Phase ４において、シンハ教授（RRI）による統合光学システムに基づく QKD

のプロジェクト（2019 年～）が実施されている
41

。

（2）フランス

2019 年 8 月に両国政府は量子、AI に関する技術協力に署名した。プネにある C-DAC 本部に量子コンピュー

ティング体験センターを設立し、フランスの IT サービス企業 Atos 社が商用量子学習マシンのほか、関連

リソースやトレーニングを提供し、インドにおける量子教育を支援することとなっている
42

。

41	シンハ教授ウェブサイト「Research」
42	注 12 に同じ。

https://www.hri.res.in/~ujjwal/
https://sites.google.com/view/aditisende
https://sites.google.com/site/urbasisinha/research
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（3）イスラエル

2019 年に次世代太陽光エネルギー、量子デバイス（センシング、通信）を対象に DST がイスラエル

MOST と共同研究プロジェクト公募を実施し、2 年プロジェクトを 8 件採択した。1 プロジェクトあたり

4000 万ルピー（6880 万円）を支援することとなっている
43、44

。

また 2022 年 4 月には DRDO が IIT デリー校と共同で、イスラエル国防研究開発局（DDR&D）と両国共

同の量子技術ロードマップと技術開発計画を作成することを目的に、イスラエルとの二国間 WS を開催し、

フォトニクスを用いた量子コンピューティング、センシング、暗号化、量子磁力計、原子時計、自由空間量

子通信などについて議論した。IISc、TIFR、IIT ムンバイ校、IIT マドラス校、IIT カンプール校、IIT カ

ラグプル校、IIT ティルパティ校、ISER、C-DAC, C-DOT などが参加した
45

。

（4）BRICS

BRICS STI Framework Programme の 2019 年公募
46

において光量子技術が公募テーマの 1 つとされ、イ

ンド、ロシア、中国、南アの 4 カ国による共同プロジェクト「量子衛星とファイバー通信」が採択
47

されて

いる。光ファイバーを用いた 1 万 km 以上の大陸間衛星量子通信路構築を計画しており、光ファイバー通信

のモデル化をインドが担当することになっている。

（5）オーストラリア

2020年6月の首脳サミットで合意された両国外務省間の豪印包括的戦略パートナーシップ（Australia-India 

Comprehensive Strategic Partnership）に基づいて、1270 万豪ドル（約 12 億 700 万円）の豪印サイバー・

重要技術パートナーシップ（AICCTP: Australia-India Cyber and Critical Technology Partnership) が設置

されている。AICCTP は 2020 ～ 2024 年まで実施され、両国の企業や研究者が AI、量子コンピューティング、

ロボティクス等振興技術や重要技術関する共同研究を行うための資金を提供する。オープンで自由かつ、ルー

ルに基づくインド太平洋地域という両国の共通ビジョンに合致するグローバルな技術環境の形成に貢献する

事を目的としている。これまでに二度の公募が実施され、量子技術関連のプロジェクトとしては、2021 年

2 月の第 1 回公募でシドニー大学と Observer Research Foundation （ORF）による「新興量子技術に関する

倫理的枠組みとベストプラクティス開発」のプロジェクトが、2021 年 1 月の第 2 回公募ではビクトリア大

学とグジャラート国立法科大学による「豪印間の越境データ流通―データ、サイバーセキュリティ、AI、量子、

新技術の法・政策・倫理基準の理解」が採択されている。2022 年 9 月に第 3 回公募の実施が予定されて 

いる
48

。

43	 DST「Annual Report2020-2021」
44	 DST「INDIAN-ISRAELI JOINT RESEARCH COOPERATION Call for Project Proposals 2020-2022」
45	インド政府プレス情報局、Indo-Israel bilateral workshop on Quantum Technologies concludes.	
46	 DST「2019 BRICS Calls for Proposals for Multilateral R&D」
47	 DST「Provisional List of scientifically recommended Projects for BRICS CALL 2019 under BRICS STI Cooperation」
48	オーストラリア外務省「Australia-India Cyber and Critical Technology Partnership Grants」2022 年 4 月 22 日。

https://dst.gov.in/sites/default/files/Annual Report 2020-21 in English.pdf
https://dst.gov.in/sites/default/files/For website -CFP India-Israel 2020-2022.pdf
https://pib.gov.in/PressReleseDetailm.aspx?PRID=1814223
https://dst.gov.in/sites/default/files/2019 BRICS Calls for Proposals _0.pdf
https://dst.gov.in/sites/default/files/BRICS 2019 Selected Projects.pdf
https://www.internationalcybertech.gov.au/AICCTP-grant-round-two
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（6）ロシア

インドの量子技術研究をリードする IIT マドラス校や IIT ムンバイ校など、IIT はインド全土で 23 の分

校がある。それら 23 校の卒業生からなる世界最大の卒業生ネットワークを有する IIT 同窓会は、ロシアの

ロモノーソフ・モスクワ大学（MSU）およびロシアのソフトウェア開発企業団体であるラスソフトと 2020

年 8 月、世界最大最速のハイブリッド量子コンピュータをインドに構築することを目的として、重要技術の

移転を受ける MOU を締結した。IP の所有者であるロシアの国営企業が、極低温技術、暗号技術、モジュー

ル化されたクラウド管理技術などの重要なモジュールを IIT 同窓会に移転する予定である
49

。

（7）EU

EU とインドは、2021 年 5 月のインド EU 首脳会議において、人工知能に関する共同タスクフォースの早

期運用開始と、量子・高性能コンピューティングを中心とした技術協力のさらなる拡大に合意している
50

。

また、2022 年 4 月のインド EU 首脳会議では、インド -EU 貿易・技術評議会を発足させている。これは、

地政学的環境の変化を踏まえ、貿易、技術、安全保障において共通の課題に取組み、お互いの協力を深める

ための戦略的メカニズムである。共同声明
51

には明示的に記載されていないが、インド側では 5G や AI に加

えて、量子コンピュータについてもこの枠組みで議論の進むことが期待されている
52

。

（8）フィンランド

フィンランドとは 2021 年 3 月に首脳レベルのバーチャルサミットにおいて、二国間の協力強化が期待

される分野として量子技術・量子コンピュータに言及。2022 年 4 月に両国政府は量子コンピューティング

に関するヴァーチャルネットワークセンターを設立することに合意し、インド DST とフィンランド雇用

経済省が中心となり、両国内の研究機関・企業を繋ぐ仕組みを構築する。IIT マドラス校 , IISER プネ校 , 

C-DAC が参加する予定。製品志向の研究協力を産学で実施する
53

。

（9）日本

日本との関係においては、2022 年 3 月の岸田文雄首相のインド訪問における首脳共同声明「平和で安定

し繁栄した新型コロナ後の世界のためのパートナーシップ」
54

において、両国間で協力を進める分野として量

子通信が挙げられた。それを受け、2022 年 5 月にオンライン開催された日印 ICT 協力枠組みに基づく「第

7 回日印合同作業部会」では、5G、Beyond 5G、海底ケーブルシステム等とならび量子通信について協力関

係の強化に向けた議論がなされている。また、富士通株式会社は 2022 年 4 月、インドの優秀な人材を獲得

し AI や量子ソフトウェアの開発を中心とした研究開発を加速することを目的に、ベンガルールに研究拠点

を設置した。

49	 Adda247「IIT Alumni Council signs MOU with Russia for building Quantum Computers」2020 年 8 月 28 日。
50	 EU 理事会「欧印首脳共同声明」2021 年 5 月 8 日。
51	欧州委員会プレスリリース「EU-India: Joint press release on launching the Trade and Technology Council」2022 年 4 月 25 日。
52	ヒンドゥスタンタイムズ「India, EU launch new body to tackle challenges in trade, tech」2022 年 4 月 25 日。
53	 	インド政府プレス情報局「Visiting Finland Minister of Economic Affairs Mika Lintila meets Union Minister of State (Independent 

Charge) Science & Technology, Dr Jitendra Singh: The two Ministers announce the decision to establish an Indo-Finnish 

Virtual Network Centre on Quantum Computing.」2022 年 4 月 18 日。
54	外務省	日印首脳共同声明「平和で安定し、繁栄した新型コロナ後の世界のためのパートナーシップ」2022 年 3 月 19 日。

https://currentaffairs.adda247.com/iit-alumni-council-signs-mou-with-russia-for-building-quantum-computers/
https://www.consilium.europa.eu/media/49523/eu-india-leaders-meeting-joint-statement-080521.pdf
https://ec.europa.eu/commission/presscorner/detail/en/IP_22_2643
https://www.hindustantimes.com/india-news/india-eu-launch-new-body-to-tackle-challenges-in-trade-tech-101650870156077.html
https://pib.gov.in/PressReleaseIframePage.aspx?PRID=1817841
https://pib.gov.in/PressReleaseIframePage.aspx?PRID=1817841
https://pib.gov.in/PressReleaseIframePage.aspx?PRID=1817841
https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/100319162.pdf
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（10）カナダ

カナダとインドは 2022 年 5 月 19 日にオタワで第 7 回インド・カナダ共同科学技術協力委員会（JSTCC）

会合を開催し、DST が締結しているカナダ自然科学・工学研究会議（NSERC）およびカナダ国家研究会議

（NRC）との２つの MOU を更新した。今回の重点分野には、国家ミッション、量子コンピュータ、人工知

能（AI）、サイバーフィジカルシステムなどが含まれており、両国の共同研究の促進が期待されている
55

。

（11）米国

2022 年 5 月 24 日に東京で開催されたクアッド首脳会議の際、モディ首相はジョー・バイデン米国大統領

と二国間協議を行い、「重要技術・新興技術に関するインド・米国イニシアティブ（iCET）」を立ち上げている。

インドの国家安全保障会議事務局と米国の国家安全保障会議が共同で主導する iCET では、AI、5G/6G、バ

イオテクノロジーなどと並び、量子コンピュータも対象とされており、両国の政府、学界、産業界のさらな

る連携が期待されている
56

。

3.7 量子イノベーションエコシステム

インドにおける量子イノベーションエコシステムに関わっている組織は、加速度的に増えており、政府系

機関（10 ～ 15 機関）、大学（40 ～ 50 機関）、サービスプロバイダー（15 ～ 20 機関）、スタートアップ（15

～ 20 機関）と言われている
57

。図表 3-13 に本章で示した主な機関を記載する。

図表 3-13　インドの量子イノベーションエコシステム

出典：APRC作成

55	インド政府プレス情報局「Renewed MoUs articulate new strategic direction for Indo-Canada S&T co-operation」2022年5月23日。
56	インド外務省「Prime Ministers meeting with President of the United States of America」2022 年 5 月 24 日。
57	注 6 に同じ。

https://www.pib.gov.in/PressReleasePage.aspx?PRID=1827663
https://www.mea.gov.in/press-releases.htm?dtl/35355/Prime_Ministers_meeting_with_President_of_the_United_States_of_America
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4 オーストラリアの量子技術動向

オーストラリアは、各大学で 1990 年代初頭から高水準の基礎研究を蓄積し、量子技術の基礎を築いてきた。

2011 年からは量子専門の CoE が立ち上がり、応用研究も含んだ重点化が進行するとともに、大学発スター

トアップも多く設立されている。産業基盤としては、企業個々の事業活動から、ソフト・ハード両面をカバー

して発展し、CSIRO 支援の下で商業化の取り組みも進んでいる。政府のあらゆるレベルからの継続的かつ

実質的な支援もある。現在、連邦政府の主導により国家量子戦略の作成が進んでいる。

4.1 量子技術政策の動向

1990 年代に第二世代量子技術が出現して以来、オーストラリアはその進歩に重要な役割を果たしてきた。

ロバーソンとホワイトによれば、その基礎研究は主に、H. ベイチョー（Hans Bachor, オーストラリア国立

大学）と G. ミルバーン（Gerard Milburn, オーストラリア国立大学を経てクイーンズランド大学）の両教

授が主導する量子光学と、R. クラーク（Robert Clerk, ニューサウスウェールズ大学）教授が主導する物性

物理学の二分野で進んできたという（いずれも所属は当時）
1

。1990 年代初頭には、関連する研究機関とし

て国立磁気研究所（National Magnet Laboratory）と半導体ナノ加工施設（Semiconductor Nanofabrication 

Facility）が設立されていた。

量子光学と物性物理学は当初お互いに交流こそなかったが、20 世紀末、B. ケイン（ニューサウスウェー

ルズ大学ポスドク研究員［当時］）がシリコンベース量子コンピューティングに関する論文を著し、先述の

ミルバーンらが線形光学を用いた量子コンピューティングを理論的に提唱した。これらが契機となり「量

子コンピュータ技術のためのオーストラリア研究評議会特別研究センター（Australian Research Council 

Special Research Centre for Quantum Computer Technology [CQCT]）」の設置につながった。

こうした基礎研究の蓄積が今日の応用研究や技術の商用化を支えていると考えられ、同国の研究開発力を

世界トップ水準へと高めている要因だと言ってよい。

2003 年にはオーストラリア連邦政府研究評議会（ARC: Australian Research Council）主導でファン

ディングプログラムとして卓越研究拠点（CoE: Centre of Excellence）事業が始められ、重点分野で研究

開発の拠点化が推進された
2

。量子分野では、2011 年に開始した工学量子システム CoE（ARC Centre of 

Excellence for Engineered Quantum Systems）において、ミルバーンの研究室に 2450 万豪ドル（約 23.3 億円、

1 豪ドル＝約 95 円）が投じられ、2018 年に終了した。これを皮切りに、2014 年には 1 つ、2017 年には 5 つ

の CoE が設置され現在も進行中であり、今日の特色を形成している。

2010 年代後半、世界の量子技術市場の急速な成熟を受け、再びその研究開発に注力しなければ開発競争

に劣後するという危機感から、オーストラリアは量子技術に注力する戦略を打ち出す。この時期の国家イノ

ベーション戦略を見ると、2015 年の国家イノベーション・科学アジェンダでは「サイバーセキュリティ成

長センター（Cyber Security Growth Centre）を新設し、2600 万豪ドル（約 24 億 7000 万円）を投じたシ

1	 	Roberson,	T.M.	and	White,	A.G.	(2019)	“Charting the Australian quantum landscape,”	Quantum	Science	and	Technology,	4,	020505.	
2	 オーストラリア連邦政府研究評議会（ARC）”ARC Centres of Excellence.”	

https://researchers.uq.edu.au/researcher/8
https://doi.org/10.1088/2058-9565/ab02b4
https://www.arc.gov.au/funding-research/funding-schemes/linkage-program/arc-centres-excellence
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リコン量子回路を構築するとうたわれている
3

。これは 2017 年に産業成長戦略の一環で「AustCyber」
4

とし

て設置され、国内 230 超の専門企業と専門家が参画している。

更に近年になると、政府の関係諸機関は相次いで将来のロードマップを提示し、連邦政府を中心に強化策

を講じるようになっている。

2020 年 5 月、 オ ー ス ト ラ リ ア 連 邦 科 学 産 業 研 究 機 構（CSIRO: The Commonwealth Scientific and 

Industrial Research Organisation）は、量子技術の産業化に関するロードマップとして「オーストラリアの

量子技術産業の成長　(Growing Australia's Quantum Technology Industry)」を発表した。この中に示され

た「2040 年量子技術産業ビジョン」によると、量子技術の世界市場は、2012 年から 18 年の間で約 4 倍に成

長し、2040 年までに 860 億豪ドル（約 8 兆 1700 億円）に達すると予測されている。CSIRO は、量子技術

の応用が見込める産業分野として、ヘルスケア・医療、防衛、天然資源、金融サービスの 4 つを挙げ、それ

ぞれ、量子センシング・計測（メトロロジー）、量子コンピューティング、量子通信の応用可能性について

言及している。

CSIRO ロードマップは、オーストラリアが量子技術分野で過去 20 年間、世界トップクラスの研究蓄積を

有するとし、世界の量子技術市場が急速に成熟する今、その地位を堅守し産業化競争に参入すべきと提言し

ている。これに続く 2021 年には機構内にプラットフォーム（後述）を設置した。一方で同ロードマップでは、

成長戦略策定に際し、技術支援とビジネスチャンス追求のバランス、基礎と応用のバランス、産学連携の方

法、社会課題への対応などを引き続きの課題として指摘している。

他の科学技術と比べても量子技術は重視されている。2021 年 11 月 17 日、スコット・モリソン首相（当時）

は、重要技術青写真（Blueprint for Critical Technologies）を発表し、政府が重点的に取り組む 9 つの技術
5

の

1 つに量子技術を挙げた。その商用化や利活用を推進するため、1 億 1100 万豪ドル（約 105 億 5000 万円）の

投資計画も発表された。国内企業による新市場や投資家へのアクセス支援に 7000 万豪ドル（約 66 億 5000 万円）

を投じて量子商用化ハブを設置し、有志国との戦略的パートナーシップを促進するとしており、産業界と政府

の取り組みを調整するとともに、後述する国家量子戦略の策定で更なる民間投資を呼び込む予定である。

安全保障との関連では、国防省が 2016 年防衛白書（2016 Defence White Paper）で、量子コンピューティ

ングを「革新的兵器製造、超音速、指向性エネルギー兵器、無人システムなどと並び、今後 20 年間で新兵

器として導入する可能性」を示唆している（p.52, 2.43）。防衛科学技術戦略 2030（Defence Science and 

Technology Strategy 2030）では、量子技術を利用した「PNT（紛争環境下での位置ナビゲーション・タイ

ミング）」の実装に言及している
6

。なお陸軍も同様の趣旨で 2021 年 4 月、独自に量子技術ロードマップを

作成している。

3	 オーストラリア連邦政府「国家イノベーション・科学アジェンダ（National Innovation and Science Agenda）」2015 年。
4	 概要はオーストラリア連邦政府ウェブサイト、詳細はオーストラリア産業・科学・資源省ウェブサイトを参照。
5	 	主に取り組む技術は重要鉱物の採掘と加工（critical	minerals	extraction	and	processing）、高度通信（5G・6Gを含む。advanced	

communications	 [including	5G	and	6G]）、人工知能（artificial	 intelligence）、サイバーセキュリティ技術（cyber	security	

technologies）、ゲノム・遺伝子工学（genomics	and	genetic	engineering）、新規抗生物質・抗ウイルス剤・ワクチン（novel	

antibiotics,	antivirals	and	vaccines）、低排出ガス代替燃料（low	emission	alternative	fuels）、量子技術（quantum	technologies）、

自律走行車、ドローン、群ロボット、協調ロボット（autonomous	vehicles,	drones,	swarming	and	collaborative	robotics）。
6	 	PNTが必要とされる背景に関しては、オーストラリアの国防省ウェブサイトも参照のこと。概略すれば「全球ナビゲーション衛

星システム（GNSS）の劣化ないし利用不能な状況下で、傍受・妨害を受けずに指揮命令を実施できるシステムを確保する必要」

から、解読の事実上不可能な量子暗号・通信システムの応用・導入が必要と考えられている。

https://www.csiro.au/en/work-with-us/services/consultancy-strategic-advice-services/CSIRO-futures/Future-Industries/Quantum
https://www.csiro.au/en/work-with-us/services/consultancy-strategic-advice-services/CSIRO-futures/Future-Industries/Quantum
https://www.pmc.gov.au/resource-centre/domestic-policy/blueprint-critical-technologies
https://www.defence.gov.au/about/publications/2016-defence-white-paper
https://www.dst.defence.gov.au/strategy/defence-science-and-technology-strategy-2030
https://researchcentre.army.gov.au/about-us/rico/army-quantum-technology-roadmap
https://www.industry.gov.au/data-and-publications/national-innovation-and-science-agenda-report
https://www.services-exports.gov.au/progress/australian-cyber-security-growth-centre-austcyber
https://www.industry.gov.au/data-and-publications/industry-growth-centres-initiative-progress-and-impact/growth-centre-achievements/cyber-security-growth-centre-austcyber
https://www.dst.defence.gov.au/strategy/star-shots/quantum-assured-pnt
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インフラ整備との関連では、2022 年 4 月 7 日、オーストラリア教育・技能・雇用省が「2021 年国

家研究インフラストラクチャロードマップ（2021 National Research Infrastructure Roadmap National 

Infrastructure）」を公開し、ハイパフォーマンス・コンピューティング（HPC）、エクサスケールコンピューティ

ング、量子コンピューティング、ビッグデータ、商用・非商用クラウドサービス（Nectar Research Cloud, 

AARNet CloudStor など）を将来に必須の技術インフラとして挙げている。

しかしオーストラリアは過去 30 年間、体系的な国家戦略を持たず
7

、量子技術の恩恵を社会に還元し

繁栄と安全に資するよう期待されてきた
8

。これを受けて連邦政府は「国家量子戦略課題文書（National 

Quantum Strategy Issues Paper）」をオンラインで公開し、2022 年 4 月 6 日から 6 月 3 日まで公開ヒア

リングを実施し、産学官はじめ幅広いステークホルダーの意見を収集した
9

。現在、首相科学顧問（Chief 

Scientist）を務めるキャシー・フォーリー（Dr. Cathy Foley）の指導のもと、国家量子戦略を策定中であ

り
10

、9 月 23 日付で、研究開発、商用化、投資、サプライチェーン、国家安全保障等に精通した産業界・学

術界・政府機関の専門家 15 名で構成する「国家量子諮問委員会 (National Quantum Advisory Committee)」

の設立を発表した
11

。

4.2 研究開発動向

第 1 章の論文・特許分析によれば、オーストラリアの論文数は 4223 件で、アジア・太平洋地域の 4 位になり、

特許数は 3 位である。量子技術の中では、量子基盤技術（41％）がもっとも多く、次いで量子コンピューティ

ング（25％）にも注力している（図表 1-8）。またオーストラリア連邦政府の発表
12

によると、量子コンピュー

ティング分野で、オーストラリア国立大学は世界第 6 位、シドニー工科大学は世界第 15 位の研究成果を上

げている。ベンチャーキャピタルの投資額では、米国、カナダ、英国に次いで世界第 6 位である。

大学・研究機関では、先述のように 1990 年代から基礎研究が多く蓄積されていた。また重点化に関しては、

ARC が資金提供する CoE が 2011 年に量子技術でも開始し共同研究が進んだ。中でも、量子計算通信技術

研究センター（CQC²T: ARC CoE for Quantum Computation and Communication Technology）は、シリ

コンベースの量子コンピュータ設計・構築を目指し、1999 年に創設された前身の CQCT 以来、国内で最も

注目を集め、最も多くの資金が投入されている。これらの CoE が参加大学相互の協力を促し、各量子技術

分野では高水準の成果が得られている。また、2017 年から 2024 年まで進行中の工学量子システム（EQUS: 

ARC CoE for Engineered Quantum Systems）は、量子マシンに分類される様々な量子技術で画期的な研究

成果を上げている。また 2018 年 8 月にはこれら CoE のうち 4 拠点が連携し、産官学はじめ多様なステーク

ホルダーがオーストラリアの量子技術の将来を議論する大規模な会議をグレートバリアリーフで開催した。

7	 カナダ先端研究院（CIFAR）A Quantum Revolution - Report on Global Policies for Quantum Technology ,	2021 年 4 月。
8	 注 1 で引用したロバーソンとホワイトの論考でも、結語に「今後期待されること」として言及されている。
9	 	産業・科学・エネルギー・資源省（DISER,	発表当時）「国家量子戦略課題文書（National	Quantum	Strategy	Issues	Paper）」
2022 年 4 月。ニュース記事としては「量子技術の成長に向けた「国家量子戦略（National Quantum Strategy）」を策定　豪政府」

『Science	Portal	Asia	Pacific』も参照。公開ヒアリングの結果を取り入れた戦略の最終的な公開日は未公表である。
10	産業・科学・エネルギー・資源省「オーストラリアの量子ビジョン」2022 年 4 月。
11	「量子産業の強化へ「国家量子諮問委員会」を設立 オーストラリア政府」『Science	Portal	Asia	Pacific』2022 年 11 月 1 日付。
12	 	オーストラリア重要技術政策調整室（Critical	 technologies	policy	coordination	office）「量子コンピュータ」2021 年 11 月。文献

数や特許数の集計は何らかの外部情報源に拠っていると思われ、全体の枠組は、ARCがまとめた「研究インパクトの原則とフレー

ムワーク」に基づいて分析された結果と推測される。

https://www.dese.gov.au/national-research-infrastructure/2021-national-research-infrastructure-roadmap
https://www.dese.gov.au/national-research-infrastructure/2021-national-research-infrastructure-roadmap
https://cifar.ca/wp-content/uploads/2021/04/quantum-report-EN-10-accessible.pdf#page=25
https://consult.industry.gov.au/national-quantum-strategy-issues-paper
https://spap.jst.go.jp/oceania/news/220502/topic_no_06.html
https://www.industry.gov.au/news/australias-vision-for-quantum
https://spap.jst.go.jp/oceania/news/221101/topic_no_02.html
https://www.pmc.gov.au/sites/default/files/publications/ctpco-tech-cards-quantum-computing-aust.pdf
https://www.arc.gov.au/about-arc/strategies/research-impact-principles-and-framework
https://www.arc.gov.au/about-arc/strategies/research-impact-principles-and-framework
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以下では、近年の個別研究成果をいくつか紹介する。

●シリコン量子ビットの実現に向けた重要なステップ
13

2010 年、CQC2T のアンドレア・モレッロらは、シリコン中の電子スピンをシングルショットで時間分解

的に読み出すことに成功した。これは、リンのドナー原子を、現在のマイクロエレクトロニクス技術と完全

に互換性のある単電子トランジスタと呼ばれる電荷検出デバイスの近くに配置することで実現した。今回実

証された高忠実度の単発スピン読み出しは、シリコンにおける新世代の量子コンピューティングおよびスピ

ントロニクスデバイスの開発への道を開くものである。この研究成果は Nature に掲載された。

●フリップフロップ型量子ビット（Flip-flop qubits）
14

2018 年 2 月にニューサウスウェールズ大学の研究者らは「フリップフロップ型量子ビット」に基づい

た、量子コンピューティングのための根本的な新しいアーキテクチャを発明した。この研究成果は Nature 
Communications に掲載され、他のアプローチで必要とされる原子の正確な配置を必要とせずに、シリコン

量子プロセッサの規模を拡大することができるようになった。重要なのは、量子コンピュータの情報の基本

単位である量子ビットを数百 nm 離して配置しても、結合を維持できることである。

●シリコンベースの量子プロセッサで 99% 以上の精度を達成
15

2022 年 1 月 20 日にニューサウスウェールズ大学シドニー校の研究者らが、量子コンピューティングの誤

りを１％以下に減らすことが可能だと証明し、現在の半導体技術で製造できるシリコンベースの量子デバイ

スの実現に向けた道を開いたと発表した。研究成果は科学誌Nature に掲載され、表紙にも採用された。シ

リコンの半導体スピン量子ビットは、量子情報を長時間保持できる安定性を持ち、既存の先端半導体製造技

術を利用できることから、信頼性の高い量子コンピュータの基盤として有望視されている。

●世界初、弁当箱並の小サイズで室温稼働する量子コンピュータを開発
16

オーストラリア国立大学のスピンオフ企業であるクオンタム・ブリリアンス（Quantum Brilliance） は、

弁当箱に入るほど小型の室温量子コンピュータを世界で初めて開発した。クオンタム・ブリリアンスの量子

コンピュータは、サイズが画期的に小さいだけでなく、希釈冷凍機や真空チャンバーのような極低温環境を

必要とせず、室温で動作できる点が画期的であり、情報保存の問題を解決できると期待されている。

●トランジスタの消費電力を 10 倍以上削減できる方法を発見
17

2021 年 12 月 11 ～ 15 日に米サンフランシスコで開催された 2021 年度国際電子デバイス会議（International 

Electron Devices Meeting）でウーロンゴン大学の研究者らで組織する研究チームが、負の静電容量を持つ

トランジスタにより、電子機器や演算処理のエネルギー使用量を大幅に削減できる可能性を発見した。内部

は電気を流さないが表面では電気を流す性質を持つトポロジカル絶縁体は、シリコンに代わる新たな量子材

料として注目されている。「ARC 未来の低エネルギー電子技術に関するセンター・オブ・エクセレンス」（ARC 

Centre of Excellence in Future Low-Energy Electronics Technologies）の研究チームは、トポロジカル絶

縁体を用いたトランジスタに、負の静電容量を持つキャパシタとして機能する強誘電材料を組み合わせ、低

電圧でのスイッチングを可能にし、エネルギー消費量を 10 倍以上削減できることを発見した。

13	Mollello,	A.	et	al.	(2010)	“Single-shot readout of an electron spin in silicon,”	Nature , 467, pp.687–691.	
14	 	ニューサウスウェールズ大学基礎量子技術ラボ・プレスリリース	“Flip-flop qubits: radical new quantum computing design 

invented,”	February	15,	2022.	
15	 University	of	New	South	Wales,	“Quantum computing in silicon hits 99 per cent accuracy,”	January	20,	2022.	
16	 Australia	Government,	“World-first quantum computers that can fit inside a lunchbox,”	September	3,	2021.	
17	 University	of	Wollongong,	“Research discovery could reduce computing’s unsustainable energy use,”	December	20,	2021.	

https://doi.org/10.1038/nature09392
https://www.nature.com/
https://www.fqt.unsw.edu.au/news/flipflop
https://www.fqt.unsw.edu.au/news/flipflop
https://newsroom.unsw.edu.au/news/science-tech/quantum-computing-silicon-hits-99-cent-accuracy
https://business.gov.au/grants-and-programs/entrepreneurs-programme/customer-stories/quantum-brilliance
https://www.uow.edu.au/media/2021/research-discovery-could-reduce-computings-unsustainable-energy-use.php


61

JST アジア・太平洋総合研究センター　 　APRC-FY2022-RR-01

調査報告書　　アジア・太平洋主要国・地域の量子技術動向

●量子コンピュータのエラー要因を AI で特定　シドニー大学とスタートアップ企業
18

2021 年 8 月 2 日にシドニー大学と量子技術スタートアップ Q-CTRL が共同で、人工知能（AI）の機械

学習を用いて量子コンピュータのエラーの要因を特定する画期的技術を開発した。研究成果は『Physical 

Review Letters』誌に掲載された。この技術により、性能低下の原因を従来にない精度で特定し、量子コン

ピュータの開発期間を短縮できる可能性がある。量子コンピュータの欠点は、環境によるノイズに弱く、性

能低下を引き起こしやすいことである。Q-CTRL の CEO を務める同大学のマイケル・ビアクック（Michael 

Biercuk）教授が率いる研究チームは、このノイズによるエラーに注目した。そして、イオントラップと超

伝導量子コンピューティングハードウェアを用いて、量子アルゴリズムの実行に必要な条件からのわずかな

逸脱を検知する技術を開発した。Q-CTRL の研究チームは、測定した逸脱の原因を正確に特定するために、

独自の機械学習アルゴリズムを用いて測定結果を処理する手法を開発した。さらに同社の既存の量子制御技

術も用い、実際のノイズと、測定で生じる「見かけ上の誤り」（phantom artefact）を容易な区別を可能にした。

4.3 注目研究機関・大学

オーストラリアのほとんどの主要大学では、量子技術に関する教育課程、研究室が存在する。また先述の

通り、研究評議会が選定し資金を拠出して立ち上げた 6 つの ARC CoE
19

が参加大学相互の協力を促し、総じ

て量子技術分野では高水準の研究成果を上げている。また、ARC CoE 以外にも多くの研究機関、大学が、

独自に研究拠点や教育拠点を設置し、特徴的な量子技術研究および教育を実施している
20

。その量と質は、

量子技術分野で先を行くアメリカやヨーロッパ諸国、および本報告書第 2 章で扱った中国に迫る水準と見て

差し支えないと思われる。

以下では国内最大規模の研究機関である CSIRO、続いて量子技術を重点的に研究する 6 つの CoE、そし

て量子技術専門の研究室・研究部局を擁する大学の順に紹介する。

18	 University	of	Sydney,	“Q-CTRL unveils machine learning technique to pinpoint quantum errors,”	August	2,	2021.	
19	 	ARC は 3 年ごと（2011、2014、2017、2020 の各年）に様々な研究分野を CoE として選定し、概ね 7年間の時限付きでグラント

を拠出している。各CoEの受給額など詳細はオーストラリア研究評議会センター・オブ・エクセレンスのウェブサイトを参照した。
20	個別大学の基本情報は JST/CRDS「科学技術・イノベーション動向報告 オーストラリア編（2016 年度版）」を参照した。

https://www.sydney.edu.au/news-opinion/news/2021/08/02/q-ctrl-university-of-sydney-announce-machine-learning-pinpoint-quantum-errors.html
https://www.arc.gov.au/grants/linkage-program/arc-centres-excellence/
https://www.jst.go.jp/crds/report/AU20170321.html
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図表 4-2　量子技術に関する CoEと主な研究分野

出典：各種資料から APRC作成

4.3.1  量子技術未来科学プラットフォーム（Quantum Technologies Future Science 
Platform）- CSIRO

2021年、CSIROに設立。初代ディレクターはジム・ラボー（Jim Rabeau, 元シドニー大学教授、産業・イノベー

ション・商業化のためのシドニーナノ研究所副所長）が務めている。このプログラムでは、政府の「Modern 

Manufacturing Priorities」に沿った様々なアプリケーションや、農業や環境分野を対象とした量子技術開発

を行い、量子センシング、量子通信、量子コンピュータに注力して研究に取り組んでいる。

4.3.2  量子計算・量子通信技術研究拠点（CQC²T: ARC CoE for quantum Computation 
and Communication Technology）

量子コンピューティング分野で高水準の研究成果を上げる CoE。グローバルな量子コンピューティング情

報ネットワーク（超高速量子計算、絶対的な量子セキュア通信、分散型量子情報処理）の技術開発に焦点を

当てている。オーストラリア研究評議会（ARC）、米国陸軍研究局、半導体研究公社、国防総省、ニューサ

ウスウェールズ州政府およびオーストラリアの参加機関から多額の資金提供を受け、2011 年に設立。ARC

の報告書によれば、第 1 期の受給額は 2450 万豪ドル（約 23 億 3000 万円）となっている
21

。ニューサウスウェー

ルズ大学（UNSW: The University of New South Wales）に本部を置き、オーストラリア国立大学、メル

ボルン大学、グリフィス大学、クイーンズランド大学、UNSW キャンベラ校、シドニー大学の各機関から

21	ARC CoE 2011 年次報告書の表 3による。

https://research.csiro.au/qt/
https://www.cqc2t.org/
https://www.arc.gov.au/grants-and-funding/funding-outcomes/selection-outcome-reports/selection-report-arc-centre-excellence-2011
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200 名以上の研究者が参加し、19 の組織的プログラム、9 の共同ワークパッケージを展開している。

UNSW は、もとは工科大学として建学され、ARC CoE の前身である量子コンピューティング技術特別研

究センター（SRC）の創設（2000 年）に関わった研究機関である。CQC2T には他に、クイーンズランド大

学、メルボルン大学、グリフィス大学、UNSW キャンベラ校、マッコーリー大学、シドニー大学が参加し、

半導体微細加工ファシリティ、結晶成長、イオン注入、界面解析、レーザー物理学、強磁場・低温環境 を

主要研究分野としている。

4.3.3  工学的量子システム研究拠点（EQUS: ARC CoE for Engineered Quantum 
Systems)

2017 年設立、ARC からの受給額は 3190 万豪ドル（約 30 億 3000 万円、2017 年から 7 年間）。量子技術の

工学的応用に注力し、量子状態を現実社会に役立てる量子マシンを構築し、未来をデザインすることをミッ

ションに掲げる。量子状態において、基礎物理学と工学の境界で最も困難な研究課題を解決するとともに、

産業界のパートナーと協力しつつ、科学的発見を実用的なアプリやデバイスとして開発し、最先端の研究、

革新、起業家精神に富む新しい世代の科学者を育成するとしている。クイーンズランド大学、シドニー大学、

マッコーリー大学、西オーストラリア大学、オーストラリア国立大学が参加している。

クイーンズランド大学は、EQUS を主導すると共に、CQC2T のノードをホスト
22

する研究機関である。

Edurank では物理と量子分野で国内 1 位、世界 60 位にランクされている
23

。最新の Excellence in Research 

Australia の評価では、量子物理学で「5：世界標準を大きく上回る」という最高の評価を得た。また、多く

のスタッフが ARC の研究員である。

4.3.4  将来の低電子化技術研究拠点 (FLEET: ARC CoE in Future Low-Electronics 
Technologies)

2018 年 6 月 12 日設立。ARC からの受給額は 3340 万豪ドル（約 31 億 7300 万円、2017 年から 5 年間）となっ

ている。物質のトポロジカル状態、原子レベルの薄さの材料、冷原子ガス、超高速レーザー科学といった異

質な科学的要素を首尾一貫した全体へと統合し、新しい量子系における無散逸伝導を用いて計算で消費する

エネルギーを節減するビジョンを描いている。モナシュ大学、UNSW シドニー校、オーストラリア国立大学、

RMIT、スインバン工科大学、クイーンズランド大学、ウーロンゴン大学が参加している。

ホスト研究機関であるモナシュ大学は、海外（中国・インド・イタリア・マレーシア）も含め全 9 キャンパ

スから成り国内最多のコース数を有する。モナシュ量子情報科学拠点 (Monash Quantum Information Science)

では、記憶と制御・幾何と過程・ノイズなど理論と技術の両面から量子コンピュータ技術を研究している
24

。

22	クイーンズランド大学量子技術ラボラトリを参照。
23	量子・物理ランキングを参照。183 カ国、14134 の大学を対象に 246 のトピックを独自の指標に基づいて順位付けしている。
24	ウェブサイトは 2019 年を最後に更新情報が途絶えている。

https://equs.org/
https://www.fleet.org.au/
http://monqis.physics.monash.edu/publications.html
http://quantum.technology/
https://edurank.org/physics/quantum/
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4.3.5 励起子科学研究拠点（ARC CoE in Exciton Science）

2014 年設立、ARC からの受給額は 2300 万豪ドル（約 21 億 8500 万円、2014 年から 7 年間）。この CoE は、

国際的パートナーとの協力で、光エネルギーの高度な分子材料による吸収・輸送・変換過程を操作し、エネ

ルギー供給・利用の新しいアプローチ発見を目指す。産業界と協力し、再生可能エネルギーのための革新的

な解決策を見出すために、太陽エネルギー変換エネルギー効率の高い照明とディスプレイセキュリティ・ラ

ベリング、防衛用光学センサ・プラットフォームなどの課題に取り組んでいる。メルボルン大学のポール・

マルヴァ二―（Paul Malvaney）が主導し、モナシュ大学、RMIT、ニューサウスウェールズ大学、シドニー

大学が参加している。

メルボルン大学のチームには、CQC²T の副所長であるロイド・ホレンバーグ（Lloyd Hollenberg）とデビッ

ド・ジェイミソン（David Jamieson）という 2 人のプログラムマネージャが所属している。メルボルン大学

では、CoE の中で 2 つのプログラムを実施している。ホレンバーグ教授が率いる量子プロセッサ開発プロ

グラムと、ジェイミソン教授が率いる直接イオン注入プログラムである。

メルボルン大学の David Caro Building にある CQC²T のメルボルンノードには、決定論的イオンビーム

施設があるクリーンルーム施設、材料加工・製造研究所、共焦点顕微鏡を備えた量子センシング研究所など、

充実した実験施設がある。メルボルン大学はまた、IBM Q Network
25

の初期メンバーとして参加している。

4.3.6 重力波発見研究拠点（ARC CoE for Gravitaitonal Wave Discovery <OzGrav>）

2017 年設立、ARC からの受給額は 3130 万豪ドル（約 29 億 7400 万円、2014 年から 7 年間）。スインバン

工科大学がホスト研究機関として主導し、西オーストラリア大学物理学研究室に本部を置いている。重力波

の歴史的な初検出を活かして、ブラックホールや時空の歪みといった極限物理現象の理解を通じ、宇宙物理

学への理解を広めることを使命に掲げる。宇宙空間での計測ツールとして、LIGO、スクエアキロメートル

アレイ
26

、次世代重力波検出器の装置開発を行っている。ディレクターを務めるマシュー・ベイルズは 2022 年、

オーストラリア科学アカデミーのフェローに選出されている。

4.3.7  ナノスケールバイオ光子研究拠点（CNBP: ARC CoE for Nanoscale 
BioPhotonics）

アデレード大学（The University of Adelaide）がホスト研究機関として主導し、マッコーリー大学およ

び RMIT と連携している。ARC からの受給額は 2300 万豪ドル（約 21 億 9000 万円、2014 年から 7 年間）。

生体プロセスの信号を識別するための非侵襲的光学モニタリングなど、身体の基本的化学反応のモニタリン

グ分野における基礎科学を開発している。同センターは、新しいバイオイメージングやバイオセンシングの

方法を開発する研究者と、生命科学や医学のエンドユーザーとの知識のギャップを埋める役割を担っている。

25	 	IBM	Q	Network は、フォーチュン 500 の主要企業、研究機関・大学が IBMと協力し、ビジネスと科学への量子技術応用を模索

するネットワーク。量子に関する専門知識とリソースを参加組織に提供し、最先端の汎用量子コンピューティングシステムと技

術スタックへのクラウドベースのアクセスを提供する。
26	オーストラリアに建設される集光面積 1km2 の電波望遠鏡。

https://excitonscience.com/
https://www.ozgrav.org/
https://www.gravity.uwa.edu.au/
https://www.skatelescope.org/
https://www.skatelescope.org/
https://cnbplegacy.org.au/
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ホスト研究機関であるアデレード大学は農学、環境科学、健康科学、鉱物・エネルギー、光工学・先端計

測の研究で強みを有する。2021 年 12 月 1 日に開始した「量子材料戦略」では以下の目標を掲げる。①最先

端の基礎研究と、新しい量子対応技術の実現に焦点を当て世界最高水準の研究能力の確立、②産業界や国防

総省との信頼あるパートナーシップ構築、③量子材料の分野で世界トップ 5 入りの目標、③量子材料への

特化、⑤将来の産業、防衛、学術環境に対応した人材育成
27

。

4.3.8 オーストラリア国立大学 (ANU: Australia National University)

1946 年に建学された、国内唯一の国立大学。当初は大学院大学で、1960 年にキャンベラ・ユニバーシティ・

カレッジ（Canberra University College）との合併で学部が増設され、現在は工学・情報学、医学、生物学・

環境学、物理・数学をはじめとする 7 つの学部を有する総合大学。2011 年にノーベル物理学賞を受賞した

ブライアン・シュミット（Brian Schmidt）が学長（Vice Chancellor）を務め、教授陣、卒業生には 6 人のノー

ベル賞受賞者を輩出するなど他の大学と比べ研究が盛んである。QS 世界大学ランキング 2022 では全体で

27 位。

ANU は、6 拠点ある ARC CoE のうち 4 拠点でパートナーを担い、基礎研究から技術的な応用まで、国

内で最も多く量子技術研究を実施している大学の 1 つである。ANU はまた、関連する新興企業への技術移

転にも優れている。

4.3.9  シドニー大学量子制御研究室（QCL: Quantum Control Laboratory, University of 
Sydney）

1850 年に建学された国内最古の大学。初代首相のエドモンド・バートン（Edmund Barton）、第 25 代首

相のジョン・ハワード（John Howard）をはじめ多くの政治家や著名文化人を輩出している名門校である。

シドニー圏内に 8 つのキャンパスを持ち、QS 世界大学ランキング 2022 では、全体で 38 位である。基礎物

理学、量子情報科学から技術開発まで幅広い。

同大学の量子科学研究グループは、量子情報（イオントラップ方式のコンピューティング）、化学・材料

のための量子シミュレーション、量子センシング・計測、および量子制御工学に分かれて活動している。

Microsoft Station Q Network のグローバル研究ノード（ライリー教授が主導）をホストしており、オース

トラリア初の量子技術スタートアップ Q-CTRL（ビアクック教授が創業・主導）の設立につながった。同大

学はマイクロソフト社と複数年のパートナーシップを締結し、1 億 5000 万豪ドル（約 142 億 5000 万円）を

投じて、シドニー・ナノサイエンス・ハブ内に、シドニーとオーストラリアにおける量子研究のための環境

と基盤を構築した
28

。

27	アデレード大学「量子材料でより良い世界を実現」2021 年 12 月。
28	シドニー大学「マイクロソフト - 量子コンピューティング研究」2017 年。

https://physics.anu.edu.au/research/qst/
https://quantum.sydney.edu.au/research/quantum-control-laboratory/
https://www.adelaide.edu.au/newsroom/news/list/2021/12/01/quantum-materials-deliver-a-better-world
https://www.sydney.edu.au/nano/industry-partners/case-studies/microsoft-quantum-computing-research.html
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4.3.10  西オーストラリア大学ポージー・スーパーコンピューティング研究センター（Pawsey 
Supercomputing Research Centre, The University of Western Australia)

1911 年建学。メルボルン大学、モナシュ大学、クイーンズランド大学に次いで、高被引用数を持つ研

究者の多く所属する研究力の高い大学。2014 年連邦政府と州政府の支援を受け、前身の iVEC を「電波

天文学の父」の名にちなんで改称し「ポージー・スーパーコンピューティング研究センター」（Pawsey 

Supercomputing Research Centre, 以降ポージーと略）が開設された。オーストラリアが高速計算機分野の

ビジネスチャンスを生かせるよう、量子コンピューティング・イノベーション・ハブで研究を推進している。

ポージーは、2022 年前半にこのハブでパイロットプログラムを実施し、約 30 名の同大学量子コンピュー

ティング専攻の学部 3 年生に実機を直接体験させる予定である。この試験的プログラムを通じて、学生がど

のように量子コンピュータを使用するかを追跡し、ハードウェアの利用しやすさを長期的に向上させる予定

である。このハブには、2 量子ビットの SpinQ Gemini と 3 量子ビットの Triangulum という 2 台の量子コ

ンピュータがある。これらは室温で機能し、完全な量子制御設計能力を備えている。

4.3.11  シドニー工科大学量子ソフトウェア・情報センター（QSI, University of 
Technology Sydney）

シドニー工科大学では、将来の量子技術に必要なソフトウェアと情報処理基盤の開発を目的として研究を

行っている。量子ソフトウェアと情報技術の方法論と機能に焦点を当て、これらの技術の新しいアプリケー

ションの開発に取り組む。研究課題は、以下の 6 つの主要な研究プログラムから構成されている。①量子ア

ルゴリズムと複雑性、② AI の応用と量子コンピューティング、③中間量子コンピューティングとアーキテ

クチャ、④量子プログラミングと検証、⑤量子情報理論およびセキュリティ、⑥量子実験とハードウェア。

大学内にもスタートアップ企業のコミュニティがあり、起業アイディアを持った現地の学生たちも多く集ま

る環境を形成している。博士課程奨学生プログラムを含む人材育成プラットフォームであるシドニー量子ア

カデミー（Sydney Quantum Academy）と共に、シドニー市の量子イノベーションエコシステム醸成に

貢献する優秀な学生の獲得・育成を目指している。

4.3.12  グリフィス大学量子ダイナミクス研究センター (Centre for Quantum Dynamics, 
Griffith University）

2003 年設立。同センターは、理論グループと実験ラボの両方で構成されており、研究者間の強力なコラ

ボレーションを特徴としている。超高速量子プロセス、量子コンピューティング、量子ネットワーク、量子

計測、量子基礎、量子生物物理学など、最先端の研究を行っている。また、オーストラリア研究評議会（ARC）

の CQC2T のノードがあり、オーストラリア国内で唯一、原子、分子、物質をフェムト秒以下の時間スケー

ルでプローブできるオーストラリア・アトセカンド・サイエンス・ファシリティも併設されている。

https://pawsey.org.au/
https://www.uts.edu.au/research/centre-quantum-software-and-information
https://www.sydneyquantum.org/
https://www.sydneyquantum.org/
https://www.griffith.edu.au/centre-quantum-dynamics
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4.3.13  マッコーリー大学マッコーリー量子工学センター（MQCQE: Macquarie Centre for 
Quantum Engineering, Macquarie University)

量子もつれ、重ね合わせ、量子干渉など、量子科学のより複雑な側面の解明と活用に焦点を当て、現実の

量子性をより深く探求し、古典物理学の法則では不可能な、新しいタイプの機能を提供する量子世界のエン

ジニアリングに着手することを目指し、量子センサ、量子シミュレーション、量子コンピュータなどの研究

を行っている
29

。

4.3.14  ロイヤルメルボルン工科大学ダイヤモンド量子材料研究ハブ（Research Hub for 
Diamond Quantum Materials, Royal Melbourne Institute of Technology [RMIT])

 2022 年４月 21 日設立。ダイヤモンドベースの量子コンピュータを研究・開発するために、キャンベラに

拠点を置くオーストラリア・ドイツの量子コンピューティング企業「クオンタム・ブリリアンス」（後述）とラ・

トローブ大学（La Trobe University）とが RMIT 内に共同設立した。ダイヤモンド材料科学において世界

最高水準の専門性とリソースを基に、次世代の量子コンピューティング構築を目指す
30

。RMIT は ARC の量

子計算・通信技術センター（CQC²T）のノードの 1 つであり、量子計算と情報の研究を行う QuRMIT
31

グルー

プがある。

4.4 注目企業

オーストラリアでは、大学の教授らが数多く創業に携わり、量子コンピュータ技術に注力している。とり

わけ、シドニー大学発のスタートアップ企業 Q-CTRL は、同分野で世界的に著名である。

オーストラリアの量子スタートアップは近年、投資家の間でも注目されている。量子サイバーセキュリ

ティ・ベンチャーの QuintessenceLabs は 2021 年 10 月、CSIRO の VC ファンド Main Sequence が主導す

るシリーズ B ラウンドで 2500 万豪ドル（約 23 億 8000 万円）を調達したと発表した。また、2021 年 8 月に

は Quantum Brilliance が、やはり Main Sequence の支援を受け、1300 万豪ドル（約 12 億 4000 万円）のシー

ド資金を調達している
32

。また、2021 年 11 月にはニューサウスウェールズ州の出資でシドニー市スタートアッ

プハブの Tech Central 内に「The Quantum Terminal」が開設された
33

。シドニー量子アカデミー（4.3.11

で言及）のほか、企業では Q-CTRL と Quantum Brilliance の 2 社が入所している。

政府の助成金だけでなく、テック系の大手企業もオーストラリアの量子技術に投資を行っている。世界最

大手のマイクロソフト社は、シドニー大学のデビッド・ライリー教授（EQUS）の量子工学研究に数千万ド

ルもの投資を行っている。一方、オーストラリアの金融機関や通信会社は、量子コンピュータの開発・実用

化に取り組んでいるシリコン・クオンタム・コンピューティング社を支援している。現在、世界には量子関

連のスピンオフ企業やスタートアップ企業が 70 社以上あり、そのうち 5 社がオーストラリアを拠点として

29	The Macquarie Centre for Quantum Engineering (MQCQE)	
30	“New hub to make diamond-based quantum computers.”	リリース以降、リサーチ・ハブ専用ウェブサイトも開設された。
31	 QuRMIT	(Ker-Mit)	研究グループのウェブサイト
32	“Australia ramps up quantum computing focus with $70 million commercialisation hub,”	Startup	Daily ,	November	17,	2021.	
33	ニューサウスウェールズ州プレスリリースより

https://www.mq.edu.au/research/research-centres-groups-and-facilities/innovative-technologies/centres/mqcqe
https://www.rmit.edu.au/news/all-news/2022/apr/diamond-quantum-computing-hub
https://thequantumterminal.com/
https://www.mq.edu.au/research/research-centres-groups-and-facilities/innovative-technologies/centres/mqcqe
https://www.rmit.edu.au/news/all-news/2022/apr/diamond-quantum-computing-hub
http://www.diamondquantummaterials.com/
https://qurmit.org/
https://www.startupdaily.net/topic/politics-news-analysis/australia-ramps-up-quantum-computing-focus-with-70-million-commercialisation-hub/
https://www.nsw.gov.au/media-releases/tech-central-quantum-terminal
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いる。4.1 で引用したロバーソンとホワイトが述べる「この分野へ注いだ多大な支援の結果として、明確な

科学的レガシーが存在する」という自己評価は、適切なものと考えてよい
34

。

図表 4-3 で、CSIRO ロードマップに示された国内の量子関連企業 14 社について、州別・分野別の分布を

示した。●の数字は州内に存在する企業数を表し、図に示された通り、首都圏とニューサウスウェールズ州

で特に多く、それぞれ 4 社、5 社となっている。本節ではこの 14 社を注目企業として捉え、アルファベッ

ト順に事業概要と主力商品を簡潔に紹介する。

図表 4-3　オーストラリアにおける量子関連企業

出典：CSIROロードマップ , p.10の図を APRC翻訳

4.4.1 Archer

量子情報処理を可能にする材料を提供する企業。国内およびアジア、EU、米国で特許認可された 12 CQ

量子ビット・プロセッサ・チップを開発し、社会で普及する電子機器に組み込み一般所有を可能にするソ

リューションを提供する。シドニー工科大学構内にナレッジ・ハブを設置し、アデレードにも拠点を置く。

4.4.2 QuantX Labs

2016 年に CryoClock として創業、後に改称し現社名となる。旗艦商品である量子時計 C-ROC や

Cryoclock をはじめ、PNT や位置情報システムへの応用が見込まれる超高精度時間・周波数ソリューショ

ンを主に開発している。超高純度サファイアクリスタルは、市販の既存システムと比べ 1000 倍も純粋な信

号を生成できる。また超低ノイズ合成技術により、HF 帯から X 帯までのあらゆる周波数を発生できる究極

のシステムである。

34	注 1 に同じ。

https://doi.org/10.25919/5ecc15b7d711a
https://archerx.com.au/our-business
https://quantxlabs.com/
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4.4.3 H-bar consultants

量子物理学と量子技術の世界的な専門家によって設立された、量子技術に特化したコンサルタント企業。

シドニー工科大学上級講師のサイモン・デビットが共同設立者兼マネージング・ディレクターを務める。

4.4.4 Liquid Instruments

実験的計測・制御のための再構成可能なハードウェアを販売・開発する企業。ANU 教授でもあり量子計

測を専門とする D. シャドック（Daniel Shaddock）が CEO を務める。

4.4.5 LuciGem

2019年11月創業。量子工学、生命科学、生体医学への応用を目指した蛍光性ナノダイヤモンドを販売・開発。

CSIRO 量子技術未来科学プラットフォームの量子技術ディレクターである J. ラボ―（James Rabeau）

が共同創業者兼 CEO を務める。

4.4.6 Max Kelsen

機械学習・人工知能（AI）のソリューションとコンピューティングコンサルティングを提供する企業。

AWS、デロイト、ドミノ等の米国グローバル企業によるテック系アワードで多数受賞し、ブリスベンに本

社を置く。

4.4.7 MOGlabs

2007 年、メルボルン大学の研究者であるショルテン（Robert Scholten）らにより創業。波長可変レーザー、

レーザー電子機器、光増幅器、無線周波数合成装置、レーザー波長測定装置など、量子技術に不可欠な高性

能レーザー技術を研究機関向けに適価で販売・提供する。ARC CoE EQUS の参加メンバーでもある。

4.4.8 Nomad Atomics

フィールドでの使用に適して設計された小型量子センサを製造する企業。デコヒーレンスとエラーを低減

する量子制御ソリューションを提供する。

4.4.9 Quantum Brilliance

ANU のポスドク研究員や講師らが 2019 年 10 月に興したスピンオフ企業。ダイヤモンドを用いた量子コ

ンピューティング技術を開発し、簡単な制御で常温動作と高性能の発揮を共に実現する。4.2「研究開発動向」

で述べたように、最近はその超小型化にも成功した。

http://www.h-bar.com.au/
https://www.liquidinstruments.com/company/about-liquid-instruments/
https://www.linkedin.com/in/shaddock/
http://www.lucigem.com.au/
https://www.linkedin.com/in/jamesrabeau/
https://maxkelsen.com/
https://research.unimelb.edu.au/work-with-us/case-studies/Designing-precision-laser-technology-for-quantum-physics-researchers
https://findanexpert.unimelb.edu.au/profile/753-Robert
https://www.nomadatomics.com/
https://quantumbrilliance.com/
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4.4.10 QuintessenceLabs

2008 年にキャンベラで創業。量子サイバーセキュリティ製品 Trusted Security Foundation (TSF)400、1

ギガビット / 秒の速度で稼働する乱数生成器などを製造・販売する。ビジネス・インテリジェンス・グルー

プのイノベーションアワード（2022 年）、米国化学会・量子コンピューティング分野優勝（2021 年）など受

賞が多数ある。

4.4.11 Redback Systems

2019 年創業。高解像度広帯域イメージング用のシングルモード・ファイバー小型給電分光器 RS40k を開発・

販売する企業。紫外から近赤外までの幅広い波長域で、顧客のニーズに応じた分光ソリューションを提供し、

詳細なスペクトル解析のためのソフトウェア開発にも対応する。

4.4.12 Rigetti computing (US, previously QxBranch)

元 IBM の量子コンピューティング研究者であるチャド・リゲッティ（Chad Rigetti）が創業者兼 CEO を

務める。米国に本社を置き、オーストラリア支社は、量子コンピュータのアプリケーション開発に注力する。

4.4.13 Silicon Quantum Computing

連邦政府、ニューサウスウェールズ州政府、ニューサウスウェールズ大学、連邦銀行、テルストラによる

合同ベンチャー。CQC2T のディレクターでもあるミシェル・シモンズが創業者兼 CEO を務める。シリコ

ンベースの量子コンピュータの 2023 年完成を目指し、シリコン製の 10 量子ビット量子集積回路プロトタイ

プを開発中である。CQC²T での開発成果をベースに、原子レベルで量子ビットを製造し、シリコン最速の

2 量子ビットゲートを実現する技術の開拓、低ノイズのデバイス、固体で最高精度の量子ビットなど多くの

技術ブレークスルーを創出。当初は 8300 万豪ドル（約 78 億 8500 万円）の資金が提供された。

4.4.14 Q-CTRL

シドニー大学の物理学者マイケル・J・ビアクック（Michael J. Biercuk）教授が 2017 年に創業し、量子ハー

ドウェアの安定性を高めるためのソリューションを提供している。同社が量子コンピュータの量子誤りの特

徴化・制御技術を基に開発した量子スケールのセンシング技術は、実環境でのパフォーマンスを最大 500 倍

改善可能である。

https://www.quintessencelabs.com/
https://www.redback.systems/
https://www.rigetti.com/
https://sqc.com.au/
https://q-ctrl.com/
https://equs.org/users/prof-michael-biercuk
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4.5 注目研究者

第 1 章で紹介した論文・特許データをベースに、オーストラリアの量子研究コミュニティにおけるポジショ

ンや研究受賞歴等を加味して、注目研究者を選出した。

4.5.1 アンドリュー・S. ズラック（Andrew S. Dzurak）

シリコンベースの量子コンピューティングとナノエレクトロニクスの専門家。ニューサウスウェールズ大

学の理学部教授および ARC ローリエイト・フェローであり、シリコン CMOS 技術に基づく量子プロセッ

サチップの開発に力を注いでいる。2006 年からは、オーストラリア国立製造施設の NSW ノードである

ANFF-NSW のディレクターを務めている。このネットワークは、大学を設置基盤とする研究所が研究者や

産業界に最先端の製造施設を提供するためのものである。また、シドニーにある 4 つの大学の研究・教育資

源を結集し、量子経済の発展を促進・支援する「シドニー量子アカデミー」の理事会および技術諮問委員会

のメンバーでもある。主な研究分野は量子計算、ナノ加工技術、シリコンナノエレクトロニクス、単一電子

デバイスと計測。2010 年以降、Science とNature に 20 件以上の論文を発表しており、そのうちの 6 件は、

シリコンチップデバイスにおける 1 量子ビットと 2 量子ビットの量子論理計算の世界初実証を含み、合計で

200 件以上の科学論文を発表しており、13 の特許ファミリーの共同発明者でもある。2011 年にはオースト

ラリア・ユーレカ賞の科学研究部門を、2012 年にはニューサウスウェールズ科学技術賞の工学および情報

通信技術部門の優秀賞を受賞している。

4.5.2 ジェラード・ミルバーン（Gerard Milburn）

クイーンズランド大学名誉教授。研究テーマは量子情報理論、量子基礎、量子光学、量子制御、量子計測

理論。1982 年にワイカト大学で理論物理学の博士号を取得し、光のスクイーズ状態と量子非破壊測定に関

する研究を行った。現在、オーストラリア科学アカデミー、ロンドン王立協会、アメリカ物理学会のフェロー

でもある。

4.5.3 ミシェル・シモンズ（Michelle Simmons AO）

CQC2T のディレクター、またオーストラリア研究評議会（ARC）の桂冠フェローである。世界最小のト

ランジスタ、極細導電線、3D 原子エレクトロニクス、原子ベースの量子ビットを用いた初の 2 量子ビット

ゲートなど、原子スケールでシリコンに電子デバイスを構築する独自の技術を国際的に先駆けて開発してき

た。シリコン・クオンタム・コンピューティング社の創設者兼 CEO として、シリコンベースの量子コンピュー

タ開発の最前線にいる。

4.5.4 ピーター・ターナー（Peter Turner）

シドニー量子アカデミーの CEO を務める傍ら、マッコーリー大学物理学・天文学部の名誉教授を務め、マッ

コーリー大学量子工学研究センターのメンバーとして活躍している。カナダ・トロント大学で物理学の修士

号と博士号を取得した後、カルガリー大学量子情報科学研究所のアルバータ・インジェニュイティ・フェ

https://research.unsw.edu.au/people/scientia-professor-andrew-dzurak
https://smp.uq.edu.au/profile/194/gerard-milburn
https://www.cqc2t.org/prof-michelle-y-simmons-ac/
https://www.linkedin.com/in/peter-turner-3a891025/
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ローシップを経て、東京大学で物理学の助教を務め、約 20 年間にわたり量子情報分野で活躍している。ブ

リストル大学の量子工学博士課程センターのディレクターとして、新興の量子技術産業に向けて卒業生を直

接輩出することを目的とした、おそらく世界初のプログラムを設立した。このセンターでは、斬新な大学院

教育を提供するだけでなく、政府や産業界のパートナーとの連携も監督している。英、米、日本、カナダか

ら 1550 万豪ドル（約 14 億 7300 万円）以上の競争的資金を獲得した幅広い研究実績を持っている。

4.5.5 ロイド・ホレンバーグ（Lloyd Hollenberg）

メルボルン大学教授。1989 年に同大学で物理学の博士号を取得し、その後、日本学術振興会の特別研究

員としてつくばの KEK 加速器研究所に留学。ポスドク期間終了後、物理学部に戻り、研究・教育職に就い

た。数理物理学と格子ゲージ理論の初期の研究は、量子コンピュータへの興味の出発点として自然なもので

あった。2001 年からは、シリコン量子コンピュータのビジョンを推進し、デバイス物理学から量子誤り訂正、

スケールアップに至るまで理論的裏付けを提供している。また、理論的な量子コンピューティングと、半導

体中のスピン量子ビットを用いた量子センシングの実験的実装の両方で貢献し、量子技術の国際的な推進者

として知られている。Science, Nature, Nature Physics, Nature Nanotechnology, Nature Materials, Physical 
Review Letters などの一流誌を含む査読付き学術誌に 250 以上の論文を発表している。2001 年から 2010 年

のトムソン・ロイター社による国勢調査では、量子コンピュータへの貢献で世界第 6 位にランクインしてい

る。ARC ローリエイト・フェローシップ (2013-2018 年 ) のもと、ナノ・バイオの垣根を越えた量子センシ

ングおよびイメージング技術を開発した。ARC 専門家の一員でもあり、2008 年には物理学、化学、地球科

学のパネルで議長を務めた。

4.6 国際協力・国際共同研究

オーストラリアでは近年、政府レベルでの国際協力に再び力が注がれている。もともとオーストラリア

は 21 世紀初頭、量子技術で世界レベルの基礎研究を蓄積していた。しかしオーストラリア戦略政策研究所

（ASPI: The Australian Strategic Policy Institute）の報告書によると、2010 年代の技術投資額は、先進諸国

と比べると少なかったという（ASPI は、各国の量子研究への公的投資を、中国が 130 億ドル以上、ドイツ

が 31 億 5000 万ドル、フランスが 26 億ドル、米国が 26 億ドル、日本が 13 億ドル、豪が 3 億 5000 万ドル［す

べて米ドル概算］と試算している）。加えて同報告書では、有力人材が相次いで国外機関へと移籍し「頭脳

流出」が生じたと指摘されている。J. オブライエンと T. ルドルフが米シリコンバレーのスタートアップ企業

PsiQuantum へ、謝明修が台湾の鴻海研究院へ引き抜かれるなど、5 名が米国、中国、台湾の研究機関・企業

に移籍したと例示している
35

。これらの要因が、量子技術分野での中国の大きな躍進をもたらすと共に、オー

ストラリアの立場から見れば、グローバルな量子技術競争に後れを取る状況になったと指摘されている
36

。

35	 	Brennen,	G.,	Devitt,	S.,	Roberson,	T.	and	Rohde,	P.	(2021)	An Australian strategy for the quantum revolution, Policy	Brief	Report	

No.	43,	Canberra:	Australian	Strategic	Policy	Institute,	p.14.	
36	 	Jackett,	J.	“Realising Australia’s quantum potential,”	Analysis,	Australian	Institute	of	International	Affairs,	December	15,	2021.	

類似の評価は、注 32 で引いたASPI の報告書でも見られる。なお著者のジャケットによれば、量子関連技術に「GPS が劣化した

環境や拒否された環境での位置、ナビゲーション、タイミングソリューションなどのプロジェクトが含まれる可能性がある」と

している。

https://findanexpert.unimelb.edu.au/profile/3038-lloyd-hollenberg
https://ad-aspi.s3.ap-southeast-2.amazonaws.com/2021-05/Quantum revolution-v2.pdf?VersionId=tST6Nx6Z0FEIbFDFXVZ2bxrGp2X8d.iL
https://www.internationalaffairs.org.au/australianoutlook/realising-australias-quantum-potential/
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また 2021 年 9 月には、米国・英国との地域安全保障枠組みである AUKUS が締結された。この新たなパー

トナーシップは、適切な国際協力により、量子技術をはじめ重要技術・機密技術を保護する必要性を示唆し

ている。

以上に述べた背景から、幾つかの諸外国と協力枠組みが模索されている。

アメリカとの政府間協力に関しては、国務省が 2021 年 11 月 17 日、量子科学技術協力に関して共同声明

を発表した
37

。両国のパートナーシップ促進と国家間協力の実現を目的として、「両国へ相互に利益をもたら

す有意義な実用化のための協力」「研究インテグリティの共通原則に裏打ちされた共同研究、共同開発、共

同利用の推進」「信頼できる量子技術市場と安全なサプライチェーンの構築」「国家安全保障に関わる機密技

術の取決による保護」を掲げている。協力を実現する手法として、豪政府は「量子政策対話」を挙げている。

これは両国代表者が共同議長を務め、技術担当の政府高官による定期会合を開催し、情報交換、実践的取組

みの確認、および本共同声明に基づく協力の見直しを行うものである。また、本共同声明に基づく特定のト

ピックを推進するために、追加の実務者会議を招集するとしている。

また、インドとは、両国の共同研究を推進する基盤として、連邦政府が「豪・印戦略研究ファンド（AISRF: 

Australia-India Strategic Research Fund）」
38

を 2006 年に創設し、以後毎年、研究プロジェクトを募集してい

る。最新の第 14 次募集では、量子技術、重要鉱物、感染症防止・制御を含む諸分野に約 520 万豪ドル（約

49 億 4000 万円）の拠出が予定されている。具体的には「センシング機能改良のための量子を用いた原子重

量測定」で、オーストラリア国立大学に 100 万豪ドル（約 9500 万円）が割り当てられている。

その他諸外国との協力に関して、オーストラリア科学技術担当相は4月7日、「グローバル科学技術外交ファ

ンド（GSTDF: Global Science and Technology Diplomacy Fund）」の「戦略的要素（strategic element）」

の初年度における優先分野と、特定パートナー（Identified partners）として指定する国を発表した
39

。人工

知能（AI）および量子コンピューティングの分野で、日本、イギリス、フランス、スペイン、アメリカと

の共同研究が期待されている。

37	Department	of	 Industry,	Science	and	Resources,	Australian	Government.	“Australia signs quantum technology cooperation 

agreement with United States.”	米国の声明は以下抄訳記事も参照した。科学技術振興機構	研究開発戦略センター（CRDS）「米豪

が量子科学技術協力に関する共同声明を発表」2022 年 2 月 21 日。
38	 	AISRF の概要はインド科学技術省「第 10 次募集にあたってのガイドライン」を参照した。最新の第 14 次募集に関しては、メリッ

サ・プライス科学技術担当相、メディアリリースを参照のこと。
39	 	「科学技術の国際共同研究の支援でファンドの優先分野とパートナーを発表　豪政府」『Science	Portal	Asia	Pacific』2022 年 5 月

11 日。

https://www.industry.gov.au/news/australia-signs-quantum-technology-cooperation-agreement-with-united-states
https://www.industry.gov.au/news/australia-signs-quantum-technology-cooperation-agreement-with-united-states
https://crds.jst.go.jp/dw/20220221/2022022131145/
https://crds.jst.go.jp/dw/20220221/2022022131145/
http://dst.gov.in/sites/default/files/Indo-Australia-call-for-proposal-Round-10-from-Indian-side -Final.pdf
https://www.minister.industry.gov.au/ministers/price/media-releases/52m-grants-australia-india-research-projects
https://www.minister.industry.gov.au/ministers/price/media-releases/52m-grants-australia-india-research-projects
https://spap.jst.go.jp/oceania/news/220502/topic_no_04.html
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4.7 量子イノベーションエコシステム

オーストラリアには、量子技術に関する幅広いエコシステムがあり、学界と産業界との強い連携があ

る。CQC²T や EQUS などの CoE を通じて、政府から産学共同研究支援が行われている。2017 年には、量

子に特化した 2 つの新しい CoE として、モナシュ大学にある FLEET（Future Low-Energy Electronics 

Technologies）とメルボルン大学にある Exciton Science が 5 年計画として設立された。各 CoE はオースト

ラリアの複数の大学を結び、研究者間の強力なネットワークを構築しており、大学からスピンオフした、も

しくは大学と連携したベンチャー企業も数多く存在する。

図表 4-12　オーストラリアにおける量子イノベーションエコシステム

出典：APRC作成
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5 韓国の量子技術動向

韓国政府は、2019 年より量子技術への振興政策を打ち出している。民間では、サムスン電子、大手通信 3

社が政府よりも早い段階で量子技術に注目し、有望企業への投資を展開している。韓国の量子戦略の重点は

量子通信分野であり、量子コンピューティングにも力を入れている。科学技術情報通信部は、産学官連携を

強調し、韓国を代表する企業、大学、研究機関が参加する未来量子融合フォーラムを 2021 年に立ち上げた。

全体として、量子技術関連のプロジェクトは、ソウル大学、KAIST、科学技術研究院、情報通信研究院な

どの大学、研究機関が中心となって取り組んでいる。

5.1 量子技術政策の動向

韓国政府が、量子技術に本格的に投資を始めたのは、2019 年からである。国際的に見てスタートが早い

とは言えないが、その額は年々大幅に増加し続けている。 

歴代政権の動き
1

を見ていくと、李明博政権では 2012 年、知識経済部（当時）が、量子情報通信技術を「情

報技術（IT）10 大革新技術」として選定した。また、朴槿恵政権では 2014 年に未来創造科学部（当時）が、

「2005 年から一部で基礎研究が進んでいるものの、それを支える政策が存在しない」ことを指摘し、2020 年

までに分野を先導するとのビジョンを提示しつつ、「量子情報通信中長期推進戦略」を公開した。この推進

戦略は、①核心技術の開発、②研究基盤の構築、③継続的な成長を実現するための基礎作り、を主要内容と

している。

戦略の具体化に向け、文在寅政権では科学技術情報通信部（MSIT: Ministry of Science and ICT, 以下

MSIT とする）が、2017 年と 2018 年、2 度にわたり「量子情報通信中長期技術開発予備妥当性調査
2

」を企

画財政部に依頼したところ、いずれも却下となり、予算の投入が行われなかった
3

。2018 年 4 月から、国家

研究開発事業における予算の予備妥当性調査権限が、企画財政部から MSIT に移管
4

され、ようやく量子技

術への投資が実現した。

2019 年、MSIT は、量子コンピューティング技術開発事業推進計画と 2019 年度次世代情報コンピューティ

ング技術開発事業推進計画を相次ぎ策定し、2019 年から 5 年をかけ、量子コンピュータハードウェアなど

核心技術の開発およびコンピューティングの新しいアーキテクチャ、量子アルゴリズム、基盤ソフトウェア

などの有望技術の研究開発に 445 億ウォン（45 億円、１ウォン＝ 0.1 円）を投資するとした。また、次世代

コンピューティング技術開発事業を通じ、システムソフトウェア、ソフトウェア工学、情報および知能シス

テム、ヒューマンコンピュータインタラクション（HCI）など４つの核心技術の開発に 134 億ウォン（13.4

1	 韓国科学技術情報研究院「量子コンピュータ研究開発政策の現状と展望」（2019 年 5 月）を参照。
2	 	予備妥当性調査とは、SOC、研究開発、情報化など、大規模な財政投入が予想される新規事業について財政当局が予算編成と基

金運用計画を策定する前に、事業推進に対する妥当性を検証・評価する手続きを指す。
3	 	却下の理由としては、①事業目標が不明確である、②研究開発プロジェクトの目標や内容が抽象的である、③事業の優先順位が

不明確である、④経済性（利益）が保障される可能性が低い、⑤量子コンピュータの民間需要度が高いとは言えない、などがあ

げられていた。詳細は、「量子情報通信 12 の核心課題を導出 グローバル先導技術 11 件を確保」『電子新聞』（2017 年 7 月 31 日）

を参照。
4	 	詳細は、科学技術振興機構	研究開発戦略センター	デイリーウォッチャー（海外機関発表ニュース）「予備的妥当性評価 企材部か

ら科学部へ移管」（抄訳公開：2018 年 7 月 11 日）を参照。

https://www.korea.kr/common/download.do?fileId=183856156&tblKey=GMN
https://www.kisti.re.kr/promote/post/researchreport/4834
https://www.etnews.com/20170731000494
https://crds.jst.go.jp/dw/20180711/2018071116423/
https://crds.jst.go.jp/dw/20180711/2018071116423/
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億円）を投入することを明らかにした
5

。

なお、量子技術における政府の研究開発予算の投資は、2019 年の 106 億ウォン（10.6 億円）から、2021

年には 328 億ウォン（32.8 億円）、2022 年には 603 億ウォン（60.3 億円）と大幅に増えた。額の規模を比べ

るとアメリカや中国には及ばないが、増加率に注目すると、2022 年は前年比 83.8％も増加している。603 億

ウォン（60.3 億円）のうち、量子コンピューティング技術の開発に 197 億ウォン〔19.7 億円、前年度は 96.3

億ウォン〔9.63 億円〕）、量子暗号通信集積化および転送技術の引き上げに 136 億ウォン（13.6 億円、前年度

は 73 億ウォン〔7.3 億円〕）、量子センサ核心技術の開発に 58 億ウォン（5.8 億円、前年度も同額）が拠出さ

れる
6

。なお、2022 年 5 月に発足した尹錫悦新政権が 6 月に公開した 2023 年度の MSIT　R ＆ D 予算案
7

に

よると、量子技術に 953 億ウォン（95.3 億円）が投資される予定で、これは前年度比で 36.3％の金額増加と

なる。

続いて 2021 年 4 月 MSIT は、「これからは、デジタルの先にある量子の時代になる」とし、「量子技術研究

開発投資戦略」を公開した。この戦略は先進国の技術開発動向を分析しつつ、韓国の技術開発における課題を

提示し、短期目標として、2024 年まで 50 量子ビット級の量子コンピューティングシステムを構築するとして

いる。また、2030 年までに量子研究人材を 1000 人程度に増やすため、理論と実習のほか、企業との連携プロ

ジェクトへの参加（インターンシップに相当）をカリキュラムとする専門課程（博士レベル）を新設するとした。

人材育成の一環として、博士課程を修了した研究者を先進国に派遣し経験を積ませるだけでなく、海外の優秀

な研究者を招き、先進技術を習得できる制度を構築するとした。韓国政府は、活発な官民協力を十二分に生か

して、先進国に追随し、日々激化する量子技術開発競争で勝ち抜くべく戦略を立てている。

図表 5-1　量子技術研究開発投資戦略

出典：量子技術研究開発投資戦略

5	 	「量子コンピュータ、核心技術の本格的開発へ 5 年間で 445 億ウォンを投資」『韓国政策ブリーフィング』（2019年1月31日）を参照。

なお、両計画の全文は非公開となっている。
6	 韓国科学技術情報通信部「2022 年度国家予算開発事業予算案結果」（2021 年 10 月）を参照。
7	 2023 年度の予算は、「2023 年度 R ＆ D 予算配分調整案確定」『政策ブリーフィング』（2022 年 6 月）を参照。

https://www.korea.kr/news/pressReleaseView.do?newsId=156449645
https://www.korea.kr/news/pressReleaseView.do?newsId=156449645
https://www.korea.kr/news/pressReleaseView.do?newsId=156449645
https://www.korea.kr/news/policyNewsView.do?newsId=148858085
https://www.msit.go.kr/bbs/view.do?sCode=user&mId=113&mPid=112&pageIndex=&bbsSeqNo=94&nttSeqNo=3180682&searchOpt=ALL&searchTxt=
https://www.korea.kr/news/pressReleaseView.do?newsId=156513778
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更に 2021 年 6 月、韓国政府は「情報通信の振興及び融合活性化などに関する特別法（情報通信融合法）」

を改正し、量子技術に関する内容を追加した。それぞれ 2 条・7 条・27 条にて、定義、研究開発及び人材育

成、国際協力に関する規定を設けることで、量子技術の研究及び開発を支援できる法的根拠を明示した。

これと同時期の注目すべき動きに、2021 年 6 月に、MSIT が主導し、韓国最大の通信事業者 KT のキム・

イハン院長と高等科学院キム・ジェワン教授が共同議長を務める「未来量子融合フォーラム」を設立したこ

とが挙げられる。このフォーラムは、量子分野の研究開発および産学研連携を主導することが期待されて

いる。参加メンバーは、大手通信３社をはじめ、現代自動車、LG 電子など 12 の大企業、IDQ、AhnLab、

CRYPTOLAB など 19 の中小企業、ソウル大学、韓国科学技術院（KAIST）、韓国科学技術研究院など 40

の大学および研究機関である。すなわち、韓国のステークホルダーがほぼ全員参加しており、量子技術のグ

ローバル競争において、特に「官民協力」を強調してきた韓国政府の戦略が具体化したと見ることができ、

今後の動向も引き続き注目に値する。

なお、尹錫悦新政権は、「110 の国政課題
8

」を公開し、科学技術への投資とイノベーション人材育成を通じ、

世界の科学技術を先導できる国家への変容を表明した。その主要戦略として、量子暗号通信ネットワーク、

スーパーコンピュータなどを中心とする科学技術インフラの構築を挙げている。また、2022 年 10 月 25 日、

2023 年度の予算案および基金運用計画に対する国会スピーチで「これから量子コンピューティング、宇宙・

航空、人工知能、先端バイオなどの核心技術に 4 兆 9000 億ウォン（4900 億円）の投資を行う予定」と明ら

かにした
9

。

5.2 研究開発動向

「量子技術研究開発投資戦略」によれば、韓国は、アメリカやヨーロッパ諸国に比べ、量子への注力が遅

れている分、「選択と集中」の戦略で、技術競争に立ち向かっている。その強みは量子通信分野といえる。

これは、第 1 章でみた論文や特許出願の動向からもうかがえるが、国家科学技術情報サービス NTIS によれ

ば、韓国で近年（2017 年より 5 年間）出版された量子関連論文は 6059 件であり、韓国科学技術情報研究院

（KISTI）の R&I レポート
10

によれば、文献データベース Web of Science に掲載されている韓国の量子関連

論文は計 246 件（2016 ～ 2020 年）であるという。分野別割合では、量子通信が 50.8％、量子コンピューティ

ングが 41.9％、量子センシングが 7.3％となっている。

なお、MSIT の「量子技術研究開発投資戦略」によれば、量子通信分野での韓国の全世界における特許出

願の占有率は 7.9％であり、これは 3.3％を占める量子コンピューティング分野や 4％を占める量子センシン

グ分野を大きく上回る数字である。日本やアメリカ、ヨーロッパでは、企業からの特許出願が多数を占めるが、

韓国の場合、大学や公的研究機関からの出願が多いのも特徴の 1 つである。量子通信分野で顕著な特許出願

人として、韓国の SK テレコム、韓国科学技術研究院（KIST）、電子通信研究院が世界のトップ 10 入りを

果たしている。なお、量子コンピューティング分野では KAIST が 29 位、量子センシング分野では韓国標

準科学研究院が 15 位にランクされている。量子コンピューティングでは、量子ビットやプロセッサに出願

が集中しており、量子通信分野では量子素子、量子モジュール、量子センシング分野では光センサにフォー

カスが当てられている。

8	 詳細は、「尹錫悦政権はこう動く――自律と創意で作る大胆な未来」『韓国政策ブリーフィング』（2022 年 6 月 8 日）を参照。
9	「尹大統領―半導体、量子コンピューティング、人工知能などに投資する」『産業日報』（2022 年 10 月 25 日）を参照。
10	詳細は、KISTI	R&I	Report「量子技術科学・技術・産業分析」（2022 年 3 月 2 日）pp.58-76 を参照。

https://www.law.go.kr/LSW/lsInfoP.do?efYd=20220120&lsiSeq=236219
https://www.fqcf.org/niabbs5/inc.php?inc=sub1
https://www.korea.kr/news/pressReleaseView.do?newsId=156449645
https://www.ntis.go.kr/ThSearchResultPaperList.do?sort=RANK%2FDESC&ntisYn=&searchWord=%EC%96%91%EC%9E%259
https://www.korea.kr/news/visualNewsView.do?newsId=148902320
http://www.kidd.co.kr/news/229794
https://www.kisti.re.kr/post/analysis-report
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図表 5-2　特許の出願人別に見た割合

出典：量子技術研究開発投資戦略 

国立科学技術知識情報サービス（NTIS）では、2002 年以降の国家が支援している研究開発プロジェクト

を公開しているが、「量子」というキーワードで表示されたプロジェクトは、計 16260 件であり、ここ数年

ではそれぞれ、2019 年に 1332 件、2020 年 1342 件、2021 年に 1491 件、2022 年に 1094 件（2022 年 6 月 10

日時点）となっている。2002 年からの年度別プロジェクト件数は、図表 5-3 の通りである。また、5 億ウォ

ン（5000 万円）以上の高額プロジェクトの件数は、折れ線グラフで示した通りであり、2019 年から急増し

ていることが明らかである。

図表 5-3　量子関連プロジェクト件数の年度別推移

出典：韓国国家科学技術情報サービス NTISのデータに基づき筆者作成
注：棒グラフの縦軸は左軸に、折れ線グラフの縦軸は右軸になる。また 2022年は 6月 10日までの数字を表す。

https://www.ntis.go.kr/en/GpIndex.do
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プロジェクト件数の多い研究機関・大学には、ソウル大学（1058 件）、KAIST（912 件）、浦項工科大学（509

件）などがある。それぞれの研究成果の詳細は、5.3「注目研究機関・大学」で後述していく。

民間における研究開発投資では、以下の動きに注目すべきである。

延世大学と IBM が 2022 年 7 月 15 日に「延世―IBM 量子コンピューティングセンター」の構築のための

契約を締結した。これで、韓国は、アメリカ、ドイツ、日本、カナダに次ぎ、5 番目の IBM 量子コンピュー

ティングセンター設置国となった。延世大学は IBM 量子コンピューティング技術を基盤に、量子分野の産業・

研究の活性化、量子コンピューティングを活用したソフトウェアの開発に注力するとした
11

。

また、サムスンと大手通信事業者 3 社（SK テレコム、KT、LGU ＋）の動きである。サムスン総合技術

院を中心とする量子コンピューティング研究チームは、米企業の IBM が主導する量子コンピュータ研究拠

点 IBM Q Network に参加しているだけでなく、米シカゴ大学との共同研究も推進中である。また、SK テ

レコムや KT（通信事業者）、WOORIRO や WOORINET（設備および部品開発メーカー）は量子暗号シス

テムの設備と部品の開発に取り組んでいる。「量子技術研究開発投資戦略」では、研究開発投資の現状につ

いて以下のように評価している。「量子技術は宇宙開発や国防技術と同じく、トップダウン方式で長期かつ

安定した支援が必要であるが、韓国はまだその体制が整っていない。また、先進国は既に 15 年以上投資を

続けているが、韓国が遅れているため、選択と集中が必要である。企業に頼るとリスクが大き過ぎるので、

政府が先頭に立ってリードする必要がある。」

上述したように、2019 年から政府の研究開発投資が増え、量子素子の製作、量子コンピューティングサー

ビスの需要も増加傾向にあるが、韓国国内における素子製作の工程インフラは強化が必要な状況にある。強

みである半導体産業で使われていた設備は、容量と工程の違いから量子素子の生産には活用できておらず、

量子に特化した生産インフラの構築が求められている。また韓国の研究者は、量子アルゴリズム及びソフト

ウェア開発を海外量子コンピューティングサービスに依存しているが、アメリカをはじめとする先進国は戦

略技術の保護を強化しており、韓国としては、国産コンピューティング・ハブ構築などを急がねばならない

状況である。政府は、研究開発事業とは別に、2020 ～ 21 年に 290 億ウォンを投資して量子暗号通信ネットワー

クを構築し、実証およびレファレンス確保のための量子暗号通信インフラ構築テストベッド事業を推進して

いる。

他方で、量子技術の総体的なレベルは、先進国と比べまだ差がある。情報通信企画評価院（IITP: 

Institute for Information & Communication Technology Planning & Evaluation, MSIT 傘下の韓国研究財団

の付属研究機関）が毎年発行する「ICT 技術水準調査および技術競争力の分析報告書」2020 年版によれば、

量子技術が最も優れているヨーロッパの技術力を 100 とした場合、韓国の技術力はそれの 85.2％相当と評価

している（なお他の順位は、ヨーロッパ＞アメリカ 99.7％＞中国 99.0％＞日本 91.9％＞韓国 85.2％）。分野

別に内訳を見ると、量子センサの技術力が 86.7％、量子通信の技術力が 85.7％、量子コンピューティングの

技術力が 77.4％である。なお、韓国 ICT 技術の平均値が 88.6％なので、量子技術は、韓国国内の ICT 技術

力の中でも下位にある。量子理論、超伝導、量子材料などの技術基盤とハードウェア／ソフトウェア全般に

おいて、技術水準が低い。初期バージョンの商品をリリースしている先進国に比べ、韓国企業はまだ模索段

階にあり、産学官連携を通じたシナジー効果創出が必要である。

技術の発展状況を見ていくと、2019 年より韓国標準科学研究院（KRISS）が超伝導技術、ソウル大学が量

子ドット、韓国科学技術研究院（KIST）が NV センターによる量子ビット技術の開発とシステム技術およ

び SW 技術の開発を進めている。また、2020 年から韓国知能情報学社会振興院（NIA）が「量子暗号通信

11	「延世大学、IBM と量子コンピューティングセンター構築に向け契約を締結」『延世大学報道資料』（2022 年 7 月 15 日）参照。

https://www.iitp.kr/kr/1/knowledge/openReference.it
https://www.yonsei.ac.kr/en_sc/yonsei_news.jsp?mode=view&article_no=207043&board_wrapper=%2Fen_sc%2Fyonsei_news.jsp&pager.offset=0&board_no=585&title=agreement-with-ibm-for-establishment-of-the-quantum-computing-center
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インフラ構築事業」の一環で、医療や産業に量子暗号通信ネットワークを構築する事業を展開しており、国

家安保技術研究所、電子情報通信研究院（ETRI）、韓国科学技術研究院（KIST）、韓国標準科学研究院（KRISS）

は小型量子鍵配送、量子ネットワーク、量子直接通信などの基礎及び応用研究を推進している。広州科学

技術院は、量子レーザーの量子 LIDAR 応用も手掛けており、サムスン・SKT はその初期結果を得ている。

その他の企業では quantum sensing も量子 LIDAR の開発に取り組み、ガスセンシングへの使用を推進して

いる。なお、2022 年からは、大手企業らが実際の問題を解決できる量子シミュレータ技術の開発にも取り

組むとしている。

なお、国家科学技術知識情報サービス（NTIS）の登録情報によれば、量子を研究テーマとしている研究

者は 127 人（2022 年 6 月 10 日時点）であるが、「量子技術研究開発投資戦略」では、2030 年頃までには最

低 1000 人規模に増やさねばならないとしている。これに対し現段階では、着手している人材育成事業が少

なく、海外から優秀な研究人材を誘致・招聘する優れた政策も見当たらない。

図表 5-4　進行中の量子人材育成事業

出典：量子技術研究開発投資戦略

5.3 注目研究機関・大学

ここからは、韓国で量子技術の研究を行っている、代表的な研究機関と大学を紹介する。研究予算、規模

などと合わせ、主な研究内容と成果についても述べる。

図表 5-5　注目研究機関・大学一覧

https://www.ntis.go.kr/ThMain.do


81

JST アジア・太平洋総合研究センター　 　APRC-FY2022-RR-01

調査報告書　　アジア・太平洋主要国・地域の量子技術動向

5.3.1  韓国標準科学研究院（KRISS: Korea Research Institute of Standards and 
Science）

1975 年韓国標準研究所として設立され、1991 年より韓国標準科学研究院と名称が変わった。1999 年の「国

家標準基本法」により国家測定標準代表機関として位置づけられ、現在は科学技術情報通信部所属の国家科

学技術研究会所管研究機関となっている。院長の傘下に監査部、政策戦略部、研究業務審議会が置かれ、副

院長の傘下に、量子技術研究所、素材融合測定研究所、国家参照標準センターなど８つの研究所と物理標準

本部、化学バイオ標準本部など５つの部署が設置されている。ビジョンは、「世界の基準を作る KRISS」で

あり、①国家測定標準の確立及び向上、②測定科学技術の研究開発、③測定標準と測定科学技術普及及びサー

ビスの提供、をミッションとしている。日本の計量標準総合センター（NMIJ）及び情報通信研究機構（NICT）

と国際協力関係を保っている。

量子技術研究所（Quantum Technology Institute）は 2017 年に発足し
12

、14 人の研究者と 4 人のポスドク・

博士課程の研究者で構成され、光子、原子、電子、フォノン（音響量子）など量子化された物理量を測定し

て制御する技術とともに、量子ビット、量子もつれなど量子力学的効果を生成し制御する技術の開発を主要

業務とする。これらの 18 人の研究者は、量子スピンチーム、超伝導量子システムチーム、量子情報チーム、

量子磁気測定チーム、量子磁気イメージングチーム、ファブ（fabrication facility）インフラチーム、超低

温原子量子研究チームに分かれている。2020 年の研究予算は 40 億ウォン（4 億円）であり、以下のような

研究成果が挙げられる。①超伝導量子コンピューティング素子設計と工程において、８量子ビットの超伝導

チップの製作・作動を実現、及び 20 量子ビットレベルの設計と製作。②光格子冷却原子量子プラットフォー

ムを基盤に量子シミュレータを実現。③独創的なズームレンズ光学系とレーザーシステムを活用して世界最

高水準の原子輸送効率（90％）を達成。

5.3.2 韓国科学技術研究院（KIST: Korea Institute of Science and Technology）

1966 年に財団法人韓国科学技術研究所として発足し、1981 年に韓国科学院と統合されたが、1989 年に独

立し今日に至る。韓国初の政府出捐研究機関（法人の運営に必要な経費の一部または全部を政府で出資した

機関）で、大学院生を含め計 2743 人（研究職 2234 人）が所属する大手研究院。政府からの助成金 191 億ウォ

ン（19.1 億円）、その他委任事業などからの予算 143 億ウォン（14.3 億円）を合計した 335 億ウォン（33.5 億円）

の予算で運営されている。

組織体制としては、院長の傘下に監査部、研究機関委員会、研究審議委員会があり、副院長の下に脳科学

研究所、次世代半導体研究所など 17 の部署がある。また、江原道江陵市と全羅北道に分院があり、ドイツ

にグローバル研究拠点として KIST ヨーロッパ研究所も設立している。「今日で明日を作る KIST」がビジョ

ンであるように、最先端素材技術、クリーンテクノロジー、次世代半導体、AI（人工知能）とロボットなど、

最先端技術の開発と研究に注力している。

次世代半導体研究所に 2012 年より量子情報研究センター（Center for Quantum Information）が置か

れており、量子現象を情報処理に適用した量子コンピューティングのコア技術の開発及び通信セキュリティ

を保証する量子通信技術の開発を主要な研究分野としている。所属している研究者は 9 人、院生・ポスドク

研究員が 2 人で、計 11 人である。量子情報研究センターの予算は 54 億ウォン（5.4 億円）で、格子欠陥ス

12	量子研究の重要性に鑑み、2017 年に量子測定センターから量子技術研究所にグレードアップした。

https://www.kriss.re.kr/
https://unit.aist.go.jp/nmij/
https://www.nict.go.jp/
https://www.kriss.re.kr/departmentWeb/departmentMainView.es?mid=a10204000000&kd1_code=1000005
https://kist.re.kr/ko/index.do
https://www.kist.re.kr/kist_semicon/?sub_num=3821
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ピン量子ビット及び量子インターフェース生成制御技術の開発と工学基盤、量子シミュレーションの実現を

主要成果としている。究極の目標は、長距離量子ネットワークおよび大規模量子情報処理を可能にする核心

技術の確保であり、基礎研究寄りの研究を行っているのが特徴である。まだ日本の大学や研究機関と共同で

行っている研究プロジェクトはないが、東北大学と東京工業大学と協力協定を締結している。

5.3.3  韓国情報通信研究院（ETRI: Electronics and Telecommunications Research 
Institute）

1976 年に韓国電気機器実験研究所として設立され、1997 年に電気通信基本法に従い韓国情報通信研究院

に名称を変更した。「未来社会を作る国家の知能化総合研究機関」をビジョンに、ICT 技術の研究開発を主

導する政府出捐研究機関である。この研究院で勤務している人は計 2298 人で、そのうち研究職（技術職も

含む）が 2011 人である。この 5 年間で担当した研究開発プロジェクト数は 2961 件（2020 年は 650 件）で、

年平均研究費は 612 億ウォン（61.2 億円）である。ICT 研究を主導する研究機関らしく、ETRI 出身の IT

専門家は 3800 人にのぼる。組織体制としては、院長の傘下にグローバル・広報部、監査部などがあり、副

院長の下に ICT 創意研究所、通信メディア研究所、人工知能研究所など７つの部門が置かれている。

量子技術研究センター
13

は、ICT 創意研究所の所属部署であり、量子通信、量子センシング、量子コンピュー

ティング技術の研究を主要任務とする。ここには、研究者 20 人、ポスドク 4 人、計 24 人が所属しており、

予算は 47 億ウォン（4.7 億円）である。最近の成果としては、国内外の研究チームとともに耐量子計算機暗

号（ポスト量子暗号：Post-Quantum Cryptography）において重要とされる線型 LWE 格子暗号問題を解決

できる世界最高レベルの量子アルゴリズムを開発した点である。その他、量子コンピューティング活用基盤

技術（演算アルゴリズム）、量子コンピューティングシステム技術（プログラム言語、コンパイラ、信号処

理制御技術）、半導体基板量子コンピューティング技術（半導体量子ドッド量子ビット、超伝導量子ビット

を実現）を開発した点も成果として挙げられる。

5.3.4 基礎科学研究院（IBS: Institute for Basic Science）

上記 3 つの研究機関よりは、歴史が浅く、2011 年に「国際科学ビジネスベルト助成および支援に関する

特別法」により設立された。「Making Discoveries for Humanity & Society」をビジョンに、数学、物理、

化学、生命科学などの分野の基礎研究を行う研究機関であり、傘下の量子ナノ科学研究センター（Center 

for Quantum Nanoscience）は 2017 年に新設された。ダイバーシティを重視し、研究室を引率するマネー

ジャ 2 人は外国人であり、チームメンバーも約 4 割が外国籍である。職員は計 40 人で、そのうち研究者が

8 人、ポスドク研究者が 7 人、大学院生が 15 人、一般職員が 10 人である。

研究分野は主に 5 つで、それぞれ①表面での個別スピンの量子の一貫制御、②絶縁体でのスピンにおける

量子の一貫性、③界面で回転する希土類元素、④界面の分子量子ビット、⑤界面上の量子システムに対する

理論研究である。研究成果としては、量子ドットを用いた光電子デバイスの効率低下につながるオージェ再

結合（Auger recombination）という過程を抑制するための新たな方法を発見した点
14

と、量子オットー熱機

関（quantum Otto engine）に対する、測定による影響を最小限に抑える手法を考案した
15

ことが挙げられる。

13	設立時期は、公開されている情報がないため不明。
14	 	詳細は、「量子ドットのオージェ再結合を抑制する新たな方法発見――韓国 IBS」『Science	Portal	Korea』（2022 年 3 月 2 日）を参照。
15	 	詳細は、「量子オットー熱機関への測定による影響を抑える方法を考案――韓国 IBS」『Science	Portal	Korea』（2021年 12月 2日）を参照。

https://www.etri.re.kr/
https://www.etri.re.kr/kor/sub6/sub6_01020101.etri?departCode=143&departInfoCode=256
https://www.ibs.re.kr/
https://www.ibs.re.kr/kor/sub02_03_09.do
https://www.ibs.re.kr/kor/sub02_03_09.do
https://spap.jst.go.jp/korea/news/220302/topic_nk_01.html
https://spap.jst.go.jp/korea/news/211202/topic_nk_02.html
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5.3.5 ソウル大学（SNU: Seoul National University）

韓国最初の国立大学として 1946 年に開校し、現在では世界中で知名度の高い大学として、QS ランキング

2022 ではアジア 18 位、世界 36 位となっている。教員 5410 人、学生 27924 人が在籍し、学部は 15（73 の学科）、

修士課程のある学科は 70、博士課程のある学科は 72、専門大学院は 12 と規模の大きい大学である。

量子技術は、物理天文学部、コンピュータ工学部、電気電子工学部で研究されており、教員と研究者は 7

人、院生及びポスドク研究者は 55 人である。2020 年量子研究で使われて研究費は 27 億ウォン（2.7 億円）で、

成果としては、5 量子ビット級半導体スピン量子プロセッサチップを設計し、量子測定を可能にした点と、

20 量子ビットの同時生成に成功した点（但し量子ビット間のもつれは解決できず）、光子基盤技術、中性原

子基盤量子コンピューティング技術、誤り訂正技術などを確保した点が挙げられる。

5.3.6  韓国科学技術院（KAIST: Korea Advanced Institute of Science and 
Technology）＆ 高等科学院 (KIAS: Korea Institute For Advanced Study) 

1960 年代、先進国に留学した人材の帰国率があまりにも低く、人材流失を防ごうと KAIST の前身である

韓国科学院（KAIS）が1971年に設立された。1980年、韓国科学技術研究所（KIST）と統合し、KAISTとなった。

KAIST は複数回の合併や分離が行われたため、非常に複雑な歴史を持っている研究機関でもあるが、公式

には、開校は 1971 年となっている。2009 年には韓国情報通信大学（ICU）と統合し、さらに大きい規模と

なった。韓国科学技術院法により、KAIST は特定研究機関となっており、大学とは異なり、教育部ではなく、

科学技術情報通信部の傘下に置かれているため、入試も独特といわれている。

KAIST は、科学技術の人材育成、科学技術イノベーションのための基礎研究、融合・複合研究、産学研

連携を主要任務とする。教員（研究者）1590 人、在学生 10793 人、7 の学部（27 の学科）、43 のプログラム

が設置されている。付属機関としては、後述する高等科学院、ナノ総合技術院、韓国科学英才学校がある。

量子の研究は、物理学科と電子および電気工学部で行われており、研究者（教員）は 9 人、ポスドク及び

院生研究者は 47 人である。量子研究の規模は 30 億ウォン（3 億円）であり、超伝導体量子ビット測定、ナ

ノ級単一原子顕微鏡、量子計算、リュードベリ量子シミュレータなどを研究開発している。

なお、傘下にある高等科学院は、韓国の基礎科学のレベル向上を目指し、1996 年に設立された、韓国初

の純粋の（理論）基礎科学を研究する機関である
16

。The Institute for Advanced Study (IAS) をロール

モデルに、基礎研究を行う研究者が、研究だけに専念できる環境を作るのを最優先タスクとしている。また、

基礎研究に強い研究人材の育成にも力を入れている。同院には、３つの学部（数学部、物理学部、計算科学

部）と 4 つの研究センター（量子宇宙センター、数学難題研究センター、AI 基礎科学センター、巨大数字

計算研究センター）が置かれている。2013 年に国内外の研究機関と大学の優秀な研究者との協力を基盤と

する「Open KIAS Center」も設立した。

KIAS の量子宇宙センター（Quantum Universe Center）は、2014 年に設立され、宇宙論と天体物理学、

情報理論、量子重力、素粒子物理、物質の量子状態を研究分野とし、物質とその相互作用の特徴、凝集物質

と創発現象、量子情報、量子数学などの分野の可能性を提示・共有することを目標としている。また、計算

科学部でも量子情報科学の研究を行っている。ここで量子研究をしている研究者は 2 人（計算科学部と量子

16	 	2009 年に、「科学技術強国になるには、基礎研究の強化が必要」との声が上がり、一時にはKAIST からの独立が議論されたが、

反対勢力が強く失敗に終わった。

https://www.snu.ac.kr/
https://www.kaist.ac.kr/
http://kor.kias.re.kr/
https://www.ias.edu/
http://kor.kias.re.kr/sub04/sub04_05.jsp
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宇宙研究センターに所属）で、院生は 6 人いる。量子情報科学理論全般、量子コンピューティングと量子機

械学習を研究しており、予算は 8 億ウォン（8000 万円）である。

5.3.7 浦項工科大学（POSTECH: Pohang University of Science and Technology）

1986 年に浦項製鉄（POSCO の前身）の支援で設立された、科学技術研究を中心とする大学である。歴史

は比較的浅いが、開校当時から破格の奨学金と立派なキャンパスでエリートが多数入学し、1 期入学生の平

均点数は 300 点（大学入試試験満点 340 点）超えと言われている。科学技術分野での研究実績は国内トップ

レベルであり、少数精鋭でも圧倒的なパフォーマンスを見せており、固体物理学、生命科学、材料科学、バ

イオプリンティング分野が特に強い。「Dare to be Different ！科学と国家の未来を先導する POSTECH」が

スローガンであり、在籍教員は 280 人、年間研究費は 2000 億ウォン（200 億円）前後を保っている。SCI

掲載雑誌での出版論文数は、毎年 1500 件前後、特許出願数は 300 ～ 500 件となっている。18 の学部、大学

院には 21 の学部や課程が置かれており、102 の付属研究所を有している。

量子研究は、物理学科、電気電子工学部で行われ、研究者（教員）は 8 人、ポスドクや院生の研究者は

43 人となっている。2020 年の量子研究費は 50 億ウォン（5 億円）であり、量子もつれ及び量子デコヒーレ

ンス制御、超伝導素子、極低温量子輸送を研究し、量子コンピューティングシステム半導体の設計とイオン

トラップ量子コンピュータプロセッサの設計に成功した。

5.4 注目企業

政府が量子技術に投資を行う前から、サムスンやSKテレコム等の大手企業は、量子技術にいち早く注目し、

技術の研究開発に取り組み、有望ベンチャー企業に投資を行った。ここでは、量子技術分野に積極的に取り

組んでいる大手企業と、注目を浴びている中小企業をいくつかピックアップして紹介する。

図表 5 ｰ 6　注目企業一覧

https://www.postech.ac.kr/about-postech/introduction-to-postech/founding-tenets/
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5.4.1 サムスン（SAMSUNG） 

量子の研究開発と投資に一番積極的な企業は、1938 年に創業されたサムスンである。サムスンは韓国最

大規模の多国籍企業であり、財閥順位、時価総額を含む企業評価要素すべてにおいて 1 位であり、2 位との

差も圧倒的である。経済のみならず、韓国の政治、社会、文化にも絶大な影響を及ぼしている企業である。

サムスンは、量子コンピューティングを成長可能性の最も高い技術の 1 つと選定し、有望企業に投資を

行っている。2019 年ハーバード大学量子情報科学研究所出身の研究者らが創業した量子コンピュータソフ

トウェア企業 Aliro に 270 万米ドル（3.5 億円、1 米ドル＝ 128 円）を、米国量子コンピュータハードウェ

ア企業 IonQ にも 5500 万ドル（71 億円）を、2021 年には、quantum machines 社に 5000 万ドル（59 億円）

を投資した
17

。quantum machines 社は 2018 年にイスラエルで設立されたが、初となる量子コンピュータ

標準プログラミング言語を開発し、量子コンピュータの構築と運営に役立つハードウェアプラットフォーム

「Quantum Orchestration（QOP）」を作った企業で注目を浴びている。

また、2020 年の上半期に、サムスンは、世界初、量子暗号装置を搭載したスマートフォン「Galaxy 

Quantum」をリリースした。

なお、2013 年から独自出資で「サムスン未来技術育成事業」を展開しており、国家的な支援が必要な未

来科学技術分野を選定し、テーマを指定して支援を行っている。計706のプロジェクトが推進され9237億ウォ

ン（923.7 億円）が使われている。この事業の支援で展開された研究のうち、1241 件が国際学術誌に掲載され、

Science やNature などの国際学術誌に紹介された論文も 93 件ある。

これらのファンディングプロジェクトには、2018 年頃から量子関連テーマも含まれるようになり、「量子

コンピューティング実用化のための技術開発」、「6G 及び量子コンピューティングアプリケーションのため

の THz 速度のトランジスタの開発」、「量子ネットワークのための拡張性のある半導体基板量子中継器」な

どの研究が行われている。量子研究に使われる予算は、123 億ウォン（12.3 億円）程度となっている。開始

間もなくして成果は多く、特に量子暗号通信、次世代イメージセンサの分野で頭角を現している
18

。2018 年

に支援を受けて研究を展開した POSTECH 化学工学科チョン・デション教授の研究チームは、既存に比べ

14.7 倍アップグレードした光検出技術開発に成功し、次世代イメージセンサにおける革新的な研究成果とし

て認められた
19

。また、2020 年に支援を受けた高麗大学パク・ホンギュウ教授の研究チームは、世界初の電

気で稼働できる単一光子源を開発し、国際学術誌Science Advances に「Electrically driven strain-induced 

deterministic single-photon emitters in a van der Waals heterostructure」のタイトルで掲載された。

5.4.2 大手通信 3社（KT ・SKテレコム・LGU＋）

KT、SK テレコム、LGU ＋ 3 社が韓国の移動体通信事業を独占しており、シェアはそれぞれ、SK テレ

コムが 44.1％、KT が 31％、LGU ＋が 24.9％である（2022 年 2 月基準）。3 社とも「未来量子融合フォーラム」

のメンバーであり、量子技術に関心を示しており、特に量子暗号通信の標準化に力を入れている。

SK テレコムは SK グループの通信企業であり、2011 年から量子暗号通信研究を開始している。2017 年

17	 	詳細は、「サムスン電子、イスラエル量子コンピューティング企業へ投資」『毎日経済』（2021 年 9 月 7 日）；「サムスン電子　曰く：

量子コンピュータの勝負はこれからだ」『韓経新聞』（2019 年 10 月 24 日）を参照。
18	成果の詳細は、「サムスン未来技術育成事業が支援した研究成果の発表」『サムスンニュースルーム』（2021 年 11 月 24 日）を参照。
19	 	国際学術誌Advanced	Materials に「Interfacial electrostatic interaction-enhanced photomultiplication for ultra-high external 

quantum efficiency of organic photodiodes」のタイトルで掲載された。

https://semiconductor.samsung.com/jp/
https://www.aliroquantum.com/
https://ionq.com/
https://www.quantum-machines.co/
https://qm-docs.qualang.io/introduction/qop_overview
https://namu.wiki/w/KT
https://namu.wiki/w/SK%ED%85%94%EB%A0%88%EC%BD%A4
https://namu.wiki/w/LG U%2B
https://www.mk.co.kr/news/business/view/2021/09/864065/
https://www.hankyung.com/it/article/2019102359041
https://www.hankyung.com/it/article/2019102359041
https://news.samsung.com/kr/%EC%82%BC%EC%84%B1%EB%AF%B8%EB%9E%98%EA%B8%B0%EC%88%A0%EC%9C%A1%EC%84%B1%EC%82%AC%EC%97%85%EC%9D%B4-%EC%A7%80%EC%9B%90%ED%95%9C-%EC%96%91%EC%9E%90-%EC%95%94%ED%98%B8%ED%86%B5%EC%8B%A0
https://doi.org/10.1002/adma.202104689
https://doi.org/10.1002/adma.202104689
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には量子乱数発生チップ製品の開発に成功し、翌年に、スイスにある量子通信関連スタートアップ企業 ID　

quantique
20

を買収した。

KT は、2017 年に韓国科学技術研究院と共同で韓国ナノ技術院に量子通信応用研究センターを設立して、

量子暗号通信の実用化を研究している。大手通信 3 社のうち、量子暗号通信の標準化にもっとも注力してい

る企業である。2022 年 2 月、KT が独自開発した量子暗号通信サービス品質評価基準が国際電気通信連合

（ITU）から世界で初めて国際標準の承認を受けた。この基準は、応答遅延（Response Delay）、応答遅延変

異（Response Delay Variation）、損失率（Loss Ratio）によって構成されたパラメータを適用し、サービス

品質を測定することができる
21

。

LGU ＋は、2020 年に IoT 端末用量子保安チップを開発し、翌年には耐量子計算機暗号技術も確保した
22

。

また、2022 年 10 月 22 日、耐量子コンピュータ暗号技術（PQC）と物理複製防止機能（PUF）を同時に適用し、

CCTV のセキュリティを大幅に強化する「PQC PUF VPN」技術を世界初で開発したと公表
23

した。

5.4.3 WOORIRO

1998 年に設立された WOORIRO は、量子的に振る舞う光子を扱う光産業企業であり、「韓国光産業 1 号

企業」と呼ばれている。韓国国内では、光パワー調整技術、単一光子検出器、超高速光検出器などで有名で

ある。大手ではないが、国内初超小型スプリッタの開発・量産に成功した、光通信分野では世界トップレベ

ルの実力を見せている企業である。WOORIRO は、超高速光検出器チップとモジュールを生産して、国内

外の LTE および 5G 網に供給しているが、これらは超高速光通信網構築に必須とされているので、上述し

た通信 3 社には欠かせないものである。

また、長距離光通信を可能にさせるのが光分配器であるが、WOORIRO は光分配器チップとこれを利用

した光モジュールを生産している。これらの技術力を基に、WDM（Wavelength Division Multiplexing）素

子分野にも手を伸べ、海外市場を攻略している。WOORIRO が開発した SPAD（Single Photon Avalanche 

Diode）は、光子を検出できる超高感度光学センサをチップにしたものであるが、暗号解読が不可能とされ、

量子暗号通信においては不可欠な部品と言われている。SPAD の性能は、WOORIRO が世界トップレベル

であり、韓国のみならず、アメリカ、中国、ヨーロッパ、インドの諸企業、日本では東芝が使用している。

5.4.4 EVERYWHERE IN YOUR LIFE(EYL) 

2015 年に設立されたスタートアップ企業であるが、量子乱数生成器で知名度が高まった。「世界で最も小

さくて早い、かつ、最も安くてエネルギー使用が効率的である量子乱数生成器及び応用プログラムを提供す

る」ことがビジョンである。2017 年にはアメリカにも法人設立をし、2017 年に「破壊的な潜在力をもって

いるグローバルベンチャー企業 Disrupt 100」に選定され、2018 年には「Startup Grind Silicon Valley 20」

に選ばれた実力を有する。

20	 	2001 年設立、量子鍵配送システム、量子安全ネットワーク暗号化、単一光子カウンタ、ハードウェア乱数発生器を研究開発する企業。

詳細は企業 web サイトを参照。
21	詳細は、「KT 開発の量子暗号通信サービス品質評価基準、ITU 国際基準に初承認」『亜洲経済』（2022 年 2 月 24 日）を参照。
22	 	3 社の動きに関する詳細は、「量子コンピュータを恐れるな、事業化を目前にした KT、SKT、LGU ＋」『BLOTER』（2022 年 2 月

24 日）を参照。
23	「LGU ＋、耐量子コンピュータ暗号で CCTV セキュリティを強化」『NEWSIS』（2022 年 10 月 20 日）を参照。

https://www.kist.re.kr/kist_web_renew/?state=view&sub_num=4082&searchKind=&searchWord=&v_pagesize=10&v_page=3&idx=10704
http://www.wooriro.com/page/history.php
https://www.eylpartners.com/index.php/quantum-entropy/
https://www.idquantique.com/
https://japan.ajunews.com/view/20220224113546154
https://www.bloter.net/newsView/blt202202230150
https://newsis.com/view/?id=NISX20221020_0002054511&cID=13005&pID=13100
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2021 年世界初となる、量子乱数生成技術を搭載した保安ソリューションでアメリカ政府の保安認証を取

得した。この保安ソリューションは、「USB 型量子鍵生成器」となっているが、アメリカ連邦情報処理規格

「FIPS140-2」の基準、アメリカ暗号モジュール認証（CMVP）の取得に成功したと言われている
24

。

5.5 注目研究者

注目研究者として、第 1 章で紹介した論文・特許データを基に、学界での知名度及び貢献度・成果などを

総合的に考慮し、以下の 5 人を紹介する。

5.5.1 イ・ヘウン（이해웅、LEE Haiwoong）

KAIST 物理学科名誉教授。韓国で最初に量子情報学の研究を始めた、量子研究の第一人者である。研究

分野は、量子工学、原子工学、量子物理である。1970 年にソウル大学物理学部を卒業し、1977 年にアメリ

カピッツバーグ大学で量子光学をテーマに博士号を取得した。博士号取得後は、アメリカロチェスター大学、

アリゾナ大学、ニューメキシコ大学でポスドク研究員として業績を積み、1981 年からアメリカオークラン

ド大学で助教・副教授として 8 年間勤務し、1989 年より KAIST 教授となった。量子もつれと量子情報をテー

マに、量子情報学、量子光学、原子物理学に関わる論文を 100 報以上発表している。これらの業績が認められ、

2006 年には 3.1 文化賞学術賞（自然科学部門）、2008 年には KAIST 優秀講義賞を受賞した。代表著書には、

「光の量子理論」、「量子情報学講義」、「グーグル神はすべてを知っている」などがある。

5.5.2 チョン・ヒョンソク（정현석、JEONG Hyunseok）

ソウル大学物理学部教授。近年韓国国内では、量子研究をもっとも活発に行う研究者の一人である。原

子および分子と光物理学、とりわけ量子力学の基礎、量子情報理論、光を利用した量子情報処理、量子光

学を主な研究内容としている。1996 年に西江大学物理学部を卒業し、2003 年にイギリスのクイーンズ大学

ベルファストで物理学の博士号を取得した。博士号取得後は、2003 年からクイーンズランド大学でポスド

ク研究員、2005 年より同大学の量子コンピュータ技術センターでリサーチフェロー、2008 年よりソウル

大学助教を経て現在に至る。近年でも活発に量子研究を行っており、量子関連の多くの論文を発表してい

る。代表的なのは、「Quantum Metrological Power of Continuous-Variable Quantum Networks（2022）」、

「Quantum one-time tables for unconditionally secure qubit-commitment（2021）」、「Universal compressive 

tomography in the time-frequency domain（2021）」、「Resource-efficient topological fault-tolerant quantum 

computation with hybrid entanglement of light（2020）」などである。

5.5.3 チョ・ミンヘン（조민행、CHO Minhaeng） 

基礎科学研究院（IBS）分子および分光学と動力学の研究チームのリーダーと高麗大学現代・起亜自然

科学碩座教授（named endowed chair professor）を務めている。1987 年にソウル大学化学学部を卒業し、

1993 年シカゴ大学で物理化学博士号を取得した。博士号取得後は、マサチューセッツ工科大学でポスドク

24	 	詳細は、「スタートアップEYLの量子乱数生成技術搭載の保安チップ、アメリカの保安認証を取得」『ETNEWS』（2012年4月23日）を参照。

https://physics.kaist.ac.kr/index.php?mid=p_people1&document_srl=330
https://physics.snu.ac.kr/research-faculty/faculty/fulltime?mode=view&profidx=11
https://www.ibs.re.kr/kor/sub02_04_06.do
https://www.etnews.com/20190422000375
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研究員として在籍し、1996 年より高麗大学化学学部の助教を務めていた。訪問教授として 1997 年には日本

の分子科学研究所、2000 年にはオックスフォード大学化学部、2004 年にはカリフォルニア大学バークレー

校で研究を行っていた。

2005 年より基礎科学研究院（IBS）分子および分光学と動力学の研究チームのリーダーを務めるようにな

り、高麗大学では化学部教授から現代・起亜自然科学碩座教授に所属が変わった。

2021 年に、量子力学の難題とされる「相補性原理」を検証した。量子物体の波動―粒子定量における相

補性について新しいモデルを提案・実現し、国際誌Science Advances に掲載された。これは、1928 年に相

補性原理が提示されてから約 100 年ぶりの新発見であり、学界における意味が大きいとされる。チョ氏は、

1999 年に科学技術部若い科学者賞、2011 年に韓国科学技術翰林院学術賞、2012 年韓国学術院賞など多数の

賞を受賞した。また、2002 年には、世界初となる「多次元分光法学国際会議（International Conference on 

Multidimensional Spectroscopy）」を韓国で開催した。2014 年より科学技術情報通信部の支援を受け、研究

開発プロジェクトである「分子分光学および動力学研究」を展開している（PM を担当）。直近 5 年の論文

は少ないものの、過去には 148 報の論文を発表し、活発に研究活動を進めている。

5.5.4 イ・ヨンヒ（이영희、Lee Younghee）

成均館大学物理学部・エネルギー科学部の教授及び SKKU フェローであり、同大学基礎科学研究所のナ

ノ構造統合物理学センター長を 2012 年より務めている。全北大学卒業後、1986 年、アメリカのケント州立

大学で物理学博士号を取得した。帰国後、全北大学物理学部で教えつつ（1987 ～ 2001 年）、ミシガン州立

大学（1996 ～ 1997 年）、スイスのチューリヒ IBM 研究所（1993 年）、エイムズ国立研究所（1989 ～ 1990 年）

で客員教授などを務め、2001 年より現職に着任。研究テーマは材料科学・物性物理学。材料では大面積単

結晶グラフェン CVD、酸化グラフェン、遷移金属二カルコゲナイドを、物性では原子・電子構造、光・熱・

光熱変換特性、励起子キャリア多重化、多機能ナノ構造・デバイス、エネルギーハーベスティングを主な研

究対象とする。

5.5.5 チョ・ドンヒョン（조동현、Cho Donghyun）

高麗大学の理学部長である。1990 年にイェール大学物理学科の博士号を取得し、同大学のポスドク研究

員を経て 1994 年に帰国した。高麗大学の物理学科の助教を務めはじめ、勤務 10 年目となる 2004 年に理学

部長となった。2002 年の「量子干渉現象および量子情報通信に関する研究」をはじめ、17 の研究開発プロ

ジェクトを担当してきた。量子情報学をテーマに執筆した以下の論文「Line shape of a transition between 

two levels in a three-level Lambda configuration（2011）」、「Coherent transition between adjacent Zeeman 

sublevels in an alkali-metal atom without populating other sublevels（2013）」、「Magic Polarization for 

Optical Trapping of Atoms without Stark-Induced Dephasing（2013）」）は、物理学分野の最高学術誌とさ

れるPhysical Review Letters に掲載された。

チョ氏は、高麗大学が毎年学生の評価に基づき、高評価の講義（上位 5％）を行った教員に授与する「石

塔講義賞」を 10 回も受賞するほど、高水準の講義で知られている。また、量子コンピュータに対しネガティ

ブな意見を示す、数少ない量子学研究者としても有名である。2020 年に行った週刊朝鮮とのインタビュー
25

25	インタビュー全文は、「量子コンピュータ懐疑論――チョ・ドンヒョン高麗大学物理学科教授」『週刊朝鮮』（2020年1月14日）を参照。

https://skb.skku.edu/iqbs_eng/Faculty/Professor.do?mode=view&articleNo=65586
http://cooling.korea.ac.kr/LSL/People.html
http://m.weekly.chosun.com/news/articleView.html?idxno=15202
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でチョ氏は、「量子コンピュータの開発は永遠に不可能である。」とし、「グーグルが、一般コンピュータが

1 万年かけて行う計算を量子コンピュータが 3 分でクリアするとしたが、時間ではなく、計算結果が大事で

ある。行いたい計算に対し、どれだけ正確な結果を算出できるのかがポイントである。ただ量子コンピュー

タはエラーが多すぎて正確な結果を算出できていない。だからグーグルは計算ではなく、乱数を作っただけ

である。」と批判した。また、「ホットテーマ」だからといって、まともな検証もせず、量子研究に巨額の資

金を投じている諸国の動きに対しても批判を行った。

5.6 国際協力・国際共同研究

2021 年 MSIT は、6G、人工知能、量子技術など中心とする ICT 国際共同研究に予算を、2021 年の 58 億ウォ

ンから 2022 年の 117 億ウォンへと倍以上に増やすことを表明し、特に量子技術においては、アメリカ、ヨー

ロッパ、イギリスとの協力を強化する方針を明らかにした
26

。

韓国の未来量子融合フォーラムは、2022 年 1 月、アメリカのアルゴンヌ国立研究所と量子暗号通信 LOI

を締結し、今後技術交流や共同研究を推進するとし
27

、駐韓フィンランド貿易代表部とは 2022 年 6 月に

MoU を締結した
28

。また、2022 年 5 月 21 日に開かれた米韓首脳会談では、量子技術、人工知能、バイオな

どの核心技術において両国の協力を強化する旨を明らかにした
29

。産業通商資源部は、2022 年 8 月 9 日にア

メリカで開催された「米韓標準フォーラム」で、米韓が量子技術・次世代半導体・人工知能など最先端技術

における技術政策と標準化戦略を共有したと明かした
30

。

アジア・太平洋地域では、未来量子融合フォーラムが日本の量子技術による新産業創出協議会 Q-Star と

2021 年 5 月に共同ワークショップを開催し、日本との量子技術協力に向けスタートを切った
31

。また 2022

年 9 月 28 日、MSIT の研究開発政策室長とオーストラリアの国家主席科学者が面談を行い、量子技術での

国際協力について議論を行った。研究開発政策室長は「オーストラリアは量子技術のロードマップを制定

し、量子技術を強化しており、両国が共に力を入れている量子分野では技術協力の強化を図っていく」と述

べた
32

。

企業では 2021 年に LG 電子がオランダの量子コンピューティング開発企業である Qu ＆ Co と多重物理シ

ミュレーションのための研究協約を締結した。企業、政府問わず、量子技術における国際協力に力を入れて

いるが、ここでは、政府の支援を受け進めた、最近 5 年間の国際協力プロジェクトに絞って紹介する
33

。

POSTECH は、アメリカとマサチューセッツ工科大学（MIT）と BBN テクノロジー（Raytheon BBN 

Technologies）と 2020 年 8 月から 2 年間、2 億ウォン（2000 万円）規模の「量子情報のためのグラフェン

基盤マイクロ波単一光子検出器の開発」プロジェクトを進めている。

蔚山科学技術院は、アメリカのペンシルバニア大学と「量子光源及びメモリ用の人工素材」プロジェクト

26	詳細は、「科技部、主要国と 6G、AI、量子技術共同研究を拡大」『亜洲経済』（2021 年 12 月 21 日）を参照。
27	 	「未来量子融合フォーラム、アメリカのアルゴンヌ国立研究所と量子暗号通信 LOI を締結」『未来量子融合フォーラム告知子事項』

（2022 年 3 月 8 日）を参照。
28	「未来量子融合フォーラム 1 周年、量子技術の国際協力が拡大」『EDAILY』（2022 年 7 月 1 日）を参照。
29	詳細は、「韓米首脳会談――宇宙・サイバー・量子技術・バイオなどで協力強化」『連合ニュース』（2022 年 5 月 21 日）を参照。
30	 	「アメリカと量子技術・次世代半導体・人工知能など先端技術分野における標準協力を強化」『政策ブリーフィング』（2022 年 8 月

9 日）を参照。	
31	「未来量子融合フォーラム 1 周年、量子技術の国際協力が拡大」『EDAILY』（2022 年 7 月 1 日）を参照。
32	「韓国、オーストラリアと量子技術などの科学技術協力を議論」『EDAILY』（2022年 9月 28日）を参照。
33	詳細は、韓国科学技術企画評価院KISTEP「国際協力研究開発分野」（2021 年 12 月）及び量子技術開発投資戦略を参照。

https://www.ajunews.com/view/20211221110943917
https://www.fqcf.org/
https://www.edaily.co.kr/news/read?newsId=02112326632390256
https://www.yna.co.kr/view/AKR20220521052700017
https://www.korea.kr/news/pressReleaseView.do?newsId=156520183
https://www.edaily.co.kr/news/read?newsId=02112326632390256
https://www.edaily.co.kr/news/read?newsId=02866726632464712&mediaCodeNo=257&OutLnkChk=Y
https://www.kistep.re.kr/flexer/view.jsp?FileDir=/board/0002&SystemFileName=202201211233006741.pdf&ftype=pdf&FileName=202201211233006741.pdf
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を、メリーランド大学と「ハイブリッド量子フォトニック収集回路素子」プロジェクトを 2020 年 8 月から

2 年にかけて進めている。いずれも研究費は 2 億ウォン（2000 万円）程度である。なお、ソウル市立大学は、

アメリカのハーバード大学、ニューヨーク市立大学、ミネソタ大学と手を組んで、2 次元ファンデルワール

ス材料量子コンピューティング国際共同研究センターを立ち上げ、2020 年 9 月から 2023 年 3 月まで、67.5

億ウォン（6.75 億円）を投資して共同研究を進めている。

アメリカ以外にも、KAIST の場合、京都大学と「原子及び分子基盤量子シミュレータ開発のための国際

協力事業」を推進しており、2020 年 9 月から 2023 年 3 月まで、67.5 億ウォン（6.75 億円）が使われる見込

みである。西江大学は、インペリアル・カレッジ・ロンドン、清華大学、デューク大学、インスブルック大

学とともに「量子技術開発のための国際共同研究チーム」と立ち上げ、同じく 2020 年 9 月から 2023 年 3 月

まで、67.5 億ウォン（6.75 億円）が投資される予定である。

韓国電気通信研究院（ETRI）とイタリアのブルーノ・ケスラー財団（Fondazione Bruno Kessler）は、2020

年 7 月から 2024 年 3 月まで「小規模量子コンピューティングシステム最適化型制御及び性能評価技術開発」

プロジェクトを展開するが、563 億ウォン（56.3 億円）規模の研究費が使われる予定である。2018 年に開催さ

れた「量子コンピューティング保安技術国際ワークショップ」で、韓国電気通信研究院は、イギリスのクイー

ンズ大学、アメリカの標準技術研究所（NIST）と量子保安技術分野で協力を強化すると明かした
34

。

なお、慶熙大学は、ドイツのライプニッツ固体・材料研究所（IFW-Dresden）と 2020 年 7 月から 3 年間、

「低次元熱電及び衛星素材開発と熱電気／スピン量子物質測定技術研究」を共に行うため、99.9 億ウォン（9.99

億円）の研究費を確保している。標準科学技術研究院は、ドイツの国立研究機関「物理工学連邦機構（PTB: 

Physikalisch-Technische Bundesanstalt）」と「グラフェン基盤の量子インターフェース原器開発」プロジェ

クトを 2019 年 7 月から 3 年にかけ進めていく予定であり、予算は、45 億ウォン（4.5 億円）である。

以下 3 件のプロジェクトは、いずれも量子通信分野に関するプロジェクトで、2017 年から 3 年間、36 億

ウォン（約 3.7 億円）の研究費で進めたものである。高麗大学は、アメリカのイリノイ大学アーバナ・シャ

ンペーン校と「量子情報のための 2 次元物質単一光子源の実現」プロジェクトを推進した。広州科学技術院

は、アメリカのパデュー大学と「ランダムレーザーと光電子素子を結合した下位レベル暗号化ハードウェア」

の研究プロジェクトを行い、ソウル市立大学は、アメリカのフロリダ・アトランティック大学と「衛星通信

のための自由空間量子暗号システム半導の重力効果」研究を行った。なお、比較的規模は小さいが、仁川大

学はアラブ首長国連邦のカリファ大学と「ビックデータ危険分析に基づいた量子保安インフラストラクチャ

技術の開発」研究を共に行い、アメリカやヨーロッパ諸国中心に行われていた国際協力事業に新たな可能性

を提示した。慶北大学とフランス国立科学研究センター（CNRS）は、2019 年から 2 年半にかけ、「励起状

態動力学のための新しい量子科学理論開発及び応用に関する国際協力」をテーマに共同研究を行った。また、

2018 年 12 月から 2020 年 11 月まで、南アフリカ共和国のクワズール・ナタール大学と KAIST は、「量子コ

ンピューティングの実用のためのデジタル量子インターフェースと量子プロセスマネジメント基礎核心技術

協力研究」プロジェクトを共同で実施した。

34	 	詳細は、「ETRI、国際量子コンピューティング技術研究の基盤を構築、イギリスクイーンズ大学、アメリカ NIST と協力」『DIGITAL	

TODAY』(2019 年 9 月 19 日 ) を参照。

http://www.digitaltoday.co.kr/news/articleView.html?idxno=214984
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5.7 量子イノベーションエコシステム

ここまでに述べた量子技術のプレーヤーに関する概要と特徴を踏まえると、韓国の量子イノベーションエ

コシステムは図表 5-14 のように描くことができる。

図表 5-14　韓国の量子イノベーションエコシステム

出典：APRC作成
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6 シンガポールの量子技術動向

シンガポールでは 21 世紀初頭から量子技術の研究や政府ファンディングが始まり、2007 年にはシンガポー

ル国立大学（NUS）に研究拠点が設置された。だが研究開発が国家戦略の中に位置付けられ本格化したのは、

2018 年頃と考えられる。同年開始された量子工学プログラムは 2022 年 4 月に第 2 期を迎え、国家規模のコ

ンピューティング・ハブやハードウェア製造拠点、通信ネットワークなどを新たな柱に、量子技術の研究開

発を更に強化しようとしている。

6.1 量子技術政策の動向

シンガポールでは 1990 年代末から研究者個々人で量子技術の研究が始められ、2002 年には最初の政府ファ

ンディングが投じられ、卓越研究拠点の設置によって組織的な研究も始められた。だが、第 3 次（RIE2005, 

2001 ～ 2005 年）から第 6 次（RIE2020, 2016 ～ 2020 年）までの、国家科学技術計画のいずれを見ても、量

子技術を重点項目とする明確な言及は見られない
1

。よって研究開発政策の重点化は、2018 年頃の国家プロ

グラム開始が契機であると考えられる。

シンガポールにおける科学技術政策の立案主体には、リサーチ、イノベーション、企業評議会（RIEC）
2

があり、政策立案主体で実施主体でもある貿易産業省（MTI）と教育省（MOE）がある
3

。2002 年には、

MTI 所轄で当時設立したばかりの科学技術研究庁（A*STAR）と 政府系ファンドのテマセク（Temasek）が、

シンガポール国立大学（NUS）の量子情報技術研究グループに最初のファンディング（500 万星ドル＝約 4

億 6500 万円、1 星ドル＝約 93 円）を投じた
4

。2007 年 12 月、教育省とシンガポール国立研究開発基金（NRF）

は NUS の同研究グループを研究センター・オブ・エクセレンス（RCE）として認定し、NUS は量子技術セ

ンター（CQT: Centre for Quantum Technologies) を設置した。CQT はコア・ファンディングとして 1 億

5800 万星ドル（約 147.5 億円）の資金提供を受け、その設置後ほどなく、国際的レビューを経て 3690 万星

ドル（約 34.3 億円）の追加ファンディングを受けた。2017 年には、CQT のコア・ファンディング（1 億星

ドル、約 93 億円）が教育省と NUS により 2022 年まで延長された。

NUS に続いて、他の研究機関でも量子技術の重点的研究が開始される。2017 年には、A*STAR の材料

工学研究所（IMRE）内で研究プログラム「工学のための量子技術（QTE: Quantum Technologies for 

Engineering）」が開始された（4 年時限、2500 万星ドル＝約 23.3 億円）。IMRE では、A*STAR の設置以前

にさかのぼる 1990 年代末から、材料科学分野で基礎研究に取り組んでおり、量子技術研究の重点化といえる。

シンガポールで量子技術が国家戦略の中に位置付けられたのは、確認できる限り 2018 年が最初である。同

年 11 月、首相府は 2014 年 11 月発表のスマート・ネーション構想に関する最新展望「スマート・ネーション——

1	 	2001 年から 5カ年毎の科学技術計画を参照した。なお	S&T	Plan	2005、S&T	Plan	2010、RIE2015、RIE2020 はMTI が、RIE2025

は後述の通りNRFが、それぞれ発行主体となっている。
2	 	2006 年設立。首相直轄でトップダウン型の研究開発・イノベーション戦略の基本的方向性を審議する組織として、科学技術の政

策過程で最高位に位置するとされる。未来工学研究所「主要国における科学技術・イノベーション政策の動向等の調査・分析」	

2020 年 3 月、p.266.	
3	 JST/CRDS「シンガポールの科学技術情勢」。
4	 	以下、政策動向とファンディング額の記述は主として	Angelakis,	D.	et	al.	 (eds)	 (2019)	Quantum Technologies in Singapore: 

Preparing for the Future .	Singapore:	QuantumSG、およびKung,	J.,	and	M.	Fancy	(2021)	A Quantum Revolution: Report on Global 

Policies for Quantum Technology.	Toronto,	ON:	CIFAR,	p.46	による。

https://www.a-star.edu.sg/imre/research-departments/quantum-technologies-for-engineering
https://www.a-star.edu.sg/imre/research-departments/quantum-technologies-for-engineering
https://www.smartnation.gov.sg/files/publications/smart-nation-strategy-nov2018.pdf
https://www.ifeng.or.jp/wordpress/wp-content/uploads/2021/08/9c1070d83a5eaa9a738d7560e96d2092.pdf#page=272
https://www.jst.go.jp/crds/report/SG20161130.html
https://quantumsg.org/wp-content/uploads/2019/10/QuantumSG-%E2%80%93-preparing-for-the-future.pdf
https://quantumsg.org/wp-content/uploads/2019/10/QuantumSG-%E2%80%93-preparing-for-the-future.pdf
https://cifar.ca/wp-content/uploads/2021/04/quantum-report-EN-10-accessible.pdf#page=46
https://cifar.ca/wp-content/uploads/2021/04/quantum-report-EN-10-accessible.pdf#page=46
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更にその先へ」で、国民生活の利便性向上にむけて政府機能の 94％のデジタル化を掲げ、その手段の 1 つと

して、拡張現実（AR）・仮想現実（VR）、IoT、ブロックチェーンなどの新興技術と並び量子コンピューティ

ングに言及した。この首相府の表明と期を同じくして 2018 年、NRF が 2500 万星ドル（約 21 億 3000 万円、

5 年時限）の資金を提供し、量子工学プログラム（QEP: Quantum Engineering Program）を組織した。量子

セキュア通信、量子センシング、量子コンピューティングの 3 つを重点分野として、NUS が研究開発の実施

を主導し、実施プロジェクトのプロポーザルを受け付け、国際的審査・評価を経て採否を決定する。2021 年

度には更に 2614 万星ドル（約 22 億 2200 万円）の予算が投じられ、約 230 名の研究者を擁している。

首相府の声明、および NRF の出資と同時期に、アカデミアも動きを見せる。2018 年には、アレクサン

ダー・リン（Alexander Ling）はじめ NUS-CQT の主任研究者（PI）らによって、研究開発イニシアティ

ブ Quantum SG が発足した。2019 年 10 月には、PI らの共同編集で「シンガポールの量子技術――未来へ

の備え（Quantum SG 研究コミュニティからの提言）」が発行された。量子技術の国際的ハブとなりうる

可能性に照らし、学術界の立場から将来に向けた具体的かつ実行可能な提言をまとめた文書である。

2020 年に NRF が発行し、中期目標を述べた最新の 5 カ年計画である「リサーチ、イノベーション、企業　

2025 年計画」
5

では、NUS-CQT の設立から QEP までを回顧し、シンガポールが量子情報、光学、通信、暗号化、

シミュレーションの分野で国際競争力を築いてきたと評価しつつ、スマート・ネーションとデジタル経済の

柱の一部として、更に強力な支援を図るとしている。具体的には「量子通信と量子鍵配送、量子センシング

とイメージング、量子アルゴリズムなどの新しい重点分野」も支援対象に含むとし、量子技術の更なる強

化と国際的発展への継続的な努力を表明し、2020 年からの 5 年間で 250 億米ドル（159 億ユーロ、約 21 億

8100 万円）を投資すると述べている。

2022 年 5 月 31 日、アジア・太平洋地域の代表的なテック系国際イベント「アジアテック x シンガポール

(ATxSG) サミット」の挨拶で、ヘン・スイキャット（副首相兼シンガポール国立研究財団［NRF］会長）は、

QEP の新たな三本柱として「国家量子コンピューティング・ハブ」と、「国家量子ファブレス・ファウンド

リー」そして「量子セキュア通信ネットワーク」（いずれも 6.2 で詳述）の立ち上げを発表。従前の量子技

術振興の取り組みを更に強化するとした
6

。

6.2 研究開発動向

第 1 章の論文分析によれば、シンガポールでは 2399 件の関連論文が出版され、論文数平均伸び率は韓国

と並び 5％となっている。分野別の論文数を見ると、最も多いのが「量子材料」（36％）、次いで量子センシ

ング・計測を「量子基盤技術」（30％）、「量子コンピューティング」（20％）の順で並んでいる。5 カ年毎の

出版数変化を見ると、2011 年以降に、量子コンピューティングと量子基盤技術で著しく伸び、続いて 2016

年以降に、量子暗号・通信と量子材料で著しく伸びている。

これら一連の指標から推察するに、シンガポールでの量子技術研究開発は、従来から量子材料の研究が長

く続けられてきたが、研究拠点の設置等によって量子コンピューティングへの注力も見られ、近年は量子鍵

配送（QKD）および光ファイバー網と小型人工衛星（キューブサット）による広域量子通信の研究も進ん

できたと考えられる。

5	 以下の記述に際しては、APRC による日本語仮訳も参照されたい。
6	 	“S'pore boosts investments in quantum computing with 2 new programmes,”	Straits	Times,	May	31,	2022,	「量子コンピューティ

ング・安全通信・デバイス製造の能力向上へ…国家プラットフォーム立ち上げ　シンガポール」『Science	Portal	Asia	Pacific』

2022 年 7 月 1 日。

https://www.smartnation.gov.sg/files/publications/smart-nation-strategy-nov2018.pdf
https://quantumsg.org/wp-content/uploads/2019/10/QuantumSG-%E2%80%93-preparing-for-the-future.pdf
https://quantumsg.org/wp-content/uploads/2019/10/QuantumSG-%E2%80%93-preparing-for-the-future.pdf
https://www.nrf.gov.sg/rie2025-plan
https://www.nrf.gov.sg/rie2025-plan
https://spap.jst.go.jp/resource/pdf/aprc-fy2022-pd-sgp01.pdf
https://www.straitstimes.com/tech/tech-news/spore-boosts-investments-in-quantum-computing-with-2-new-programmes-heng-swee-keat
https://spap.jst.go.jp/asean/news/220701/topic_na_01.html
https://spap.jst.go.jp/asean/news/220701/topic_na_01.html
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研究開発の実施主体である大学と研究機関は、NUS と南洋理工大学（NTU: Nanyang Technological 

University）、および A*STAR を中心として、図表 6-1 の通りとなっている。このほか、計算機科学分野で

は国立スーパーコンピューティングセンターが存在するが、量子技術との関連性に絞って 6.3 に述べる。

図表 6-1　シンガポールの研究開発を担う機関の概要

出典：各種資料を基に APRC作成

6.2.1 量子工学プログラム（QEP）

NRF が資金を提供し、NUS が実施を主導する研究開発プログラム。これまでの投入資金額および擁する

研究者数ともにシンガポール国内最大の規模と研究水準を有し、6.5 で述べる注目研究者の大半が参画して

いる。2018 年から 2022 年 3 月までの第 1 期を経て、2022 年 4 月からは第 2 期（QEP2.0）に入った。

QEP を統括するのは 2 名の共同議長、ロー・テック・セン（Low Teck Seng，NRF 最高経営責任者） 

およびクェク・ギム・ピウ（Quek Gim Pew，防衛省［MINDEF］シニア研究開発コンサルタント）であり、

アレクサンダー・リンが 2020 年 9 月よりプログラム・ディレクターを務めている。また事業の運営と推進は、

プログラム・コーディネータ計 10 名（コンピューティング／通信／センシング／国立量子ファブレス・ファ

ウンドリー、クラウド量子コンピューティング、国立量子セキュア通信ネットワーク）が配置されている。

2022 年 5 月末現在で進行中のプロジェクトは 3 つの重点分野および実現技術で総計 27 件である（図表 6-2）。

6.1で既述の通り、本年5月末の副首相声明ではQEPの第2期として3つの施策が発表され取組が始まった。

第一の施策である量子コンピューティング・ハブには、シンガポール初の独自の量子コンピュータが設置

され、企業や政府機関がクラウドネットワーク経由でなく直接アクセスして検証できるようになるため、開

発リードタイムが少なくなることが期待されている。

第二の施策として公式な設置予定が発表された国立量子ファブレス・ファウンドリー（NQFF）は、マイ

クロ・ナノ加工を必要とする量子デバイスの開発を通じて、量子研究コミュニティを支援する組織である。

QEP の 3 本柱を重点的な対象分野とし、学術研究とその応用、および国内外の産業界との橋渡し役を担っ

ている。

https://qepsg.org/
https://entrepreneurship.ieee.org/speaker/professor-low-teck-seng/
https://www.a-star.edu.sg/About-A-STAR/corporate-profile/people/mr-quek-gim-pew
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図表 6-2　QEPでファンディングを行っている事業一覧（2022年 5月現在）

出典：量子工学プログラムの事業一覧を APRC訳出 

https://qepsg.org/projects,
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第三の施策に関しては声明に先んじた 2022 年 2 月 17 日、QEP によって重要インフラや機密データを扱

う企業に強固なネットワークセキュリティを約束する量子安全通信技術の国内試験を開始すると発表した
7

。

このプロジェクトはシンガポール NRF の支援を受け、民間企業と政府機関の 15 の組織が参加して開始する。

6.2.2 最新の研究開発動向

具体的な成果は未だ明らかでないが、近年進行中の研究開発事例として以下が挙げられている。

● グローバル企業と国内研究機関との連携：2022 年 4 月 28 日付プレスリリースで、キーサイト・テクノ

ロジー社と QEP は、量子技術の研究開発および教育を加速するために協力する覚書（MoU）に調印し

た
8

。この MoU の下、両者は量子計測器のパッケージや、量子システムの拡張性・展開性を実現する技

術の開発で緊密に協力する。さらに、QEP に参加する研究者が、キーサイト・テクノロジー社のソフ

トウェア設計ツールや高度な試験・計測機器へ容易にアクセスできるよう、「量子共同イノベーション

加速プログラム」を設立する。

● 宇宙放射線被ばくを自己修復する技術開発：2022 年 3 月 7 日付 NASA 報道
9

によると、NUS-CQT はイ

リノイ大学アーバナ・シャンペーン校（UIUC）およびジェット推進研究所（JPL）の研究チームと共同で、

レーザーアニール検出器と導波路型もつれ光子資源の実験実証を行っている。これにより、人工衛星は

宇宙空間における放射線被ばくによるダメージを自己修復できると期待される。

● 量子アルゴリズムを拡張した新しい技術開発：A*STAR の高性能計算機研究所（IHPC）の研究者である

ダックス・コー（Dax Koh）らは、量子アルゴリズムをスケールアップして量子優位性を実現し、実用的

な問題を解決するための新しい技術開発に取り組んでいる
10

。量子デコヒーレンスを抑制し、変分量子固有

値解法のアルゴリズムを高速化するため、コーの研究チームは、ベイズ推定を行う「工学的尤度関数（ELF）」

と呼ばれるフレームワークを開発した。アルゴリズムを 1 回実行するごとに得られる出力候補の情報を最

大化することで、ELF は測定コストを削減しながら、モデルの解をより速く見つけることを可能にした。

● 安定性とアクセシビリティのバランスがとれた量子コンピューティングを実現する材料の探索
11

：
A*STAR で材料工学研究所（IMRE）の主任研究者（PI）を務めるクアン・エン・ジョンソン・ゴー（Kuan 

Eng Johnson Goh）は、二硫化タングステン（WS2）という二次元遷移金属ダイカルコゲナイド（TMDC）

半導体材料から量子ビットの作成に着目した。量子デバイスに最適なその特性を踏まえつつも、化合に

おける技術的限界を克服すべく、研究チームは化学気相成長法（CVD）および酸化ハフニウム（HfO2）

からなる保護誘電体層で、WS2 の結晶を均一に封止し、WS2 半導体結晶を作製することにより、WS2

の薄層形成を実現した。この技術により、研究チームは、従来の機械的剥離に比べて数百倍の面積で、

安定したウェハー結晶の合成に成功した。

7	 	シンガポール国立大学ニュースリリース	“Singapore to build National Quantum-Safe Network that provides robust cybersecurity 

for critical infrastructure,”	February	17,	2022,	および報道	“S'pore creates first quantum cryptography testbed, gets closer to 

building an unhackable Internet,”	Straits	Times,	February	17,	2022.
8	 	シンガポール国立大学ニュースリリース	“Keysight and Singapore’s Quantum Engineering Programme to accelerate research, 

development and education in quantum technologies,”	April	28,	2022,	およびキーサイト社プレスリリース、2022 年 4 月 27 日。
9	 	NASA	Jet	Propulsion	Laboratory,	“Space Station to Host ‘Self-Healing’ Quantum Communications Tech Demo,”	March	7,	

2022.	
10	 A*STAR,	“Delving into a spectrum of quantum capabilities,”	September	24,	2021.
11	 A*STAR,	“A new recipe for quantum computers,”	April	27,	2022.

https://research.a-star.edu.sg/researcher/kuan-eng-johnson-goh/
https://research.a-star.edu.sg/researcher/kuan-eng-johnson-goh/
https://news.nus.edu.sg/national-quantum-safe-network-that-provides-robust-cybersecurity/
https://news.nus.edu.sg/national-quantum-safe-network-that-provides-robust-cybersecurity/
https://www.straitstimes.com/tech/tech-news/spore-creates-first-quantum-cryptography-testbed-gets-closer-to-building-an-unhackable-internet
https://www.straitstimes.com/tech/tech-news/spore-creates-first-quantum-cryptography-testbed-gets-closer-to-building-an-unhackable-internet
https://news.nus.edu.sg/keysight-and-quantum-engineering-programme-to-accelerate-quantum-technologies/
https://news.nus.edu.sg/keysight-and-quantum-engineering-programme-to-accelerate-quantum-technologies/
https://www.keysight.com/jp/ja/about/newsroom/news-releases/2022/0427-nr22027-keysight-and-singapore-s-quantum-engineering-progra.html
https://www.jpl.nasa.gov/news/space-station-to-host-self-healing-quantum-communications-tech-demo
https://research.a-star.edu.sg/articles/features/delving-into-a-spectrum-of-quantum-capabilities/
https://research.a-star.edu.sg/articles/highlights/a-new-recipe-for-quantum-computers/
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6.3 注目研究機関・大学

シンガポールは NUS と NTU の 2 大学を中心として、各々が先端的・特徴的な研究開発活動を展開して

いる。これらの他、2009 年創立のシンガポール工科・デザイン大学（SUTD）では量子コンピューティング・

量子材料の研究者が 3 名所属するほか、応用科学研究を振興する民間研究機関・独フラウンホーファー研究

機構はシンガポールにアジア唯一の拠点を置き、量子セキュア通信の研究開発振興や、エンジニア向けに「耐

量子計算機暗号」のオンライン継続教育プログラムを開講している
12

。しかしいずれも、シンガポール国内

の量子技術に対して注目すべき貢献や関与は見られない。

以下では国内政策との接点の深さおよび研究規模の大きさ（研究者数、研究分野の範囲、研究開発予算）

の順に、代表的な大学および研究機関について述べる。

6.3.1  シンガポール国立大学 量子技術センター（CQT: Centre for Quantum Technologies）

シンガポール国立大学（NUS: National University of Singapore）は 1905 年に創立され、当初は医科大学

として建学されたものの、1980 年にシンガポール大学（University of Singapore）とマラヤ大学（University 

of Malaya）の合併に伴い改称した。米イェール大学・デューク大学とのジョイントディグリーを含む 17 部

局を有し、シンガポール国内はもとよりアジア・太平洋地域でもトップの研究開発力を誇る総合大学である。

世界 100 以上の国から約 3 万 8000 名の学生が集う多様性ある研究教育環境を形成し、QS 世界大学ランキ

ング 2022 によれば、全体で 11 位、アジア地域では 1 位である。

量子技術センター（CQT）は、1998 年にクェック・レオン・チュアン（Kwek Leong Chuan）ら 4 名

が始めた非公式セミナーを前身とする研究グループ「quantum lah」を母体に、2007 年研究センター・オブ・

エクセレンス（RCE）に認定されたのを契機に、NUS 内に設置された。国内の研究機関に存在する 40 超の

研究チームのうち 26 を抱え、現在、NRF から 74.8 万米ドル（9500 万円、1 米ドル＝ 127 円、2017–22 年度）

の支援を受けている。

主要な研究分野は、量子セキュア通信（量子鍵配送・量子暗号）、光ファイバーに基づく大都市間量子通

信、衛星に基づく広域量子通信、量子コンピューティング・シミュレーション、量子センシング、そして応

用機器開発や基礎科学となっている。ホセ・イグナシオ・ラトーレ（José Ignacio Latorre）がディレクター

としてセンター内全体の研究活動を統括し、教授 8 名、准教授（客員を含む）約 20 名、助教 7 名を擁する。

量子コンピューティング・シミュレーションに関しては 5 名（2022 年５月現在）の主任研究者（PI）が連

携し、それ以外の基盤技術やセンシングに関しては原則 1 名の PI の下に、20 余名の研究員（リサーチ・フェ

ロー）・60 余名の大学院生が配置され、研究活動を進めている。

研究開発と共に、次世代を担う若者に量子技術への関心を誘う「量子ゲーム」開発やショートフィルムコ

ンテストの開催、啓蒙書の出版などの活動にも取り組んでいる。

12	フラウンホーファー・シンガポール「耐量子セキュリティ」。

https://www.quantumlah.org/
https://www.quantumlah.org/research/group/kwek
https://www.cybersicherheit.fraunhofer.de/en/Courses/post-quantum-security.html#cop3


98

JST アジア・太平洋総合研究センター　 　APRC-FY2022-RR-01

調査報告書　　アジア・太平洋主要国・地域の量子技術動向

6.3.2 シンガポール科学技術研究庁（A*STAR）

同国における最大の研究開発・科学技術振興機関として国立科学技術委員会（NSTB）を改組し 2002 年

設立。医学生物学、情報工学、物理科学などの分野に特化した研究開発政策を進めている。量子技術分野で

は、A*STAR の設立に先行して、科学技術研究評議会（SERC）に付置していた研究機関があり、それぞれ、

物質・材料工学研究所（IMRE: Institute of Materials Research and Engineering）と高性能計算科学

研究所（IHPC: Institute of High Performance Computing）として、多数の研究チームと研究者を擁し

ている。

IMRE は 1997 年設立、ポリマー・有機材料、応用材料の特定と製造、複合・構造材料、光学・電磁気学

に高い研究力を有している。センシングと材料・デバイスという 2 つの研究ユニットを持ち、PI のクアン・

エン・ジョンソン・ゴーを中心に研究を進めている
13

。

IHPC は 1998 年 8 月設立、コンピューティングと人工知能（AI）、大規模複雑系システムモデリング、ソー

シャル・コンピューティング、コグニティブ・コンピューティング、計算機機械工学、流体力学、光学・電

磁気学、材料化学に高い専門性を有している。

6.3.3  南洋理工大学 量子・複雑系科学イニシアティブ（QuCSI: The Quantum and 
Complexity Science Initiative, Nanyang Technological University）

南洋理工大学（NTU: Nanyang Technological University）は 1955 年創立。理工系学部を中心に 3 万 3000

名余の学生を擁するシンガポール第二の総合大学であり、QS 世界大学ランキング 2022 によれば、全体で

12 位、アジア地域では 2 位である。AI 関連の論文で 2012-16 年の 5 年連続でトップ被引用数を記録するな

ど（日経・エルゼビア社 2017）、デジタル技術の研究で注目を集めている
14

。

同大学の量子・複雑系科学イニシアティブは 2018 年発足。南洋理工大学（NTU）の大学院数理物理系研

究科内に「Nanyang Quantum Hub」として設置されており、10 余名の研究員（リサーチ・フェロー）と大

学院生で構成され、NUS-CQT の財政的・人的支援も受けている。同大学准教授のマイル・グー（Mile Gu）

がリーダーを務め、量子情報科学と複雑系科学の学際分野について研究と技術開発を進めている。とりわけ、

入力情報の量が出力する予測情報の量を大幅に上回ってしまうといった、古典的数理モデルの抱える制約を

破り、複雑性を縮減する量子モデルの系統的構築を進めている。

NTU では更に、量子チップ開発を進めるため、2021 年 12 月に量子科学技術センター（QSec）が設置さ

れた
15

。同センターはシンガポール教育省より学術研究基金第 3 層の支援を受け、約 30 名の研究者を擁し

ている。学長兼教授（President Professor）には、工学・材料科学（バイオマテリアル）を専門とし、2018

年より同大学学長を務めるスブラ・スレシュ（Subra Suresh）が就任している。

また、NTU は NUS と共にフランスとの国際協力を持っており、2005 年に同国から客員研究員を受け入

れて以降、継続的に国際共同研究を積み重ねてきた（詳細は 6.6 を参照）。

13	 A*STAR材料工学研究所「工学のための量子技術」。
14	「QS ランキング——南洋理工大学の概要」。
15	 	南洋理工大学ニュースリリース「量子チップを基にした技術の発展にむけた新たな量子工学センターを開設」2021年 12月 7日。

https://www.a-star.edu.sg/imre
https://www.a-star.edu.sg/ihpc
https://www.a-star.edu.sg/ihpc
https://www.quantumcomplexity.org/
https://www.a-star.edu.sg/imre/research-departments/quantum-technologies-for-engineering
https://www.topuniversities.com/universities/nanyang-technological-university-singapore-ntu
https://www.ntu.edu.sg/news/detail/quantum-engineering-centre-seeks-to-unleash-quantum-based-chip-technologies
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6.3.4 シンガポール国立大学（NUS）高度 2次元材料・グラフェン研究センター（CA2DM）

2010 年、NUS から 4000 万星ドル（約 34 億円）の創設資金を得て学内に付置研究所として設立。当初の

呼称は「グラフェン研究センター」であったが、2014 年に発展的改組し現在の呼称となった。グラフェン

のような 2 次元結晶体に基づいた概念化、理論的モデル化、および革新的技術の発展を目的とし、グラフェン、

2 次元材料、2 次元デバイス、理論という 4 つの研究グループから構成される。改組過程の 2011 年で NRF

より 1000 万星ドル（約 7 億 5000 万円）の競争的研究プログラム（CRP）および 5000 万星ドル（約 46 億円）

のリサーチ・イノベーション・企業むけ大学プログラム（CREATE）という 2 つの資金を得ており、シンガポー

ルの量子材料研究拠点として更なる発展が見込まれている。

6.3.5 国立スーパーコンピューティングセンター（NSCC）

2015 年設立。NRF が出資する国立の研究インフラとして、研究機関、高等教育機関、政府機関、企業な

ど、官民の高速計算機研究開発ニーズを支援する機関。シンガポール初のペタバイト規模スーパーコンピュー

タである ASPIRE 1、人工知能を取り入れた高速計算を実現する AI プラットフォーム、および気候変動・

環境への応用を主としたケッペン・システムという 3 つのプラットフォームを擁する。量子現象の応用とは

異なる方式での高速計算機システムではあるが、量子コンピューティングとの関連では、SingAREN、NUS

の QEP、フィンランドの CSC-IT 科学センターによる、フィンランドとシンガポールの国際連携（後に詳述）、

および量子技術によるデータ転送のセキュアな保護方法に関する MoU に参画している。

6.4 注目企業

シンガポールで事業を展開する科学技術系の大企業は、大半がアメリカ合衆国を本社とするグローバル企

業であり、国内的には自国発の企業育成が課題となっている。ベンチャー企業に関しては、NUS-CQT およ

び NTU ともに産学連携を積極的に行っており、近年では両大学からスピンオフした量子技術ベンチャー企

業が積極的に事業を展開している。先述した Quantum SG の 2019 年提言書では、とりわけ「実現技術を提

供し、量子技術の潜在的な応用を模索する企業」として、有力な大学発スタートアップと科学者による新興

企業を挙げている
16

。したがって本節では、この提言書に言及された各社を中心に、事業概要および量子技

術への貢献を述べる。

6.4.1 ホライゾン・クオンタム・コンピューティング（Horizon Quantum Computing） 

NUS-CQT の主任研究者（PI）であるジョセフ・フィッツシモンズ（Joseph Fitzsimons）が創業。「量子

コンピューティングは、反直感的でありコードやアルゴリズムの実装が難しい」とする産業化に際しての現

実的課題を踏まえ、従来のコンピュータ言語で、ハードウェアに依存しない量子コンピュータソフトウェア

開発が可能なコンパイラを開発した。製品の詳細は非公開だが、従来のプログラミングに習熟した科学者が

プログラムを量子回路にコンパイルするプロセスの自動化を図ることをミッションとする。また、CSO を

務めるシーフィ・タン（Si-Hui Tan）は 2021 年 11 月に SGInnovate の主催するディープテック・サミット

16	「NUS-CQT と密接に関係した若き量子技術企業たち」シンガポール国立大学量子技術センター

https://graphene.nus.edu.sg/
https://www.nscc.sg/
https://www.horizonquantum.com/
https://www.horizonquantum.com/team-members/joe-fitzsimons
https://quantumlah.org/page/key/startups
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の量子技術セッションにも登壇するなど、業界を横断した発信活動にも力を注ぐ。

量子コンピューティング、量子情報・通信を主要な授業分野とし、8 年以上の実務経験をもつポスドク研

究者ら約 10 名から成る学際的なチームを構成する。

6.4.2 スペクトラル（SpeQtral）

NUS-CQT の准教授であるアレクサンダー・リン（Alexander Ling）の研究室からスピンオフした量子技

術ベンチャー。2016 年、宇宙空間における偏光もつれ光子の小型対光源生成を実験実証した実績で著名であ

る。量子コンピューティング、量子情報・通信、とりわけ宇宙空間での広域量子通信を主要な事業分野とす

る。日本企業とは、2021 年 8 月 31 日、東芝デジタルソリューションズと共同で、量子鍵配送（QKD）を政

府機関や企業に導入するソリューション提供を発表した。同年 11 月末には、テマセクの初期段階投資プラッ

トフォームである Xora Innovation より 830 万米ドル（10.5 億円）の資金提供を受けたことを発表した
17

。

2019 年 4 月 17 日には、英国の科学技術施設審議会で宇宙開発を振興する RAL スペース
18

と共同で、量子

技術を基盤とする 3U（1 辺 30cm の立方体）の小型人工衛星（キューブサット）「SpooQy-1」を打ち上げ

た。この「SpooQy-1」は、「SPEQS（Small Photon-Entangling Quantum Systems）を基にしており、その

様子は Computer Business Review, Laser Focus World, および Asian Scientist など複数メディアで報じら

れた
19

。

スペクトラルの事業体制は以下の通りである。CEO・共同創業者 : チュン・ヤン・ルム（Chune Yang 

Lum）、CTO・共同創業者 : ロバート・べディングトン（Dr Robert Bedington）、従業員：8 名。

6.4.3 エントロピカ・ラブス（Entropica Labs）

2018 年創業。NUS-CQT で若手研究者として在籍していた 2 名が起業した量子技術ベンチャー。量子最適

化モデル、アルゴリズム、ツール、ソフトウェアの開発に注力し、EPOS と EQAQA という二種の商品を

主に展開している。

同社の主力商品の 1 つである Entropica Physics-based Optimisation Suite (EPOS) とは、物理学を基礎に

した最適化ソルバーで構成され、量子アルゴリズムと高度にカスタマイズされた古典的手法の性能を迅速に

比較するツールである。古典・量子最適化アルゴリズムの実行、検証、展開、ベンチマークを行う統一的フ

レームワークを提供する。

もう 1 つの EQAOA とは、量子近似最適化アルゴリズム (QAOA) を用いて量子コンピュータと最適化の

研究を行うための Python ライブラリである。QAOA 回路のパラメータを自由に設定でき、古典的な最適

化ルーチンを幅広く選択できる。IBM Q、AWS Braket、および厳選されたシミュレータプールで実行される。

資本関係としては、wavemaker, SGInnovate, 林徳利私人有限公司などから出資を受けている。2020 年 5

月にはシンガポールに拠点を置くディープテック系の VC であるエレベート（elev8）より 260 万星ドル（約

2 億 4200 万円）の資金提供を受けている
20

。

17	「SpeQtral が 8.3 億米ドルの調達ラウンドを終了」SpeQtral ウェブサイト
18	「シンガポールに対するミッション」RALスペースウェブサイト
19	 2021 年 10 月 16 日現在。情報は EU のポータルサイト「Spooqy-1 について」から抜粋。
20	エントロピカ・ラブスのブログ記事「更なる偉業へ」2020 年 5 月 11 日。

https://speqtral.space/
https://entropicalabs.medium.com/
https://speqtral.space/speqtral-closes-us8-3m-funding-round/
https://www.ralspace.stfc.ac.uk/Pages/Mission-to-Singapore-2020.aspx
https://www.nanosats.eu/sat/spooqy-1
https://entropicalabs.medium.com/on-to-greater-things-7d6eab25fe10
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共同創業者のトマッソ・デマリエ（Tomasso Demarie）が最高経営責任者（CEO）を、エファン・ムンロ（Ewan 

Munro）が最高技術責任者（CTO）をそれぞれ務めている。

6.4.4 アトミオニクス（Atomionics）

量子センシング分野の技術系企業。同社が開発・展開する新しい重力計「グラビオ」は、量子センシング

を利用して最短時間で最適なデータを与える、費用対効果の高い方法を提供できる。1m × 1m グリッドの

画像解像度を備え、調査コストを大幅削減できる。測量車両を直接利用でき操作のスキルを修得不要とする

ようになり、トンネルを掘削する際の最適な経路を設定、豊富なデータ量を生かした測量時間の飛躍的な短

縮化、などの運用上の利点を発揮する。グラビオは、10μgal/√Hzの高精度とピクセルサイズの縮小により、

小さな構造物や微弱な信号も検出し、地下空間を最適に把握できることにより、非常に密度の高い岩石や陥

没穴を見逃すことなく、建設や掘削の計画を最適に行える。また、炭化水素や鉱物の位置を正確に把握する

ことができ、パイプラインや鉱滓ダムなどの非侵襲的なモニタリングも可能とする。

グラビオは、10Hz の高いデータレートを持ち、非常に正確な測量を可能とする。そのため車両に搭載可

能であり、測量に要する環境コストを大幅に削減し、時間を節約し、最適な計画を立案できる。

事業体制は以下の通りである。CEO・共同創業者: サヒル・タピアワラ（Sahil Tapiawala）、CTO、共同創業者: 

ラビ・クマール（Dr. Ravi Kumar）、従業員：10 名。

6.4.5 Sフィフティーン・インストルメンツ（S-Fifteen Instruments）

量子光学・量子セキュア通信を専門とする量子技術ベンチャー。量子鍵配送（QKD）、乱数生成機器、も

つれ光子対ソースなどの量子技術機器、およびデジタル光学出力計などの各種制御・計測機器を製造・販売

する。

同社の量子鍵配送システムは、BBM92 プロトコルを実装し、一般的な BB84 プロトコルに比べて脆弱性

が低いことを特徴とする。量子状態を配布するために、量子もつれ光子対（光リンクを介して各当事者に 1

つの光子を配布）を使用しており、量子もつれによって相関があるにもかかわらず、個々の光子状態は本質

的にランダムである。この固有のランダム性は、準備と計測のプロトコルで一般的なアクティブな光学部品

なしで達成されている。

また同社の実装システムでは、受動素子のみを使用し、システムの脆弱性監査を簡素化している。位相変

調器などの能動素子を搭載すると、情報が漏洩する可能性のあることが示されており、その対策はシステム

の複雑さを増し、更なるセキュリティの検証が必要になる。

全体として、BBM92 プロトコルを実装した同社のシステムは、トロイの木馬、多光子放出、信号パルス

の位相相関などのセキュリティ問題を狙った攻撃に対して本質的に耐性を有する。

最高経営責任者（managing director）はブレンダ・チン（Brenda Chng）、リサーチ・サイエンティスト

は シェッド・アブドゥラ・アルジュミッド（Syed Abdullah Aljunid）が務めている。

https://www.atomionics.com/
https://s-fifteen.com/
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6.5 注目研究者

第 1 章で紹介した論文・特許データをベースに、シンガポールの量子研究コミュニティにおけるポジショ

ンや研究受賞歴等を加味して、同国における注目研究者を選出した。

6.5.1 アーサー・コンラート・エカート（Artur Konrad Ekert）

量子情報分野の大家。シンガポール国立大学（NUS）物理学部特別教授、同大学数理研究所教授。専門

は量子情報・量子セキュア通信。1990 年代中盤に量子技術の理論的基礎を相次いで発表し、現在に至るま

で研究開発を第一線で牽引する。その研究成果は 1992 年の単著論文「量子暗号とベルの定理」（Quantum 
Measurements in Optics 掲載）をはじめ数多く引用されている。教育面ではオックスフォード大学物理系

で修士課程の導入講義「量子情報科学への招待」を長く担当し、同校での門下生であるティモシ―・ホスグッ

ド（ストックホルム大学ポスドク研究員）の編集による講義ノートは電子的に頒布されている。

6.5.2 アントニオ・ヘリオ・カストロ・ネト（Antonio Helio Castro-Neto）

量子材料研究を牽引する重要人物。シンガポール国立大学（NUS）高度 2 次元材料・グラフェン研究セ

ンター（CA2DM）ディレクター・同大学特別教授。物理学博士（イリノイ大学アーバナ・シャンペーン

校）。専門は量子材料、量子磁性、超伝導。2 次元材料の理論研究に軸足を置きつつ、同センターを創設時

から統括し、発表する研究論文は極めて高い被引用数により国内外から注目を集める。50 以上の発明開示・

特許を有し、2016 年に 2D Materials（事業内容：高質なグラフェン創出）を、2017 年に MADE Advanced 

Materials を、2018 年に PHASE Events（事業内容：ナノマテリアル分野の産学人材イベント開催）を、

2019 年に Graphene Watts（事業内容：グラフェンを素材とするリチウムイオン電池の商業化）をそれぞれ

起業し CEO に就任するなど、マテリアル研究の事業化にも積極的である。ブラジル出身。

6.5.3 アレクサンダー・リン（Alexander Ling）

シンガポールの広域量子通信研究を牽引する若手。シンガポール国立大学量子技術センター（NUS-CQT）

准教授。専門は量子セキュア通信・量子コミュニケーション、量子センシングとメトロロジー。同大学の研

究チームでは、キューブサット（小型人工衛星）を用いた偏光もつれ量子光源の実験実証を達成すべく研究

を進めている。リンの研究室からは、宇宙空間での広域量子通信を事業とする技術ベンチャー企業、スペク

トラル（SpeQtral）がスピンオフしている（6.4.2 参照）。

2000 年理学士（NUS）、08 年物理学博士（NUS）をそれぞれ取得。10 年より NUS-CQT で主任研究者（PI）

を務め、17 年から NUS 物理学部でも教鞭を執る。

6.5.4 クアン・エン・ジョンソン・ゴー（Kuan Eng Johnson Goh）

A*STAR の物質・材料工学研究所（IMRE）で、工学向け量子技術部門の部門長および主任研究員 (PI) を

務める。2007 年、ニューサウスウェールズ大学（豪シドニー）量子コンピュータ技術センターで博士号取得。

2006 年に A*STAR に入職し、シリコン原子を用いた原子レベルの 3D プリントから、高伝導性の 3D プリ

https://www.arturekert.org/
https://qubit.guide/
https://cde.nus.edu.sg/ece/staff/castro-neto-antonio-helio/
https://sites.google.com/site/phylej/team-members/alexander-ling
https://research.a-star.edu.sg/researcher/kuan-eng-johnson-goh/
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ント可能な熱可塑性プラスチック、2 次元半導体、量子デバイスに至るまで、材料科学と工学の研究に貢献

した。現在は、量子情報技術、ナノエレクトロニクス、機械学習、アディティブ・マニュファクチャリング

などの学際的な研究を融合し、破壊的な量子技術の実現を目指している。

6.5.5 ジェイソン・ピン（Ching Eng [Jason] Png） 

A*STAR の高性能計算科学研究所 (IHPC) 電磁気学・光学部の取締役（ディレクター）。英国サリー大学で

博士号（2004 年）、フランスの INSEAD で MBA（2014 年）、中国の清華大学で MBA（2014 年）をそれぞ

れ取得後、量子、高速フォトニクス、プラズモニクス、電磁気学などの研究に従事し、2005 年に IHPC に

入所した。名誉ある英国王立工学アカデミー賞、Vebleo Fellow、Vebleo Scientist Award、IET Innovation 

Award - Software Design、INSEAD Venture Competition Skolkovo Prize、Spring TECS Proof-of-Value 

grant など多数受賞。

6.6 国際協力・国際共同研究

シンガポールは量子情報分野で英国と政府間の国際協定を結び、投資を受けるほか具体的な応用について

も協働している。またフランスとは拠点的な研究機関が共同研究を継続的に行ってきた。また、オーストラ

リアとは大学・研究機関のレベルで国際協力を行っている。その他のアジア・太平洋地域の諸国とは単発の

研究事業単位で協力・共同研究を実施するのみと見られる。

英国はシンガポールの量子技術に対してたびたび投資を行い、近年は宇宙空間からの広域量子通信に関す

る事業といった具体的応用においても協働している
21

。2013 年には、「工学のための量子技術」に国際ファ

ンディング（5 年時限、2 億 7000 万英ポンド、約 435.5 億円）を拠出した。そして 2018 年には、衛星によ

る量子鍵配送（QKD）テストベッドの構築と配備を行う事業が開始し、1800 万星ドル（約 16 億 7400 万円）

が両国政府により拠出された。この協力の下、シンガポールと英国は、シンガポールの先駆的な量子鍵配送

技術を使用して、地球規模の距離で暗号鍵をセキュアに配送する実験実証を行う CubeSat 規格に基づく人

工衛星「QKD Qubesat」を共同開発した。この衛星は、2021 年後半から運用を開始し既に後継機も現れて

いる（詳細は 6.4.2 も参照）。

また最近では、フィンランドとの政府協力で進展がみられる。2022 年 9 月、シンガポール国家量子局、フィ

ンランド VTT 技術研究センター、IQM 量子コンピュータ、CSC - IT Center for Science は、量子技術分野

における研究開発協力を模索・推進することに合意した
22

。この MoU の下、両者は量子技術のハードウェア

コンポーネント、アルゴリズム、アプリケーションの開発を加速させ、量子加速高性能コンピューティング

と地上・衛星量子通信の分野で協力することを目指す。また、量子技術の両国戦略ロードマップに関して知

識交換の場も設ける予定だとしている。

フランス国立科学センター（CNRS）とは、2009 年 6 月に NUS との間で MoU が締結され、2010 年 1 月

には、公式な学術パートナーシップ「国際連携ラボ」（LIA FSQL: France Singapore Quantum Physics and 

Information Lab）が創設された。LIA FSQL では、クリスティアン・ミニアチュラ（Christian Miniatura）

21	 	シンガポール国立研究基金プレスリリース「シンガポールと英国が 1800 万星ドルの量子セキュア通信ネットワークの開発事業

で協力」2018 年 9 月 27 日。
22	 	A*STARプレスリリース「フィンランドとシンガポールの国家量子局が MoU を締結」2022 年 9 月 2 日、VTT技術研究センター	

プレスリリース「フィンランドとシンガポール国家量子局が量子技術研究協力強化のため MoU に署名」2022 年 8 月 30 日。

https://research.a-star.edu.sg/researcher/jason-png/
https://www.nrf.gov.sg/docs/default-source/modules/pressrelease/press-release-on-singapore-uk-collaboration-on-satellite-qkd-test-bed-(web).pdf
https://www.nrf.gov.sg/docs/default-source/modules/pressrelease/press-release-on-singapore-uk-collaboration-on-satellite-qkd-test-bed-(web).pdf
https://www.a-star.edu.sg/News/a-star-news/news/press-releases/finland-and-singapore-s-national-quantum-office-ink-mou
https://www.vttresearch.com/en/news-and-ideas/finland-and-singapores-national-quantum-office-ink-mou-strengthen-quantum-technology
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とベルトルド・ジョルジュ・エングラート（Berthold-Georg Englert）がフランス側責任者を務めた。パートナー

は、NUS、NTU、ニース大学非線形科学研究所（INLN, UNS）、カストレル・ブロッセル研究所（LKB-UNS）、

パリ第 11 大学（UP11）であった。

2014 年 5 月、両国のパートナーシップは UMI MajuLab に更新され、CNRS のほか、NUS、NTU、LKB-

UNS が署名し、第 1 期を 2014 年 1 月 1 日から 2017 年 12 月 31 日までと定めた。NUS-CQT 内および NTU

物理学部研究室内に共同研究室 MajuLab を開設し、その後、2017 年 10 月に評価を受け、さらに 5 年間、

2022 年末までの研究期間を更新した。

2020 年以降、UMI MajuLab は IRL (International Research Laboratory) MajuLab
23

と改称された。この科

学委員会は、仏星両国大学の代表で構成され、フランスからは CNRS のほか、コートダジュール大学、ソ

ルボンヌ大学が参加している。

両国の研究者はこの成果として、注目度の高い国際共著論文を幾つか発表している。例えば前述のミニア

チュラとクェック・レオン・チュアン（NUS-CQT 准教授、MajuLab 副ディレクター）とは、量子カレント

での機械学習（Physical Review Research 3 (1), 013034, 2021）、また冷却原子気体におけるメゾスコピック

系の量子現象観測・制御を扱うアトムトロニクスの二次元ネットワーク（Physical Review A 97 (4), 042306, 

2018）および最新動向のレビュー（AVS Quantum Science 3 (3), 039201, 2021）を発表している。

オーストラリアとは大学・研究機関相互の協定にとどまり、政府同士の連携・協力に関する情報は見当

たらない。研究機関では NUS-CQT が、ニューサウスウェールズ大学の量子計算・量子通信技術センター

（CQC²T: ARC CoE for quantum Computation and Communication Technology）と研究拠点間の組織的パー

トナーシップに合意している
24

。

このほか、将来の目標・予定にとどまり現時点での協力実績はないが、複数の外国研究機関と MoU を締

結している。イタリアのカタニア大学ではマヨラナ物理学・地学部と 2019 年 9 月から 3 年間の研究協定を、

タイの国立計測研究所とは、原子時計の開発および量子計測に関わる様々な側面で協働を目指している。ま

たインドの TCG CREST、ニュージーランドのオタゴ大学とも協定を結んでいる。

教育面では、NUS が米イェール大学と、全学のリベラルアーツ教育として 2013 年に Yale-NUS College

を共同で開校し、量子情報科学に関するグループを設置した。量子通信・量子コンピューティングの基礎教

育を進めている。

23	沿革は CNRS ウェブサイト・タイムラインより。
24	 	CQC²T はオーストラリア研究評議会（ARC）・国防総省のほか、米国陸軍研究局、半導体研究公社、ニューサウスウェールズ州

政府、およびオーストラリアの参加 7機関からの資金提供を受けた卓越研究拠点（CoE）で、2011 年に設立され、量子セキュア

通信、分散型量子情報処理を含む量子コンピューティングのグローバルネットワークとなっている。本報告書 4.3.2 も併せて参照。

また連携の詳細は「CQT の国際連携」および「CQC2T の国際連携」を参照。

https://majulab.cnrs.fr/irl-majulab-timeline/
https://www.quantumlah.org/international-collaborations/
https://www.cqc2t.org/partners/
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6.7 量子イノベーションエコシステム

A*STAR および NUS-CQT によると、シンガポール国内には 40 以上の量子技術研究グループが存在し、

うち 26 は NUS の量子技術センターに集中している。量子コンピューティング、量子通信、量子材料の各

分野でそれぞれ。同大学からスピンオフした企業では産学連携による製品開発が行われている。これら一連

のプレーヤーによる活動を主導するのが首相府直轄の「研究、イノベーション、企業」評議会である。

本節までに述べたその主要プレーヤーに関する概要と特徴も踏まえると、シンガポールの量子イノベー

ションエコシステムは図表 6-10 のように描くことができる。

図表 6-10　シンガポールにおける量子イノベーションエコシステム

出典：APRC作成
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7 台湾の量子技術動向

台湾の本格的な量子研究振興政策は 2018 年から始まった。政府直属の中央研究院や、台湾大学、清華大

学などの有力国立大学における研究開発に重点的に投資が行われている。最近、政府は 5年間で 350 億円を

投じて、産学官が連携する量子研究拠点を台南市に設置する計画を発表し、2024 年の完成を目指して建設

中である。台湾は、世界的な競争力を持つ半導体関連産業の優位性を生かし、量子コンピュータをはじめと

する量子技術関連基幹部品のサプライチェーンに参入する機会を伺っている。

7.1 量子技術政策の動向

台湾の科学技術政策は、科学技術基本法（1999 年）の下、4年ごとに作られる科学技術発展計画に基づい

て基本的な方向が定められている。量子技術については、2017 年 9 月の「第 10 期科学技術発展計画（2017

～ 2020 年）」
1

においても言及されておらず、組織的な振興政策が始まったのは科学技術部（MOST: Ministry 

of Science and Technology）
2

が量子コンピューティングを重点化した 2018 年以降と考えられる。

量子技術の重要性の高まりと諸外国の振興政策の活発化を受け、MOSTは 2018 年 4 月、台湾の大学・学

術機関・産業界の量子コンピュータ研究リソースを統合することを目的に、5年間の「量子コンピュータ・

プロジェクト（2018 年 8 月 1 日～ 2023 年 7 月 31 日）」をスタートさせた
3

。年間約 1億 2000 万ニュー台湾

ドル（NTD、約 5億 4000 万円。1NTD≒ 4.5 円で換算。以下同じ）を投じて、国立台湾大学に IBM 量子コ

ンピュータセンターを、国立清華大学に量子技術センターを設立すると同時に、台湾大、国立中央大学、清

華大・国立成功大学合同チームの３研究チームに助成金を支給した。研究項目には、「量子コンポーネント

と物理学、量子アルゴリズムとプログラミング、量子コンピュータ、量子通信と暗号化」に関するトピック

が含まれた。プロジェクト終了までに、産学が共有できる成果指標やオープンデータ情報プラットフォーム、

共同アプリケーションの開発を目指すとしている。

政策文書で量子技術の重点化が明示されたのは、2019 年 7 月にMOSTが発表した「技術開発戦略の青写

真（2019-22）」
4

が最初と思われる。「青写真」では、「台湾は ICT開発における強みを生かし、さまざまな分

野の研究能力とリソースを積極的に統合して、量子、量子メモリ、半導体・超伝導量子ビット、もつれ光子

などの基礎理論に関する一連の共同研究を開始する必要」があるとして、「量子制御、量子情報（量子コン

ピューティングおよび量子通信）、量子センサ、量子コンポーネント」に研究開発の焦点を当てるとした。

2020 年 12 月にMOSTは、本格的な量子技術振興政策として、中央研究院、経済部と共に、5年間で 80

億 NTD（約 360 億円）を投じて、台湾南部の台南市沙崙に量子科学技術研究拠点を設置する計画を発表し

た
5

。2021 年から 2025 年の間に、MOST は 40 億 NTD（約 180 億円）、経済部は 18 億 NTD（約 81 億円）、

中央研究院は 22 億 NTD（約 99 億円）を拠出する。そして、これまで量子分野の基礎研究を進めてきた中

1	 科学技術部『國家科學技術發展計畫（民國 106 年至 109 年）』2017 年 9 月 7 日
2	 科学技術部は 2022 年 7 月 27 日、国家科学技術委員会（NSTC:	National	Science	and	Technology	Council）に改組された。
3	 	科学技術部「探索量子電腦的秘密　科技部啟動量子電腦研發專案」2018 年 4 月 27 日 ;	科学技術部「量子技術創新突破」2020 年

11 月 3 日
4	 科学技術部『科技發展策略藍圖 108-111』2019 年 7 月 25 日
5	 	科学技術部「邁向臺灣量子新世代」2020 年 12 月 7 日。全国三か所に集積している台湾の産業クラスターは、北部は電子産業、中

部は精密機械産業、南部は石油化学と重工業が中心である。

https://www.nstc.gov.tw/?
https://www.nstc.gov.tw/?
https://www.ntu.edu.tw/
https://quantum.ntu.edu.tw/
https://quantum.ntu.edu.tw/
https://www.nthu.edu.tw/
https://cqt.site.nthu.edu.tw/
https://www.ncu.edu.tw/tw/index.html
https://web.ncku.edu.tw/index.php?Lang=zh-tw
https://www.sinica.edu.tw/ch
https://www.moea.gov.tw/Mns/populace/home/Home.aspx
https://www.nstc.gov.tw/nstc/attachments/36cff57e-bd98-4fc2-a60f-ff467716d62e
https://www.nstc.gov.tw/folksonomy/detail/b11cef32-5cbd-4f1a-819f-c835e1492a62?l=ch
https://www.nstc.gov.tw/folksonomy/detail/583ae4e5-4573-46d5-acbb-b022c3a257e2?l=ch
https://www.nstc.gov.tw/nstc/attachments/de3a60e8-5c66-48f4-8185-57a381d3c102
https://www.nstc.gov.tw/folksonomy/detail/2a4f3f5c-9d6e-4f8c-9ad1-b98eb95e45f6?l=ch


107

JST アジア・太平洋総合研究センター　 　APRC-FY2022-RR-01

調査報告書　　アジア・太平洋主要国・地域の量子技術動向

央研究院が、同研究院の南部院区に「量子科技研究基地」を増設し、量子デバイス、量子コンピュータ、量

子演算、量子通信などの分野を重点化する計画となっている。産業化に重点を置く経済部は、①半導体分野

での強みを生かした量子技術の基幹部品の開発、②量子デジタルアニーリングシステムの開発、③量子通信

の暗号化技術の開発の 3点を目指すことを明らかにしている。

半導体受託製造で世界の 60％以上のシェアを占める台湾にとって、「半導体分野での強みを生かした量

子技術の基幹部品の開発」は、量子技術振興政策の柱の 1つといえる。次世代半導体技術開発については

MOSTも 2021 年 1 月、「Å（オングストローム）世代半導体：未来の半導体と量子技術研究開発計画」
6

を

発表している。同計画では「シリコンベースの量子コンピューティングサブシステムの開発」を目標として

掲げ、2025 年 8 月までに①クライオCMOS、量子ビットの操作・駆動・読み出し回路ウェーハサブシステム、

②クライオ CMOS素子の構築、③シリコンベースの量子ビットデバイスの低温動作と回路モデルの開発で

成果を出すことを目指している。

2021 年 5 月に発表された最新の「第 11 期科学技術発展計画（2021-24）」
7

では、「量子技術は情報セキュリ

ティ、産業、金融、国防などに大きな影響を及ぼす」ため、「台湾の量子技術力の強化を加速し、台湾が国

際舞台で半導体産業に次ぐ量子世代の主役であり続けられるよう努力」すると明記され、量子技術振興を梃

子にして新たな産業化を目指す方向が鮮明になった。

国家発展委員会（NDC: National Development Council）が所管する産業政策の文脈では、これまで

蔡英文政権の重点政策として掲げられてきた「5+2 産業イノベーション計画（2016 年）
8

」や、その後継施策

である「六大核心戦略産業計画（2020 年）
9

」に量子技術や量子分野の産業化は明記されていなかった。し

かし 2021 年 5 月に更新された「6つの中核戦略産業の振興計画」
10

では、次世代半導体技術開発に関連して

特に量子コンピュータ分野への投資の必要性が謳われている。「振興計画」では、「台湾が得意とするシリコ

ン系半導体を組み合わせることで量子チップのキーテクノロジーを開発するための国内産学研究リソース」

を統合して次世代半導体産業の発展を目指すとし、MOSTの次世代半導体開発計画と同様に、「シリコンベー

スの量子コンピューティングサブシステム開発」が目標として掲げられている
11

。台湾が競争優位を持つ微

細加工技術をはじめとする半導体関連技術を生かしつつ、量子コンピューティングの産業バリューチェーン

への参画を目指すという基本的方向性がここでも見て取れる。

MOSTは 2021 年 9 月、新たな研究公募プログラム「量子技術プロジェクト」を発表した。公募説明文書

によるとこれは、「材料技術、量子ビット、制御・計測回路・システム統合の 3つの分野において、計算能

力の高い量子コンピュータを実現するためのキーテクノロジーを開発することを目的」としており、①量子

コンピュータハードウェア技術、②光量子技術、③量子技術ソフトウェア技術の主要３分野について画期的

な研究提案を求めるものである
12

。研究は 2022 年 3 月開始で期間は最長 5年間を予定し、個人研究型は最大

年間 1000 万 NTD（約 4500 万円）、統合研究型は 3000 万 NTD（約 1億 3500 万円）が支給される。具体的

な研究テーマとしては、以下が想定されている
13

。

6	 	科学技術部『Å 世代半導體 - 前瞻半導體及量子技術研發計畫』;	日本貿易振興機構「半導体サプライチェーンの上流強化を目指す

台湾」2021 年 6 月 21 日
7	『國家科學技術發展計畫（民國 110 年至 113 年）』
8	 国家発展委員会「協調推動產業創新計畫」
9	 国家発展委員会『六大核心戰略產業』2020 年 12 月
10	国家発展委員会『六大核心戰略產業推動方案』2021 年 5 月
11	日本貿易振興機構『台湾における半導体産業について 台湾の関連政策と主要企業のサプライチェーン調査』2022 年 5 月
12	科学技術部『科技部 111 年度「量子科技專案計畫」說明附件 ( 草案 )』2021 年 9 月 29 日
13	科学技術部『科技部「量子科技專案計畫」徵求公告』2021 年 9 月 29 日

https://www.ndc.gov.tw/Default.aspx
https://angstrom.tw/
https://www.jetro.go.jp/biz/areareports/2021/dbd0fa7223039355.html
https://www.jetro.go.jp/biz/areareports/2021/dbd0fa7223039355.html
https://www.ndc.gov.tw/Content_List.aspx?n=D61190201622DA50&upn=5E8A39A0E8888B41
https://www.ndc.gov.tw/Content_List.aspx?n=9D024A4424DC36B9
https://ws.ndc.gov.tw/Download.ashx?u=LzAwMS9hZG1pbmlzdHJhdG9yLzEwL3JlbGZpbGUvMC8xMzk3NS80MmE2ZjRkYS0xNGYxLTQ2ODktYmYyYi00YTJkZTEzOGZlOTUucGRm&n=MTA5MTIxMF8o6KGM5pS%2f6Zmi6Zmi5pyDKeWFreWkp%2baguOW%2fg%2baIsOeVpeeUoualrS5wZGY%3d&icon=..pdf
https://www.ndc.gov.tw/Content_List.aspx?n=9614A7C859796FFA
https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/01/c1353759e5d86029/20220008_ver3.pdf
https://cec.cnu.edu.tw/web/cs/download/?.f=ff210909130357206890.pdf&.n=科技部111年度「量子科技專案計畫」_明附件(草案)
https://www.nstc.gov.tw/folksonomy/rfpDetail/86ff052e-07bf-43d6-bb14-bf7aa24ddc7f?l=ch
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①�量子コンピュータハードウェア技術：量子ビットと量子ビットを利用した量子コンピュータハードウェ

ア技術の構築。「材料技術」、「量子ビット設計・製造技術」、「量子周辺制御回路とシステムインテグレー

ション」など。

②�光量子技術：光を用いた量子コンピュータや量子通信に関するハードウェア・ソフトウェア技術の開発。

「光量子コンピューティング」「量子通信」など。

③�量子技術のためのソフトウェア技術：量子コンピュータに利用されるソフトウェア技術が対象。研究テー

マとしては、「量子アルゴリズム」、「量子プログラミング言語」、「暗号と耐量子計算機暗号」
14

、「量子イ

ンスパイアード・コンピューティング」など。

またMOSTは、2022 年度の年間重点プロジェクトの 1つとして、「台湾の量子新世代キーテクノロジー

開発プロジェクト」を打ち出し、MOSTが 2022 年度に取り組むべき量子政策の目標、重点分野、主な施策

等を公表している（図表 7-1）。

図表 7-1　MOSTの 2022年度施政計画における「台湾の量子新世代キーテクノロジー開発プロジェクト」

出典：『科技部 111年度施政計畫』
15

から APRC訳出

14	政府の文書では「ポスト量子暗号」とあるが、一般的な「耐量子計算機暗号」と訳出した。
15	科学技術部『科技部 111 年度施政計畫壹』

https://ws.ndc.gov.tw/Download.ashx?u=LzAwMS9hZG1pbmlzdHJhdG9yLzEwL3JlbGZpbGUvMC8yNzcvOWEzZjhjMmQtZjQwOC00MTVmLTkxMmQtMGMwOTFmZjAzNjY0LnBkZg%3D%3D&n=MTMt56eR5oqA6YOoLnBkZg%3D%3D&icon=..pdf
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MOST、経済部、国家発展委員会が矢継ぎ早に量子振興策を打ち出し、中央研究院と有力国立大学を中心

に研究の重点化が進む中、省庁間連携と産学官連携を強化するため、2022 年 2 月、省庁横断の「量子シス

テム推進グループ（量子系統推動小組）」の設置が発表された
16

。MOST の「工学センター」との協力等に

より、量子技術の成果と産業応用を橋渡しすることを企図しているという。国立台湾大学にグループ事務局

を置き、運営幹部として台湾における量子研究をリードしてきた果尚志教授（国立清華大学）や張文豪教授�

（国立陽明交通大学）を迎える一方、産業界やアカデミア、工業技術研究院（ITRI: Industrial Technology 

Research Institute）の専門家をプロジェクト・マネージャーとして採用し体制を整えつつある。

量子技術分野の産業交流を促す取り組みも始まった。国家科学技術委員会（NSTC、旧MOST）は22年８月、

「量子科技産業平台（量子科学技術産業プラットフォーム）」の設立を発表し、産業界における利用を促進す

るために、量子技術に関するフォーラムを開催するなどの活動を強化する
17

。

台湾の量子技術振興における課題の 1つは専門人材の育成である。台湾では少子化と半導体産業での需

要急増を背景に、人材不足と理系人材獲得競争の激化が課題となっており、行政院は 2019 年に「高度人材

育成及び誘致計画」を策定、国内人材育成と海外人材誘致を強化している。人材育成については 2021 年５

月に「国家重点分野の産学連携と人材育成の革新に関する規定」が制定され、半導体、AI、スマート製造、

循環型経済、金融の５つの分野において大学と企業が共同で人材育成を行う「台湾国家重点研究領域学院」

の設立を進めている
18

。海外人材誘致については、2018 年に「海外専門人材法」が制定されており、2021 年

には（中国籍を除く）外国人専門家が台湾で就職し滞在するためのインセンティブを強化する方向で改正さ

れている
19

。量子分野に的を絞った人材育成策はまだ明らかにされていないが、上記MOSTの年度計画の重

点分野として取り上げられており、今後の具体化が待たれるところである。

7.2 量子技術の研究開発動向

台湾では、1990 年代半ば以降から量子研究が徐々に増加してきた
20

。第 1 章の論文・特許分析
21

によると、

台湾の近年の量子関係論文は 2116 件
22

で、中国（27987 件）、日本（13845 件）とは比べるべくもなく少ない。

人口 4分の 1のシンガポール（2399 件）とほぼ同水準であるが、伸び率では 10%と、インド、中国に次い

で高い。分野別では、「量子材料」（46%）が最も多く、以下量子計測・量子センシングを含む「量子基盤技術」

（20%）、「量子コンピューティング」（19%）、「量子コミュニケーション・通信」（11%）と続いている。前節

でみたように、台湾の量子振興政策は量子コンピューティングの産業バリューチェーンに参画することを長

期的戦略目標としており、競争優位を持つ半導体技術の強みを生かすことが有効な戦術として認識されてい

る。量子材料に分類される「量子物性」「量子ビット」「トポロジカル絶縁体」などは、次世代半導体技術開

発やハードウェアとしての量子コンピューティング開発と密接に関連しており、結果として量子材料系の論

文数の増加に反映されていると思われる。

16	科学技術部「量子國家隊領航員成軍　推動人才培育　掌握關鍵技術」2022 年 2 月 25 日
17	国家科学技術委員会「量子科技產業平台揭牌暨臺灣通用量子電腦論壇　攜手產業 前進量子科技未來」2022 年 8 月 24 日
18	 	科学技術振興機構アジア・太平洋総合研究センター（2022）『台湾の科学技術力：蔡英文政権のイノベ―ション政策と基礎研究動向』

台湾国家重点研究領域学院は現在のところ、台湾大学、陽明交通大学、清華大学、成功大学、中山大学で設立されている。	
19	田崎嘉邦「産業界における台湾「６欠」問題の影響とその対応策」『交流』2022 年 5 月号	日本台湾交流協会
20	賴志遠『國際量子科技發展策略研析』科学技術政策研究情報センター（2021 年 10 月）
21	科学技術振興機構研究開発戦略センター『論文・特許マップで⾒る量子技術の国際動向』（2022 年３月）
22	 	台湾の政府系シンクタンクの調査では、論文総数は 2743 件。独自基準によりWeb	of	Science を用いて検索したもの（検索日は

2020 年 7 月 24 日）。賴志遠『國際量子科技發展策略研析』科学技術政策研究情報センター（2021 年 10 月）

https://phys.site.nthu.edu.tw/p/406-1335-58808,r3581.php?Lang=zh-tw
https://ep.nycu.edu.tw/faculty_info/%E5%BC%B5%E6%96%87%E8%B1%AA/
https://www.nycu.edu.tw/
https://www.itri.org.tw/index.aspx
https://www.itri.org.tw/index.aspx
https://www.nstc.gov.tw/folksonomy/detail/17c7db1c-8b5f-4e4f-bf44-11f88c72be6c?l=ch
https://www.nstc.gov.tw/folksonomy/detail/e3a516b3-d451-4d47-8e08-69291d05a578?l=CH&utm_source=rss
https://spap.jst.go.jp/investigation/report_2022.html#rr07
https://www.koryu.or.jp/Portals/0/images/publications/magazine/2022/5%E6%9C%88/2205_01tazaki.pdf
https://payment.narlabs.org.tw/stpibooks/book/bookDetail?id=4b11416a7bee0bd1017c4af1710a5006
https://www.jst.go.jp/crds/report/CRDS-FY2021-RR-08.html
https://payment.narlabs.org.tw/stpibooks/book/bookDetail?id=4b11416a7bee0bd1017c4af1710a5006
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政府の量子研究支援状況はどうだろうか。台湾政府はMOSTが運営するサイト「政府研究情報システム（GRB:�

Government�Research�Bulletin）」
23

で、1993 年以降の政府出資研究プロジェクトの情報を一般公開している。研

究計画書等にキーワード「量子」を含む研究計画数は総数 9078 件で、各年度別件数は図表 7-2 の棒グラフ（左

側スケール）の通りである。2000 年代後半から量子関係の研究プロジェクトが増加していることが分かる。

図表 7-2 の折れ線グラフ（右側スケール）は 1000 万 NTD（約 4500 万円）以上の高額プロジェクトの件数を

示しており、政府の量子振興への取り組みが始まった 2018 年以降に急増していることが看取できる。

図表 7-2 量子関係研究プロジェクト件数の年度別変遷

出典：政府研究情報システム（GRB）から APRC作成

同サイトの集計情報によると、研究プロジェクト数が多い研究実施機関は以下の通りである（カッコ内は

プロジェクト数）。台湾大学、陽明交通大学、成功大学などの有力国立大学と中央研究院傘下の関連研究所

が量子科学技術研究の中心機関となっている。

①国立陽明交通大学電子物理学科（348）

②国立台湾大学物理学部（336）

③国立成功大学物理学部（314）

④国立清華大学物理学部（296）

⑤中央研究院物理研究所（202）

⑥中央研究院原子・分子科学研究所（192）

⑦国立台湾大学光電子工学研究所（185）

⑧国立中山大学物理学部（165）

⑨国立台湾師範大学物理学科（163）

⑩国立陽明交通大学電子工学科（143）

23	政府研究資訊系統。検索日は 2022 年 12 月 12 日。

https://www.grb.gov.tw/　


111

JST アジア・太平洋総合研究センター　 　APRC-FY2022-RR-01

調査報告書　　アジア・太平洋主要国・地域の量子技術動向

これらの研究の中からどれほどの研究成果が出ているかは自明ではないが、近年各大学やMOSTが成果

としてアピールしているものとしては、例えば以下が挙げられる。

● �2019 年 11 月、MOSTと教育部の共同支援を受けて、国立清華大学量子技術センターの褚志崧（CHUU�

Chihsung）准教授のグループは、台湾で最初の量子暗号通信テストに成功した
24

。次の目標は、新竹サ
イエンスパークの隣に量子通信網を構築し、より大規模な量子ネットワークへの道を開くことである。

● �2020 年 11 月、国立台湾大学の管希聖（GOAN�Hsisheng）教授が率いる国立台湾大学・中央研究院チー

ムは、量子暗号とシリコンベースの量子ビットの研究で重要な進展を遂げた
25

。チームは米国立標準技

術研究所（NIST）の耐量子計算機暗号システムの標準化に参加し、そのデジタル署名構造Rainbow が

最終選考に残った。チームは量子暗号の安全な通信暗号への応用や、利用者が量子計算結果の正しさ

を迅速に検証できる委任型量子計算プロトコルを開発するなど、様々な研究を行っている。

● �2021 年 3 月、国立成功大学量子フロンティア研究技術センターの張景皓（CHANG�Chinghao）助教授

と陳則銘（CHEN�Tseming）特別栄誉教授からなる研究チームは、グラフェンを、量子特性を備えた

新たな電子部品に変換する研究で大きな進展があったと発表
26

し、共同論文「Hall�effects� in�artificially�

corrugated�bilayer�graphene�without�breaking�time-reversal�symmetry（時間反転対称性を破ること

なく人工的に波形化された二層グラフェンのホール効果）」が「Nature�Electronics」2021 年 2 月号に

掲載された
27

。

● �2021 年 7 月、国立台湾師範大学化学科の劉沂欣（LIU�Yi�hsin）助教授の研究チームは、室温で巨大ゼー

マン分裂を行う、原子サイズの二次元単層半導体材料の合成に成功したと発表した
28

。この希薄磁性材

料は、量子電気力学や単一量子ドット発光体の開発に利用できる可能性があるとされている。

今後の台湾の量子技術の研究開発の方向性としては、前節で触れたMOSTの「量子新世代キーテクノロ

ジー開発プロジェクト」にあるように「量子コンピューティングや通信用ソフトウェア・ハードウェアの中

核的なキーテクノロジーを進化させる」ことが指摘できる。具体的には前出「6つの中核戦略産業の振興計

画」で明記されている、「シリコンベースの量子コンピューティング�サブシステム開発」となる見込みであ

り、個別研究テーマとしては以下が挙げられている
29

。

24	科学技術部「科技部新聞稿 : 臺灣量子加密通訊網路 清大教授成功研發「量子加密」對抗「量子駭客」」2019 年 11 月 26 日
25	科学技術部「量子技術創新突破」2020 年 11 月 3 日
26	科学技術部「跳脫百年框架引領量子黑科技　台灣研究團隊雕塑石墨烯嶄新電子結構」2021 年 3 月 31 日
27	 	Nature	Electronics「Hall effects in artificially corrugated bilayer graphene without breaking time-reversal symmetry」2021 年 2

月号
28	 	サイエンスポータルアジアパシフィック「台湾で巨大ゼーマン分裂を行う希薄磁性材料の合成に成功　量子技術に応用も」2021

年 9 月 ;	 国立台湾師範大学「The Discovery of Diluted Magnetic Material from Prof. Liu Yi Hsin Published on International 

Journal」2021 年 7 月 20 日
29	国家発展委員会『六大核心戰略產業推動方案』2021 年 5 月	p.	30-31．

https://phys.site.nthu.edu.tw/p/406-1335-58831,r3605.php?Lang=zh-tw
https://www.phys.ntu.edu.tw/goan.html
https://www.phys.ncku.edu.tw/committees-detail/73/
https://www.phys.ncku.edu.tw/committees-detail/50/
https://www.chem.ntnu.edu.tw/zh_tw/faculty/teacher/%E5%8A%89%E6%B2%82%E6%AC%A3-59428498
https://www.nstc.gov.tw/houston/ch/detail/dd4bfb9c-3fca-4fe9-86d0-80f0bc7c7c9e?
https://www.nstc.gov.tw/folksonomy/detail/583ae4e5-4573-46d5-acbb-b022c3a257e2?l=ch
https://www.nstc.gov.tw/folksonomy/detail/da8d1d7a-b269-4743-8ea5-8733ca5ec377?l=ch
https://www.nature.com/articles/s41928-021-00537-5
https://www.nature.com/articles/s41928-021-00537-5
https://spap.jst.go.jp/other_asia/news/210904/topic_nt_02.html
https://en.ntnu.edu.tw/news-show.php?id=12597
https://en.ntnu.edu.tw/news-show.php?id=12597
https://www.ndc.gov.tw/Content_List.aspx?n=9614A7C859796FFA
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●クライオCMOS、量子ビットの回路制御・駆動・読み込みサブシステムの開発

●�複数のシリコンベースの量子ビットをサポートする 1～ 20GHz 制御ドライバ・アーキテクチャの評価、

設計、4K測定検証

●サブ nAを検出する機能を完備�電流変化読み出し回路アーキテクチャ評価、設計、4K測定検証

●高忠実度シリコン量子ビットデバイスの作製

● 28Si 同位体純化エピタキシャル技術の確立とシリコン量子ドット量子ビットデバイスの作製

●シリコン量子ドット、量子ビット素子の単一電子限界におけるクーロンブロッケイドの観測

●シリコン系量子ドットのラビ振動

● 2量子ビットゲートを実行可能な量子コンピュータの実現に向けたサブシステムの集積化

また、台南市に量子科学技術研究拠点を設置する計画に基づき行政院科技会報辦公室（行政院科学技術事

務局）は 2022 年 3 月、中央研究院、経済部、MOSTと連携し、量子技術に関する「台湾ナショナルチーム」

を発足させた
30

。チームには、学者・専門家 72 人、企業 24 社を含む、計 17 の研究チームが参加し、「量子

コンポーネント」、「量子コンピュータ」、「量子アルゴリズム」、「量子通信」に焦点を当てて研究開発に取り

組むとしている。

参加する大学・研究機関は、中央研究院傘下の 3研究所（天文・天体物理学研究所、原子・分子科学研

究所、情報科学研究所）、２国立研究所（台湾半導体研究センター、高性能コンピューティングセンター）、�

10 の国立大学（台湾、清華、陽明交通、成功、中央、政治大学応用物理研究所、中興大学、彰化師範大学、

中山大学、中正大学）、私立大学 2校（淡江大学、長庚大学）の 17 の機関名が明らかになっている。

企業等は、ITRI 光電子工学研究所、台湾半導体研究センター、金融研究所、鴻海科技、聯發科技（MediaTek）、

中華電信、台湾新思科技（Taiwan Synopsys）、致茂電子（Chroma）、日月光（ASE）、閎康科技（MA-
tek）、聯亞光電（Land�Mark）、台湾富士通、一元素科技（E-Elements）、大江生医、Rohde & Schwarz 

Taiwan、祥茂光電（Applied Optoelectronics）、稜研科技（TMYTEK）、圓陵工業（Aliner）、易儀科技

（EzInstrument）、量源光電、南方科技、龍彩科技（HC Photonics）、極星光電、Optilab�L.L.C. の 24 社・

組織である
31

。

政府発表や各種報道によれば、台南市量子研究拠点における研究開発は、汎用量子コンピュータハードウェ

ア技術、光量子技術、量子ソフトウェア技術とアプリケーション開発の 3分野に大きく整理することができ

る（図表 7-3）。最近の具体的な動きとしては、「ナショナルチーム」への参画を決めている台湾富士通が、

同社の「デジタルアニーラ」技術を、台湾桃園市の中原大学が設立した「デジタルアニーラ量子インフォメー

ションセンター」に提供することを発表している
32

。

30	科学技術部「行政院科技會報辦公室、中研院、經濟部、科技部聯合新聞稿 - 攜手產業　共創臺灣量子新未來」2022 年 3 月 16 日
31	經濟日報「量子國家隊五年投 80 億元 鴻海、聯發科、中華電都加入」2022 年 3 月 16 日
32	 	「富士通、台湾の「デジタルアニーラ量子インフォメーションセンター」に「デジタルアニーラ」を提供」日本経済新聞　2022 年

11 月 1 日。「ナショナルチーム」に参加する大学・企業は流動的で、中原大学が参加するかどうかは確認できていない。

https://www.asiaa.sinica.edu.tw/index_c.php
https://www.iams.sinica.edu.tw/tw/
https://www.iams.sinica.edu.tw/tw/
https://www.iis.sinica.edu.tw/zh/index.html
https://www.tsri.org.tw/main.jsp
https://www.nchc.org.tw/
https://phys.nccu.edu.tw/
https://www.nchu.edu.tw/index1.php
http://science.ncue.edu.tw/
https://www.nsysu.edu.tw/?Lang=zh-tw
https://www.ccu.edu.tw/
http://foreign.tku.edu.tw/lang/index-j.asp
https://www.cgu.edu.tw/index.php?Lang=zh-tw
https://1199332585723.tw66.com.tw/
https://www.tabf.org.tw/
https://www.foxconn.com/zh-tw/
https://www.cht.com.tw/home/consumer
https://www.synopsys.com/zh-tw/taiwan/about-us.html
https://www.fujitsu.com/tw/
https://www.e-elements.com.tw/en/index-en/
https://www.tci-bio.com/ja/our-companies/
https://www.rohde-schwarz.taipei/
https://www.rohde-schwarz.taipei/
https://ao-inc.com/
https://www.tmytek.com/
http://www.aliner.com.tw/
http://www.ezinstrument.com/
http://www.ezinstrument.com/
http://www.southport.com.tw/
https://www.hcphotonics.com/
https://www1.cycu.edu.tw/
https://www.nstc.gov.tw/folksonomy/detail/576ebebc-d1d1-4440-8db3-79479165b893?l=ch
https://udn.com/news/story/7240/6169611
https://www.nikkei.com/article/DGXZRSP643231_R01C22A1000000/
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図表 7-3　台南市量子研究拠点における研究開発内容

出典：MOST資料、報道等をもとに APRC作成
33

7.3 注目研究機関・大学
34

7.3.1  国立台湾大学　IBM量子コンピュータセンター（IBM Q Hub at National Taiwan 
University）

国立台湾大学（NTU）が、MOSTの量子コンピューティングプロジェクトに協力して 2019 年 1 月に設

立した。IBMと契約を結んでNTUに IBM�Q ネットワークハブを設置し、IBM�Cloud ネットワーク経由で

IBMの最先端量子コンピュータにアクセスできるようにしたもの。台湾の学術コミュニティ全体にサービ

スを提供する。初代センター長は物理学部教授の張慶瑞（CHANG�Chingray）が務め、現在は 2022 年 2 月

から管希聖（前出）物理学部教授が務めている。センターのビジョンは、①台湾の学術研究コミュニティに

量子コンピュータの研究および教育訓練のためのプラットフォームを提供すること、②量子コンピュータ関

連分野の科学技術人材の育成に注力すること、③量子コンピュータ研究開発への参加、大学や企業の研究機

関による研究開発チームの結成を推進すること、④量子コンピュータの産学協力の推進に向けた準備として、

量子コンピュータのプログラミング、ソフトウェア開発、将来的な応用に関する研究開発能力強化を加速す

ることである。

33	聯合新聞網「官學研攜手產業 台灣量子科技國家隊成軍」2022 年 3 月 24 日
34	 	台湾の大学、研究機関一般については以下を参照。科学技術振興機構研究開発戦略センター『科学技術・イノベーション動向報

告台湾編（2016 年度版）』2017 年 3 月

https://quantum.ntu.edu.tw/
https://www.phys.ntu.edu.tw/crchang.html
https://www.phys.ntu.edu.tw/goan.html
https://udn.com/news/story/6871/6187553
https://www.jst.go.jp/crds/pdf/2016/OR/CRDS-FY2016-OR-08.pdf
https://www.jst.go.jp/crds/pdf/2016/OR/CRDS-FY2016-OR-08.pdf
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なお、NTU には以前から学内の量子分野研究者の研究拠点として量子科学工学センター（CQSE: 

Center for Quantum Science and Engineering）が設置されており、①超高速科学と高精度量子技術、

②量子コンピュータと量子通信ネットワーク、③新材料における特性の量子設計、④計算科学・工学の 4分

野に関する研究が進められている。センター長は管希聖、副センター長は張慶瑞と電子工学部特別栄誉教授

の郭斯彥（KUO�Syyen）である。

7.3.2  国立清華大学　量子技術センター（National Tsing Hua University, Center for 
Quantum Technology）

MOST量子プロジェクトの支援を受けて、国立清華大学（NTHU）物理学部を母体として、2018 年に設

立された
35

。NTHUの原子分子光学物理学（AMO）グループが持つ超低温原子・光子系における現在の技

術の優位性と、過去に固体材料の開発で優れた研究経験を持つ物性物理学グループの融合により、量子コン

ピュータや量子通信の実現に必要なコア技術の開発を目指している。代表を務める物理学部の牟中瑜（MOU�

Chungyu）教授以下、研究体制は約 50 人のメンバーから構成されている。

注力する 4大研究テーマは、①量子ビットの実現・操作・計算：超伝導量子ビットの加工・開発、超伝導

量子ビットを用いた量子シミュレーション、②量子通信：量子通信ネットワークの構築、量子鍵配送のテス

トプラットフォーム、単一光子・もつれ光子源の開発、量子中継器のための関連技術（量子メモリ等）の開発、

③量子計測・シミュレーション：スクイーズド光の発生と連続可変量子ビットの開発、極低温原子（リュー

ドベリ原子など）に基づく量子シミュレーション、精密計測・量子計測、④�量子材料：量子ビットをホス

トできる可能性のある量子材料の開発、マヨラナフェルミオンをホストできるトポロジカル材料の開発、マ

ヨラナフェルミオンを用いたトポロジカル量子ビットの開発、である。

7.3.3  国立成功大学　量子フロンティア研究技術センター（Center for Quantum 
Frontiers of Research＆ Technology）

量子フロンティア研究技術センター（QFort）は、台湾南部の台南市に位置する国立成功大学（NCKU）

の過去 10年の量子分野の経験をベースに 2020 年に設立された。NCKUの 40名以上の優秀な科学者を集め、

量子物理学の基礎的な側面を探究するだけでなく、量子効果を利用した次世代技術の開発と応用を目指して

いる。主な研究テーマは、①量子デバイスと量子計算のための理論、②超伝導体と半導体（およびその他の

新材料）のハイブリッド量子デバイスと量子ビット、③量子材料ファウンドリーである。QFort は教育面に

も力を入れており、高校から大学院、博士課程までの様々な段階の学生を対象に教育コンテンツを提供する

としている。センター長は、物理学部の陳岳男（CHEN�Yuehnan）教授。

35	中国語表記は「前瞻量子科技研究中心」。「前瞻」は先見性、フォーサイトといった意味。

https://cqse.ntu.edu.tw/index.php
https://cqse.ntu.edu.tw/index.php
https://www.phys.ntu.edu.tw/goan.html
https://www.phys.ntu.edu.tw/crchang.html
http://www.ee.ntu.edu.tw/profile2.php?teacher_id=901101&p=3
https://cqt.site.nthu.edu.tw/
https://phys.site.nthu.edu.tw/p/406-1335-58759,r3581.php?Lang=zh-tw
https://qfort.ncku.edu.tw/
https://www.phys.ncku.edu.tw/committees-detail/124/
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7.3.4 中央研究院　物理研究所（Institute of Physics, Academia Sinica）

中央研究院物理研究所は、1928 年に中国・上海で設立され、1962 年に台湾で再興された。現在の主要研

究分野は、量子材料物理学、活性生物系の物理学、中・高エネルギー物理学の 3つである。量子材料物理学

関係の研究領域は、量子材料界面顕微鏡とリソグラフィー、量子材料と低温物理学、スピントロニクス、磁

気ナノ構造、磁気輸送物理学、モデリング・シミュレーション・計算物理、生物物理学、粒状気体・粒状流・

粒状連鎖の物理、理論素粒子物理学・宇宙論 ,�実験核・素粒子物理学等である。所長は表面物理学を専門と

する張嘉升（CHANG�Chiaseng）で、台湾大学物理学部教授でもある。研究体制は、特別研究員 5名、研

究員 19 名、準研究員 11 名、研究員補 2名、研究技術員 3名、研究員補 1名、研究技術員 3名の計 44 名の

研究員および約 480 名の客員研究員、ポスドク、常勤・非常勤のアシスタント、大学院生が在籍している。

7.3.5  中央研究院　応用化学研究センター（Research Center for Applied Sciences, 
Academia Sinica）

1993 年に設立された中央研究院応用化学研究センターは、バイオメディカルサイエンス、グリーンテク

ノロジー、量子光エレクトロニクス、量子コンピューティングの 4つのセンターから成り立っている。量子

光エレクトロニクスセンターでは、光エレクトロニクス材料、メタ構造、光エレクトロニクス測定、デバイ

ス作製の分野で量子情報の基礎技術開発を目指しており、特に主要研究トピックとして、①単一光子送信機

と受信機、②ウェーハレベルの量子もつれ状態の操作、③トポロジカルフォトニックシステムの開発を掲げ

ている。センター長（代理）は魏培坤（WEI�Peikuen）。研究体制は、特別研究員 4名、研究員 14 名、準研

究員 4名、研究員補 4名、研究技術者 1名、研究補助技術者 1名の計 28 名の研究員および約 200 名の客員

研究員、ポスドク、常勤・非常勤のアシスタント、大学院生が在籍している。

7.3.6  中央研究院　情報科学研究所（Institute of Information Science, Academia Sinica）

情報科学分野の基礎研究に取り組む中央研究院情報科学研究所は 1982 年に設立された。バイオインフォ

マティクス研究室、コンピュータシステム研究室、データマイニングと機械学習研究室、マルチメディア技

術研究室、言語・知識処理研究室、ネットワークシステムおよびサービス研究室、プログラミング言語・形

式手法研究室、計算理論およびアルゴリズム研究室の８つの研究室がある。計算理論・アルゴリズム研究室

では、量子暗号についての研究を行っており、主要研究分野は、デバイスに依存しない量子暗号、量子コン

ピューティング、耐量子計算機暗号、新しい量子暗号の仮定とタスクの探求などである。研究体制は、所長

の廖弘源（Mark�Liao）以下、39 名の研究員、29 名のポスドク、300 名近い専任の情報技術者、非常勤の研

究助手が在籍している。

https://www.phys.sinica.edu.tw/
https://www.phys.sinica.edu.tw/directory.php?directory=11&id_key=6
http://www.rcas.sinica.edu.tw/
http://www.rcas.sinica.edu.tw/faculty/pkwei.html
https://www.iis.sinica.edu.tw/zh/index.html
https://homepage.iis.sinica.edu.tw/pages/liao/index_zh.html
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7.4 注目企業

7.4.1  台湾積体電路製造股份有限公司（TSMC：Taiwan Semiconductor Manufacturing 
Co. Ltd.）

1987 年に工業技術研究院（ITRI）からのスピンオフとして、張忠謀（Morris�Chang）によって設立され

た台湾積体電路製造（TSMC）は、新竹サイエンスパークに本社を置く世界最大の半導体受託製造企業である。

TSMCは台湾の他、米国、中国（上海）、日本に製造拠点を持ち、2021 年の売上高は約 573 億米ドル、世界

シェアは53％を占める。時価総額は約5400億米ドルと、半導体ファウンドリー専業メーカーとして世界トッ

プ 10 を伺うグローバル企業に成長した。

TSMCはかねてから量子コンピューティング分野に投資しているとされ
36

、量子関連特許も 22 件出ている

（第 1章）。MOSTの量子コンピューティングプロジェクト（2018 年）に参加したとの報道もあるが詳細は

確認できていない
37

。政府系シンクタンクの報告書によると、TSMCは台湾大学と連携して、マイクロ波共

振技術を利用してシリコンウェハー上に量子ビット部品を製造する技術や、量子コンピュータのためのシリ

コンベースの量子ドットの研究開発に投資しているとされる
38

が詳細は明らかではない
39

。

7.4.2  鴻海研究院量子コンピューティング研究センター（Quantum computing Research 
Center, Hon Hai Research Institute）

電子機器の受託製造サービス（EMS）の世界最大手、鴻海精密工業を中核とする鴻海科技集団（Foxconn）は、

研究開発拠点として 2020 年 6 月鴻海研究院（HHRI:�Hon�Hai�Research�Institute）を立ち上げた。HHRI は、

AI、半導体、次世代通信技術、情報セキュリティ、量子コンピュータの 5分野に特化した研究所を傘下に

設置し、鴻海が進める、電気自動車（EV）・デジタル医療・ロボットの「３大産業」とAI・半導体・次世

代通信技術の「新興 3大技術」の「3+3」戦略を研究開発面から支援、推進する。

量子コンピューティング研究センターは、ハードウェアとソフトウェアの両部門から構成されており、ハー

ドウェア部門では、イオントラップ実験室を設立し、量子制御システムの開発、量子コンピュータの製造を

容易にするための小型化を行っている。ソフトウェア部門では、量子最適化、量子計測、誤り耐性量子計算

などの研究を行っている。

台湾大学の IBM量子コンピュータセンター（IBM�Q�Hub）とは、アルゴリズムの研究やアプリケーショ

ンの最適化で連携している
40

。22 年 11 月にはカナダの非営利組織マイタクス（Mitacs）と覚書を締結し、

カナダで先端的な量子技術研究を進めると発表した。研究所長は、オーストラリアで研究を行っていた謝明

修（HSIEH�Minhsiu）が就任している。【台南量子研究拠点「ナショナルチーム」参加予定企業】

36	TSMC is working on creating quantum processors,	Hardwaresfera,	18	December	2018
37	 	TSMC	joins	forces	with	academia	to	develop	quantum	computer,	DigiTimes,	17	December,	2018;	TSMC to work with Taiwan 

Govt on Quantum Computer,	HEXUS,	18	December,	2018
38	賴志遠『國際量子科技發展策略研析』科学技術政策研究情報センター（2021 年 10 月）P61
39	Taiwan urged to accelerate quantum computing development,	i-Micronews,	31	July	2020
40	賴志遠『國際量子科技發展策略研析』科学技術政策研究情報センター（2021 年 10 月）P61

https://www.tsmc.com/japanese
https://forum.hh-ri.com/20211212/quantum-computing-center.html
https://www.hh-ri.com/hhri/people/min-hsiu-hsieh/
https://www.hh-ri.com/hhri/people/min-hsiu-hsieh/
https://hardwaresfera.com/en/noticias/hardware/tsmc-esta-trabajando-en-la-creacion-de-procesadores-cuanticos/
https://hexus.net/tech/news/cpu/125480-tsmc-work-taiwan-govt-quantum-computer/
https://hexus.net/tech/news/cpu/125480-tsmc-work-taiwan-govt-quantum-computer/
https://payment.narlabs.org.tw/stpibooks/book/bookDetail?id=4b11416a7bee0bd1017c4af1710a5006
https://www.i-micronews.com/taiwan-urged-to-accelerate-quantum-computing-development/
https://payment.narlabs.org.tw/stpibooks/book/bookDetail?id=4b11416a7bee0bd1017c4af1710a5006
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7.4.3 日月光半導體製造股份有限公司（ASE: Advanced Semiconductor Engineering, Inc.）

日月光（ASE）は、世界最大の半導体パッケージングテストメーカーである。1984 年に設立され本社は

台湾高雄市にある。半導体チップのパッケージングとテストサービスのリーディングカンパニーとして、前

工程テスト、ウェハピンテストからパッケージング、材料、完成品テストに至るまで、一貫したサービスを

半導体ユーザーに提供している。�世界の電子機器企業の90％以上に半導体パッケージングおよびテストサー

ビスを提供している。【台南量子研究拠点「ナショナルチーム」参加予定企業】

7.4.4 聯發科技股份有限公司（MediaTek Inc.）

世界第 4位のファブレス半導体メーカー（ファブレス IC 設計企業）である。本社は新竹市新竹科学工業

園区にある。1997 年に設立された。デジタルテレビや音声アシスタントデバイス（VAD）、スマートフォ

ン等の携帯電話、光学、ブルーレイ、DVDプレーヤー向けのチップセット技術で市場をリードし、携帯電

話の分野では業界第 2位である。売上構成としては、モバイル端末用 IC と、IoT/ コンピューティング /

ASIC 製品が約 8割を占めている。【台南量子研究拠点「ナショナルチーム」参加予定企業】

7.4.5 致茂電子股份有限公司（Chroma Electronics Co. Ltd.）

1984 年に設立された半導体製造・検査装置メーカーで、21 年度売り上げは台湾 4位。精密試験・計測機

器、自動検査システム、製造実行システム、ターンキーテストの世界有数のサプライヤーであり、「Chroma」

ブランドとして、世界中で販売されている。Chroma は、半導体、LED、太陽エネルギー、フラットパネル

ディスプレイ、パワーエレクトロニクス、電気自動車、自動光学検査、ICTと環境保護産業向けシステム

などの市場にサービスを提供している。【台南量子研究拠点「ナショナルチーム」参加予定企業】

7.4.6 閎康科技 (MA-tek: Materials Analysis Technology Inc.)

2002 年に設立された閎康科技（MA-tek）は、材料分析（MA）を主力サービスとする世界トップクラス
の受託分析会社である。MA-tek は、事業拡大に伴って、故障解析（FA）および製品信頼性試験（RT）のサー

ビスもあわせて提供している。固体電子工学および新素材分析システムの設備投資に焦点を当て、設備能力

と性能特性の高い多くの設備を保有している。主な顧客としては、IC関連産業、材料メーカー、製造装置メー

カーなどである。【台南量子研究拠点「ナショナルチーム」参加予定企業】

7.4.7 聯亞光電工業股份有限公司（LandMark Optoelectronics Corporation）

聯亞光電（ランドマーク）は、主にエピタキシャル ･ウェハーの供給に従事する半導体材料メーカー。

1997 年に設立され、台湾南部サイエンスパークに本社を置く。光学通信、工業用アプリケーション、特殊

用途に使用するガリウムやリン化インジウムをベースにしたエピタキシャル・ウェハーを製造する。光ファ

イバー通信、民生機器、産業機器などに幅広く利用されている。【台南量子研究拠点「ナショナルチーム」

参加予定企業】

https://www.aseglobal.com/ch/about/
https://www.mediatek.com/
https://www.chromaate.com/en/index
https://www.matek.com/Visions_and_Milestone/index
http://www.lmoc.com.tw/index.php?lang=cht
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7.4.8 量源光電有限公司（Quantaser Photonics CO., LTD.） 

2013 年に設立された台北市に本社を置く量子光学実験装置の開発を行うスタートアップ企業で、欧米や

中国、成功大学、清華大学の量子光学研究施設に製品を販売している。�主な製品は、量子メモリの実験に

便利なスペクトルフィルタ用温度安定化ファブリーペローエタロンや、科学研究用の超安定・高精度温度コ

ントローラである。 【台南量子研究拠点「ナショナルチーム」参加予定企業】

7.4.9 極星光電有限公司（Polaris Photonics, Inc） 

桃園市に本社を置く、ニオブ酸リチウム材料を主とした光導波路、変調器及び多機能集積光デバイスの研

究、設計、製造に特化したスタートアップ企業である。2016年設立。レーザー変調、短パルス発生、パルス整形、

周波数シフト、慣性航法、光通信、光ファイバーセンシングのアプリケーションのための多機能集積光チッ

プ（MIOC）、導波路位相変調器（PM）等を開発した。MIOCは、航空機の機体を高い精度で位置決めする

ための光ファイバージャイロスコープ（IFOG）の主要部品として使用されている。また、PMは、他の変

調器と比較して、電力効率、環境耐性、信頼性に優れている。 【台南量子研究拠点「ナショナルチーム」参

加予定企業】

7.4.10 池安科技股份有限公司（Chelpis Co., Ltd）

池安科技（Chelpis）は、デジタル世界の暗号化セキュリティ製品に特化したスタートアップで 2017 年に

設立された。ポスト量子暗号（＝耐量子計算機暗号）に焦点を当て、中央研究院等と連携して暗号技術や

アルゴリズムの開発に従事し、分散型転送認証・暗号化ソリューションとしてソフトウェア企業が利用す

るための暗号製品「AORTA」を発表した。ブロックチェーンや情報セキュリティのスタートアップ企業が

Chelpis のサービスを利用しているとされる。近年、官製ファンドの行政院国家発展基金等から約 5850 万

NTD( 約 2.63 億円 ) を調達したとの報道がある
41

。

7.5 注目研究者

第 1章で紹介した論文・特許データをベースに、台湾の量子研究コミュニティにおけるポジションや研究

受賞歴等を加味して、台湾における注目研究者を選出した。

7.5.1  果尚志（GWO Shangjr）　量子システム推進グループ召集人、国立清華大学物理学部教授

政府の量子プロジェクトを支える「量子系統推動小組」の中心人物。研究テーマは、表面物理学、凝縮系物

理学、走査型プローブ顕微鏡、ナノテクノロジー。1985 年国立交通大学卒業（電気工学）、1993 年米国テキサ

ス大学オースティン校で物理学博士号取得。1997 年清華大学物理学部准教授、2002 年から清華大学物理学部

教授。主な受賞歴に、全米科学アカデミー（NAS）優秀研究賞、第 59回科学技術部大臣表彰学術賞等がある。

41	「台湾のポスト量子暗号スタートアップ Chelpis（池安科技）、2.63 億円を調達」BRIDGE	2022 年 5 月 4 日

http://www.quantaser.com/
http://polarisphotonics.com/
https://www.chelpis.com/?lang=zh
https://phys.site.nthu.edu.tw/p/406-1335-58808,r3581.php?Lang=zh-tw
https://thebridge.jp/2022/05/chelpis-ntd58-5m-funding
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7.5.2 羅夢凡（LUO Mengfan）　科学技術部自然科学・持続可能な研究開発部門長

国立中央大学物理学部学部長で、MOST（現NSTC）の部門長を兼務している。研究テーマは、表面科学、

ナノスケール物理学。台湾大学物理学部卒業、英ケンブリッジ大学物理学博士。2000～ 02年まで米カリフォ

ルニア大学アーバイン校表面界面科学研究所、2002 年から中央大学物理学部に所属。2010 年から教授、13

年から学部長を務める。直近では、「ナノ粒子内の電荷移動が触媒特性に与える影響」等のプロジェクトに

参画している。

7.5.3 張文豪（CHANG Wenhao）量子システム推進グループ執行長、国立陽明交通大学教授

「量子系統推動小組」の中心人物の一人。中央研究院応用科学研究センターの特別研究員兼量子光学研究セ

ンター責任者でもある。専門は半導体物理学および光学、極低温顕微分光法、超高速分光法、量子光学。1994

年国立中央大学物理学部卒業、01年同理学博士、05年までポスドク研究員。05年国立交通大学電子物理学科

助手、09年助教授を経て 12年から教授、21年から現職。主な受賞歴は、科学技術部優秀研究賞（2018 年）等。

7.5.4 張慶瑞（CHANG Chingray)　台湾量子コンピュータ情報技術協会（TAQCIT）理事長

台湾大学物理学部特別教授で台湾大IBM�Qハブの前センター長。鴻海研究院顧問も務めている。研究テー

マは、物性物理学、スピントロニクス、量子コンピューティングとその応用。台湾大学物理学科卒業、1988

年カリフォルニア大学サンディエゴ校で物理学博士号取得。ITRI 研究員を経て 89 年から台湾大学物理学科

に所属、94 年から教授。物理学科長、理学部長、理事・副学長、学長代行を歴任。台湾物理学会特別貢献賞、

米国物理学会フェロー、IEEEフェロー。

7.5.5  管希聖（GOAN Hsisheng）台湾大学 IBM量子コンピューティングセンター長、台

湾大学物理学部教授

専門は、量子情報と量子計算理論、メゾスコピックおよびナノフィジカル理論、量子測定理論、単一電荷

と単一スピンの測定理論、量子光学理論。1987 年国立台湾師範大学物理学科卒業、清華大学大学院を経て、

1999 年米メリーランド大学で博士号。99 年から 04 年まで、豪クイーンズランド大学、豪ニューサウスウェー

ルズ大学で研究、05 年から台湾大学に所属、11 年から物理学部教授。

7.6 国際協力・国際共同研究

両岸問題により台湾は、パラグアイなど南米 8か国を含む 14 か国としか国交がない。したがって「国際」

協力は官民のカウンターパート同士間で実施されている。科学技術協力については、米欧など世界 13 か国

17 か所に配置されたMOSTの駐在員事務所が担当しているが、（政府主導による）量子分野における国際

協力は下記以外に目立った取り組みは見当たらない。

https://www.phy.ncu.edu.tw/faculty/%E7%BE%85%E5%A4%A2%E5%87%A1-meng-fan-luo/
https://sqplab.ep.nycu.edu.tw/people/
https://www.phys.ntu.edu.tw/crchang.html
https://www.phys.ntu.edu.tw/goan.html
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7.6.1 日本との協力

2015 年 6月MOSTは、物質・材料研究機構 (NIMS) と台湾学術機関との共同研究支援プロジェクトに関す

る確認書に調印した
42

。これは、MOSTが公募するNIMSと台湾機関との共同研究の中から毎年数件を選出

してMOSTが台湾側研究者に資金提供を行うもので、現在では、機能性材料、エネルギーと環境材料、磁性

とスピン材料、量子材料、構造材料、最新 ICTとエネルギー材料などの分野で共同研究を行っている
43

。

7.6.2 スロバキアとの協力

2021 年 10 月、国家発展委員会（NDC）の龔明鑫（KUNG�Minghsin）大臣とMOST（現NSTC）の呉政忠（WU�

Tsungtsong）大臣が率いる貿易・投資代表団が、スロバキア科学アカデミー（SAS）を訪問し、SAS 幹部

やスロバキア研究開発機関（SRDA）、教育省の代表者らと、科学技術や高等教育、革新的研究について意

見交換を行った
44

。MOSTと SAS は 1996 年に了解覚書（MOU）を取り交わし、両国の研究機関の交流や共

同研究を支援してきた。会合には、SASの量子技術研究センター所長で、EUの量子技術研究計画「量子フ

ラッグシップ」の戦略諮問委員会メンバーでもあるウラジミル・ブゼク（Vladimir�Buzek）博士も出席した。

呉大臣は、台湾は ICT業界の主要プレーヤーとして、量子コンピュータ開発だけでなくサイバーセキュリ

ティのための量子通信技術にも注力する意向を示し、ブゼク博士を通じて量子分野で欧州との連携を深めら

れることに期待を表明した。

スロバキアとの接近の背景には、リトアニア、チェコ、スロバキアといった中・東欧諸国が、世界的なサ

プライチェーン再編の動きの中で、台湾の強みである半導体に関心を示していることがあげられる
45

。2021

年秋の龔、呉両大臣の中・東欧歴訪も、台湾の半導体外交の一環とみられる。なお、スロバキア国会議員団

は 2022 年 6 月、経済や科学技術の分野で交流を深めることを目的に訪台しており、両国の研究機関同士の

連携の進展が期待されている
46

。

42	物質・材料研究機構「台湾 科学技術部との共同研究支援プロジェクト確認書に調印」2015 年 6 月 5 日
43	科学技術部「科技部徵求 2023 年度臺日 (MOST-NIMS) 雙邊協議擴充加值 (add-on) 國際合作研究計畫」2022 年 1 月 17 日
44	 	科学技術部「科技部吳部長訪問斯洛伐克科研機構 並增進臺斯科學園區與太空產業合作」2021 年 10 月 23 日 ;	「台湾とスロバキア、

EV や航空宇宙産業等 7 項目の MOU 締結」『TAIWAN	TODAY』2021 年 10 月 25 日
45	 	Taiwan to use tech knowhow to build ties with other democracies,	Financial	Times,	FEBRUARY	3,	2022;	「台湾、半導体技術を

携えて中・東欧諸国に接近」日本経済新聞、2022 年 2 月 4 日
46	「スロバキア議員団が台湾到着　蔡英文総統と会談へ」日本経済新聞、2022 年 6 月 5 日

https://www.nims.go.jp/news/archive/2015/06/201506160.html
https://www.nstc.gov.tw/folksonomy/rfpDetail/b4a38627-40e7-4ff6-be28-4f522429c679?l=ch
https://www.nstc.gov.tw/folksonomy/detail/e1484626-031f-4c6d-b0c1-3837b5da0351?l=ch
https://jp.taiwantoday.tw/news.php?unit=148,149,150,151,152&post=209703
https://jp.taiwantoday.tw/news.php?unit=148,149,150,151,152&post=209703
https://www.ft.com/content/564fec61-7b7f-4ce7-b7da-cdfe2b16f12b
https://www.nikkei.com/article/DGXZQOCB042GJ0U2A200C2000000/
https://www.nikkei.com/article/DGXZQOCB042GJ0U2A200C2000000/
https://www.nikkei.com/article/DGXZQOGM050IC0V00C22A6000000/
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7.7 量子イノベーションエコシステム

台湾の量子政策と研究開発コミュニティの特徴を踏まえると、台湾の量子イノベーションエコシステムは

図表 7-7 のように描くことができる。量子イノベーション政策はMOST（現NSTC）と経済部が主導し、研

究開発は総統府直属の中央研究院と台湾大、清華大、成功大などの有力国立大学を中心に実施されている。

政府は、産学官が連携した量子研究拠点を中央研究院の南部院区に設置する一方、量子システム推進グルー

プを台湾大に置き、産学官連携を支援する体制を敷いた。産業界は、TSMC等の半導体関連企業や、鴻海

等のEMS企業が参入を伺っているが、研究開発の動きは本格化していない。量子スタートアップ企業は少

数あるものの存在感は小さい。産業界が関心を持つ量子コンピューティング分野では、台湾量子コンピュー

タ情報技術協会（TAQCIT）が産学連携を推進するため多様な活動を始めている。産業界で技術開発が進展

するに従って、政府系投資ファンドの国家発展基金や、産業技術開発を支援する ITRI の役割が高まると予

想される。

台湾は、半導体分野での強みを生かして量子技術の基幹部品を開発する戦略だが、半導体ビジネスの成功

のゆえにこそ、量子技術開発に乗り遅れるリスクも指摘されており、今後の産業界の動向が注目される。

図表 7-7　台湾の量子イノベーションエコシステム

出典：APRC作成 

https://taqcit.org/#/
https://taqcit.org/#/
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